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　明治維新後諸外国との貿易が始まると、海

運、商社、銀行等から多くの諸先輩が渡航し

て海外で仕事をし、国際人として帰国して活

躍した。その後もこの構図に変わりはなく、

戦後も高度成長を果たし貿易摩擦が激しくな

り円が強くなるまで、海外との駆りが深かっ

たのは第三次産業の貿易に携わる人達であっ

た。

　円が強くなったとき、海運業ではコスト競

争力を維持するために、逸早く外航船に外国

人船員を活用し血の出るような努力を重ねて

きた。仕組船に外国人船員を乗せて動かし始

めてすでに30年になる。この間にいろいろな

問題が起こったが、何とか国際競争を維持し

これまでやってきた。現在それがノウハウと

なって蓄積されている。

　昔から分かっていたことであるが、最近に

なって少子高齢化対策が声高に問われている。

団塊の世代が定年を迎え、出生率が下がり年

々若い労働力が減っていく。それをどう解決

するのか。ひとつの手段として海外との関係

をもう一度見直し、外国人を有効に活用しよ

うという議論が盛んである。

　外国人を外航船員として有効に活用すると

いう点で我々海運界は一歩先んじている。少

子高齢化対策で外国人を船員として起用して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茎
きたわけではないが、結果として対応を先取

りしたことになる。少子高齢化により明日す

ぐに問題が起こることもない。今いる人を上

手く使っていけば当面何とか対応できる。そ

の間に「若い人」にノウハウを継承して行け

ば良い。

　しかし、問題は、今あるノウハウを伝承し

て外国人船員を管理する有能な「若い人」を

今後どのように確保していくかという点であ

る。現在どんなにノウハウを蓄積していても

それを継承する人がいなくては、全てが雲散

霧消してしまう。船員問題を例に挙げたが、

問題は、陸員と陸上で働く海技者である。陸

ではライナーを除き現地に根をはやす国際化

を行ってきていないので問題は深刻だ。海運

業全体を魅力のあるものにするためにも、有

能な「若い人」を今からもっと外に出してい

かないと日本の海運業は10年後、20年後に立

ち往生してしまう。
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1．トン数標準税制1　　　　　　こ関する外部委託調査

一報告書取りまとまる一
　　　　　　　　　　　　　　　　　舜　　　　｝　　　ら

　欧川等の海運先進国においては、自国籍船の海

外流出に歯止めをかける等の理由により、第二船

籍制度、税制等の様々な海運政策を講してきた。

加えて10年前より、海運企業の所得てはなく船舶

の運航トン数に馴して課税する一種の外形標準課

税てあるトン数標準税制の導入か相次いている。

1996年にオランタて導入されたのを皮切りに、同

年ノルウェー、1999年トイソ、2000年英国、2002年

デンマーク、2003年フランス、そして2005年には韓

国ても導入されている。

　このトン数標準税制は、船社にとっては予め納

税額か確定しているので資金繰りか容易、また高

収益時に直接的に内部留保の増大につなかること

等のメリノトかあり、国家にとってはやり方によ

っては自国籍船の増大や自国海運産業の競争力強

化か期待てき、また船社に損失か発生してもみな

し利益により課税所得を計算しているのて安定的

な税収を確保てきる等のメリノトかある。

　特に現在のようなマーケノト好況時には、同税

制を採用している企業とそうてない企業との間の

キャノシュフローの格差が拡大するため、当協会

は、税制面の国家間のイコール・フノティンク、

生船社の国際競争力確保等の観，占から、諸外国と

同等の制度の早期導入を訴えている。

　この問題等について、国土交通省海事局と当協

会は、2004年6月、共同て「外航海運政策推進検

へ　　乳　　　　　　　r　　　　　モ居王

　　　　艀　　　1

　討会議（以下、検討会議）」を設置して検討を行い、

　同年ll月末、トン数標準税制の導入等に関する基

　本的な論点整理を行うとともに、同年12月、調査

　すへき事項等を取りまとめた。

　　一方、トン数標準税制を採用している国とわか

　国とのハノククラントには違いかあり、わか国に

　おいて同制度の導入を要望するためには、同税制

　の導入によりもたらされる効果について、広く国

　民に理解を得られるような実証的な理論構築か不

　可欠てあることから、当協会は、検討会議におけ

　る論声整理等を踏まえ、同税制規の新たな外航海

　運政策をわか国に早期導入するための理論構築を

　目指し、2005年3月、㈱日通総合研究所およひ㈱野

　才ゴ総合研究所に調査を委託した。同時に、この調

　査の客観性を高めるため、有識者等の委員会（「ト

　ン数標準税制等の新外航海運政策に係る調査研究」

　アトハイサリーグループ、以下AG、【資料1】参

　照）を設け、専門的かつ公正な見地からの指摘を

　受けることとした。（本誌2005年4月号P18参照）

　　AGは2005年3月からユ2月まてに合計9回の会議

　を開催し、両総研の調査内容について欝欝交換等

　を行った。両総研は、このAG委員の意見も踏まえ

　つつ、約10ヶ月をかけて2005年12月に報告書を取り

　まとめた。（【資料2】、【資料3】参照）

　　報告書の全体の流れは【資科2】のとおりてあ

　り、まず日本商船隊、邦船社等の音義について、
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　騰難鰯豪・

ライナー（定期船）サービスとトランパー（不定

期船）サービスそれぞれ、市場の特性や、各国、

各船社における位置付けや取り組みが大きく異な

ることから、これらのサービス区分を踏まえつつ

整理。次いで、外航海運業の特質、国際競争力比

較を行い、邦船社における外船社との国際競争力

低下や邦船社の経営危機の可能性を分析。それに

よって日本経済、日本の荷主に深刻な影響を与え

る可能性があることについて言及している。そし

て、諸外国の外航海運政策や他産業の税制の例を

ひき、わが国においてもトン数標準税制導入が不

可欠であることを述べている。さらに、同税制を

導入することにより生ずる効果については、既に

導入しているイギリス・オランダ、ドイツ、ノル

ウェー、韓国の4つの事例を取り上げ、それぞれ

の特徴を踏まえて、同税制が導入された場合と導

入されなかった場合を比較検討し、日本型モデル

による試算結果を取りまとめている。

　両総研からの調査報告を受け、当協会は、今後、

トン数標準税制を平成19年度税制改正に際し要望

するか否か、また要望する場合はどのような内容

とするか、等について鋭意検討している。

　一方、自民党政務調査会の特別委員会のひとつ

「海運・造船対策特別委員会（委員長：衛藤征士

郎衆議院議員）」が、トン数標準税制等の税制問題

に関する勉強会を3月頃に立ち上げることとなっ

た。（【資料4】参照）

　　　　　　　　　　　　　（企画部：宇佐美）

【資料1】

【アドバイザリーグループ委員名簿】

学識経験者等（五十音順）10名

（座　　長）

（座長代理）

（座長代理）

行政（国土交通省）

民　間（当　協

羽原　敬二

竹内　健蔵

今橋　　隆

川合　弘造

河野真理子

黒川　久幸

古荘　雅生

星野　裕志

味水　佑毅

山下　　学

　　　3名

飯塚　　裕

（西川　　健

松本　勝利

（寺田　吉道

保坂　敏文

　会）4名

二見　昭夫

井上登志仁

新井　　真

植村　保雄

関西大学　商学部教授

東京女子大学　文理学部社会学科教授

法政大学　経営学部市場経営学科教授

西村ときわ法律事務所パートナー（弁護士）

早稲田大学　法学部教授

東京海洋大学　海洋工学部流通情報工学科助教授

神戸大学　海事科学部国際海事教育研究センター教授

九州大学大学院　経済学研究院　助教授

一橋大学大学院　商学研究科講師

立正大学　法学部教授

大臣官房参事官（海事）

海事局企画課長）　　　　　　　　　※飯塚委員の前任

海事局企画課国際海上輸送企画官

海事局企画課国際海上輸送企画官）　※松本委員の前任

海事局企画課海上輸送モーダルシフト対策官

政策幹事会幹事長（日本郵船企画グループグループ長代理）

政策幹事会幹事（当協会会長秘書、商船三井経営企画部部長代理）

政策幹事会幹事（川崎汽船経営企画グループグループ長補佐）

常務理事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以．ヒ！7名
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【資料21報告書の流れ

1～3　日本商船隊、美景社、

　　　日本籍船の意義
（定期　不定期の区分を踏まえつつ〉

4　外航海運業の特質 5　国際競争力比較

外船社との国際競争力の低下

邦船社の経営危機の可能性

　　　日本経済　日本の
荷主へ深刻な影響を与える可能性

（参考）他産業の

税制の例など

6　諸外国の外航海運
政策（優遇制度）

　　　　新外航海運政策
（トン数標隼貌政等導入）の不可欠性

　　（優遇税制導入の根拠）

トン数標隼税制の導入効果試算にあたってのモデル（案）

　　　　　（1＞イギリス　オランダ型
　　　　　（2＞ドイノ型
　　　　　（3）ノルウェー型
　　　　　〔4）韓国型
　　　　　（5）日本型

【資料3】トン数標準税制等の新外航海運政策に係る調査研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報　　告　　書　　概　　要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年1月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　日通総合研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　野村総合研究所

①日本商船隊及び邦船社の意義

　日本商船隊は、平常時のインフララインとして、また、国際紛争等、緊急時におけるわが国

国民経済に必要な物責の安定輸送の担い手として日本国にとって必要不可欠な存在である。さ

らに、邦船社はわが国海事クラスターと深い関わりを持ち、日本のGDPの創出や雇用機会の

提供、産業間の技術提携、荷主のグローバルサプライチェーンマネジメントにも貢献している。

このため、日本商船隊ひいては糞船社の活力が将来にわたって持続し、かつ、より強固なもの

になることが日本国にとって国益になる。

平常時の意義

鑑七二二丁二丁鶴織羅嘉言

i：灘難灘騨灘鰹鵜1綴

蕩灘鞭購職繕齢鋳溜；

国際紛争等、緊急時の意義

避滞睡騨購麟熱聯

日本酋拓隊及び纏厭のだカの雌俘、窪奮か8本駄士っτ壇益だなる

繍＿購鞭脚矯窄㈱5剛臆篇…w鴨一雨粍男一隅渕櫛螺徹職繍二一咽備淳篇贈㎡轍聯箔騨糊夢欄蹴Ψ構猟鵬一r猟ぱw鮒御蔭備　『慨灘面構壽闘昆醐転撒鱒謁

4麟ぜんぎょう勲わ2006



鍵懸繍灘磯醜繕鉱彗麟懸鷲辮灘難撫》爺1購〆

②邦船社の経営危機の可能性

　邦船社はグローバルなマーケノトで外船社との激しい競争を展開しているが、外船社は税制面

等で優位な立場にある。このため、現在は市況の影響を受け、邦船社は史上最高の利益をあげて

はいるものの、すでにトン数標準税制を導入し税引利益の厚みを増している外船社との利益格差

が拡大しており、外船社が邦船社の経営にとって大きな脅威となりつつある。

　外船社との国際競争力が低下した邦船社が近い将来経営危機に陥り、これまでのサービス水準

が維持できなくなり倒産する、あるいは外船社に合併　買収される可能性も否定できない。

邦船社の経営環境
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③トン数標準税制の不可欠性

　既にトン数標準税制を導入している諸外国の外航海運業では、外航海運産業の産業特性であ

る経営の不安定さを補い、産業としての安定性を確保しつつある。トン数標準税制が導入され

れば、日本の外航海運業においても産業としての安定性を確保することが可能になる。

　また、トン数標準税制以外にも、新外航海運政策に係る施策は考えられるが、邦船社の国際

競争力を維持するための方策としては、わが国も諸外国と同等のトン数標準税制を導入するこ

とが先ず考えられる。

　国、国民、産業にとって、必要不可欠な存在である日本商船隊及び邦船社の衰退によるイン

フララインの弱体化、空洞化を阻止し、邦船社がグローバルマーケソトで一定のプレゼンスを

維持し続けるためには、トン数標準税制を導入することが必要である。

トン数標準税制の効用
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　図1　トン数標準税制と船社の船舶投資行動
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一幅な舩囎働渥灘
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環搬寛獅拶ρ，

④日本商船隊・邦船社の国民経済への貢献

　諸外国のトン数標準税制においては、同税制によって得られる船社のメリットに制限が設

けられているものもある。日本商船隊及び邦船用は、平常時よりインフララインとして国民

経済に貢献しているが、同制度の制度設計にあたっては、諸外国の例を参考にしつつ、更な

る貢献等についても今後検討していくことが重要である。

離離経済への頁献

｝騨癖舞華甲懸寮

　　　　　＼

碁i皇鳥繍嚢擁鱗嚇

㌍憎憎白白重言｝1

　　が毒瀞壕譲醜2
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　　　♂
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諸外国のトン数標華貌制の概要

オランダ
p　　国

ノルウェー ドイツ 韓　函

導入年次 1996年目D
Q000年

1996年 1999年 2005年

制度選択企業に

ﾎする拘束期間
10年間

　　　なし

庶椏K用中止か可能
10年間 5年間

税額の算出方式 f早数×運航日数　　（365日）　×

ャgノにより1船ごとに算出
ｵた「みなし利益」に法人税

ｦを乗じて算出

純トノ数に応じて定めbれた
ﾅ率により算出

f去人税率とは鉦二二）

オラノダ英国と同じ オランダ　英国と同じ

みなし利益水導
i係数）　貌率

〈1000純トノ当亡りの係数〉達2〕

@ioOO純トノまて
@EUR908（約1253円）／日

@1000純トノ超
@10000純トノまて
@EUR681（約946円）／日

@10000純トノ超
Q5000純トンまて

@EUR454（約630円∀日
Q5000純トン超

@EUR227（約315円〉／日

魔dUR塵00（ユーロ）

@＝13887円

＜1000綻トノ当九りの闘乱＞

@1000純トノまて　無税

@1000純トノ超
@10000純トノまて
@NKr50（約849円y日

@10000純トノ超

@25000純トノまて
@NKr33（約560円）ノ日

@25000純トノ超
@闘Kr16（約2ア2円）／日

魔Q002年に税率30％下げ
魔mkrl　OO（ノ帥エー如一ネ）

@＝お98円

＜100純トノ曲たりの俸数＞

@1000純トノまて
@EURO　92（約218円1／日

@1000純トノ超
@10000純トノまて
@印RO　69（約96円）／日

@lO　OOO純トノ超

@25000純トノまて
@EURO　46（約64円）ノ日

@25000純トノ超
@EURO　23（約32円）ノ日

魔dU田00（ユーロ）

@＝13887円

＜1純トノ当たりの税皐＞

@lOOO純トノまて
@W14（約15円＞／日

@1000純トノ超
@10000純トノまで
@W1奮（約」2円）／日

@10000純トノ超
@25000純トノまて
@町（約07円ソ日
@25000純トン超
@W4（約04円）／日

抹ﾂ00（ウオノ）

@＝011円

対象船舶　船籍

v件
属国際運送に従事する全ての
@船舶（所有船　共有船　用
@船〉

ﾋEU／EEA漂船の維持　増加、

@保有船腹量の60％をEUIEEA
@籍船とすることが条件生3｝

藤環境に配慮した船舶には

@さらなる軽減措置あり
ｮEU／EEA籍船の維持　増加、
@保有船腹量の60％をEU／EEA
@籍船とすることが条件注3，

覇国際運送に従事するトイソ
@登録　ドイノ籍船に限って適

@抱
iドイノで商取引を行い、企
@業運営が行われていることを

@示せば外国用船にも適用可

轟財政径済部令の定める基準

@船舶に対し、2年未荷の短
@期用船が5倍を超えないこ
@と注4｝

その他条件 船員の訓練　育成義務注51

@雇用船員（職員＞15名につ

@き1名の訓練義務

配当制限

@配当を行った場合は通常
@の法人祝率て課貌

一定のドイノ籍船の維持　増加

主1）オラノダの導入年次は1996年　英国の導入年次は2000年てある。
庄2）オラノタのみなし利益水隼（係数）てある。

主3）欧州委員会の尊上輸送に対する国家補助に関する新カイトライノ（2004年1月）に対応したものてある。

主紛基準船舶とは　所有船　裸用船　2年以上の定期用船等を指す。

庄5）英国の制度に設けbれている義務てある．

日本におけるトン数標準税制の制度設計の一案

陰今憂麓討プる礫の参考死石

κ

　　　　　穿 亀　例　②　　　　　卸
　　　　1例、③　陵、・ρ　　　　　　　罫　　こ　　口寄炉　読　　　　　　　　　｝

重視する観点

i政策目的）

簸イコール　フノティングの実現

ﾋ邦船出の国際競争力の強化

鯵国民経済に不可欠な貿易物資

@の安定輸送

寃Cンフララインの確保

麟自国籍船の増加

|海事クラスターの肇展

I海事産業における雇用拡大

^海上輸送における環境対策の推進

モデルとなる国 英国　オランダ

ﾘ国

英国　オランダ ドイノ

mルウェー

選択企業に対する

S束期問

10年以下の期間

｢州諸国と同等もしくはそれよ

@り短い期間（韓国は5年）

10年間
｢州諸国と同じ期聞

10年以上の期間

｢州諸国と同等もしくはそれよ

@り長い期聞

みなし利益の水暴 欧州諸国と同じ水隼 欧州諸国と同じ水隼 欧州諸国と同等もしくはそれより高

｢水蕉で設定

姦淫範囲　対象船舶 制限は設けず 日本への輸入物資等の輸送船に

ﾀ定
日本支配船（日本籍船と仕組船）に

ﾀ定

その他条件 条件を設けす 政策目的に沿った一定の条件を

ﾝける
政策目的に沿った一定の条件を設け

繍認　瀟柔燃窟嵐　川州齢　尺素幅瀦騨鞭＿㎜胤胤　廃疋軋Σ陥　　雨晒煎｝紙　賦鴨川同一亀“瓢r縣　㎝撚目“漁　　一繭溝徽…　　輯軸側欄融一　　　断　翠脚
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・灘難

【資料4】自民党組織図（関係部分のみ）

襲鯨欝

甥ﾖ継潔 内閣部会 青少年特別委員会

国防部会 女性に関する特別委員会

総務部会 高齢者特別委員会
幹
事

法務部会 障害者特別委員会

長 外交部会 交通安全対策特別委員会

財政金融部会 治安対策特別委員会

文部科学部会 災害対策特別委員会

厚生労働部会 地震対策特別委員会博
霧
… 政

調
農林部会

?Y部会

非営利組織（NPO）特別委員会

ﾌ土に関する特別委員会翻
　
査

糞
面
我

経済産業部会 基地対策特別委員会 彊
会 会 国土交通部会 過疎対策特別委員会 税

環境部会 犯罪被害者保護・救済特別委員会
制

（対外経済協力特別委員会 ト

調査会 たばこ・塩産業特別委員会 ン

ネ
組 糊幡員会，． 留学生等特別委員会 1

織 海洋権益特別委員会 ジ

本
部

宇宙開発特別委員会

O国人労働者等特別委員会

冬
ク

鐸蓮造船懸策猪別襲簸嚢壽 ス

航空対策特別委員会 筆
治山治水海岸対策特別委員会 問

広 下水道対策特別委員会 票
報 都市公園緑地対策特別委員会 委
本 観光特別委員会 員

部 港湾特別委員会
会

北海道開発委員会
（

東北地方開発委員会 仮

紹＿輪
蓮灘蜘潟集翻蜂i員餐礪

”『

P糟
�D糟詮

首都圏整備委員会

k陸地方開発委員会

箪

中部圏整備委員会
（委員長）

q藤征士郎
近畿圏整備委員会

?葬n方開発委員会

（顧問） 四国地方開発委員会

玉澤徳一郎、渡海紀三郎、 九州地方開発委員会
関谷勝嗣（参） 沖縄振興委員会

奄美振興委員会
（副委員長〉

伊藤公介、小此木八郎、
坂本剛二、七条明、園田博之、

山村振興委員会

瘧ｦ地帯振興委員会

松本純、森英介、 離島振興委員会
泉信也（参）、景山俊太郎（参）、 半島振興委員会
溝手顕正（参）

敬称略

自民党ホームページを参考に作成

吊π牌呪L撤騒蔽黙郡窩牌ト樽禮「席撒　　　　　　「旧篇κ「乱轟鷹峯　　　　蹴㎜円
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　　　　　　　　　　　　一
2．シンプルかつ効率的な組織を目指して③
　　　　　　　一事務局組織の見直しについて一

　当協会は、2004年11月の理事会において承認さ

れた当協会の組織改革に関する報告書に基づき、

提言された内容を順次実行に移している。2005年

6月の通常総会において、理事、評議員等の入数

を削減し、委員会・部会組織の見直しを行ったほ

か、同年1月には事務局の本部組織の見直しを行

った（本誌2004年12月号P．6および2005年8月号

P．2参照）。

　阪神・九州両地区事務局の閉鎖についても報告

書に盛り込まれていた事項であるが、九州地区に

ついては昨年12月末に閉鎖、阪神地区についても

本年2月末をもって閉鎖することとなった。

　国内地区事務局は、協会の業務内容の変遷とと

もにその業務が縮小してきたが、一方で、地区船

主会については、地区会員と協会とを結ぶ機能を

有し、同報告書においても「活発に意見交換が行

えるような実効性のある活動へ転換すべき」とし

て、地区船主会の役割に期待を寄せている。今後、

地区船主会の事務は、議長会社において行われる

こととなるが、本部事務局においても、地区船主

会例会に参加し、本部の状況等を直に伝え、また、

意見を頂戴するなどして、地区船主会との連携を

さらに深め、新しい体制への移行において議長会

社等に過度の負担がかからないよう努めるととも

に、地区船主会活動の活性化を支援していくこと

としている。

　　　　　　　　　　　　　　（総務部：斎藤）

駐日デンマーク大使が当協会を訪問、鈴木会長と懇談

　昨年秋に着任したフレディー・スヴェ

イネ（H．E．　Mr．　Freddy　Svane）駐日デン

マーク大使は、2月8日に当協会を訪問、

鈴木会長と懇談した。鈴木会長とスヴェ

イネ大使は、日本とデンマークの官民に

おける長年の友好関係を確認した上で、

世界経済や海運の現状などについて意見

交換を行った。

（企画部　石川）

，　　擁．、諏篇：．、晶、．h、、榊曽爾西屠臨，．．，櫨」鞠二、。．縄鳳論．。藷漁諫、，1∴．．．神罰癖、謡三尋燥疑懲罰滋鼻臨と；愚嶽撫娠磁凝癬融思郷漁寧魏
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甲国際会議レポ呼・ト騨

　国際海事機関（IMO）の第37回　訓練・当直基準

小委員会（団rW37）が、去る2006年1月23日から

27日まで英国ロンドンのIMO本部において開催さ

れた。

　我が国政府からは、国土交通省海事局船員政策

課の鈴木国際企画室長らが出席し、各国との意見

交換および共通問題の解決に務めた。当協会から

は海務部・田部課長代理がオブザーバーとして出

席した。

△ロンドン・MO本部

主要議題における検討要旨は以下のとおり。

1．救命艇の事故防止策

　救命艇を使用した操練において、事故が多発して

いる。この中でも特に多い自由降下式救命艇による

事故防止策について検討された。前回会合（綴W

36）において、自由降下式救命艇を進水させる操

練は海上安全委員会により出されたガイダンス

（MSCサーキュラー〉に従い、実際に着水する代

わりに『模擬訓練』を6ヶ月毎に実施することで

合意された。

　今次会合では、自由降下式救命艇を装備する船

舶について乗船前訓練が義務付けとなるよう強制

規定であるコードAに付加する旨、韓国から提案

があった。

　これに対しギリシャは、乗船前訓練をすべての

船員に対して義務付けることは問題であるとの見

解を示した。多くの国がギリシャ主張に同調した

ことから、乗船前訓練については、3rCW条約の

内、勧告規定であるコードBに当該要件を付加す

1n儘｝什A、キ上「　ηρAワρo召



ることで合意した。

2．海事保安を高めるための措置

　本議題の目的は、船舶を利用したテロ行為を排

除することにある。これに関し、昨年5月に開催

された第80回海上安全委員会（MSC80）では、　SO－

LAS条約第11章2規則（海上の安全性を高めるた

めの特別措置・検査の強化）およびISPS　Codeの的

確な実施を図るための各種ガイダンス等を策定し

承認された。また、船舶保安管理者（SSO）の能力

証明書の発給および同証明書発給の為の訓練要件

を定める同条約のコードAおよびコードBの改正

案についてはMSC81（本年5月開催予定）におい

て採択することとなっている。

　今次会合においてアメリカは、『保安に関し責任

を有しない者』およびSSOを除く『保安に関し責

任を有する者（舷門当直者等）』に対する訓練要件

について条約の改正を提案した。これに対し我が

国政府および国際海運連盟（ISF）は、船員は保安

の専門家ではないことから、SSO以外の乗組員に

は船舶保安に係る一般的な知識を求めるに留める

べきであると発言した。また、アメリカはSSO

を除く乗組員に対する能力要件を、同条約第2章

（船長および甲板部）および第3章（機関部）に

盛り込むことを提案したが、イギリス、我が国政

府等が本規定は第6章（非常事態、職業の安全、

医療及び生存に関する職務細目）に盛り込むのが

適当とし、多くの国がこれに賛同した。

　これらの案件に関し、ワーキンググループでは

乗組員に対して何らかの規定を設けることで意見．

が一致したが、㎝CW条約のどの箇所にどのよう

な規定を盛込むかについては意見がまとまらなか

った。

　このため、議論の前提となる基本事項の検討を

MSCへ付託することとなった。

3．部員の能力要件

　有能海員（Able　Seaman＞の証明に関するILO

（国際労働機関）第74号条約（我が国は未批准）

に定める有能海員の要件を訂CW条約に移管する

▲IMO第37回訓練・当直基準小委員会の模様

ことが昨年5月の第80回海上安全委員会において

決定されたことを受け、有能海員の要件をどのよ

うに定めるかについて検討した。

　本議題に関しては、前回会合でイギリスを幹事

とするコレスポンデンスグループ（CG）が立ち上

げられており、我が国政府はCGのメンバーとして、

①まず有能海員の定義を明確化した上で、その能

力要件を検討すべきであり、②訂CW条約は最小

限の能力基準を規定するものである事から、ILO

74号条約の範囲．を超えるべきでない、即ちGrade

1という新たな職位を創設することに否定的な意

見を提出していた。今次会合においても我が国政

府は引き続きこの観点に立ち会議に臨んだ。

　なお、㎝CW条約第2章4規則において甲板部

当直部員、第3章4規則において機関部当直部員

の最小要件がそれぞれ規定されており、今次WG

では既存の甲機当直部員より高い能力を持った当

直部員（∬CW条約上の有能海員）の要件につい

て論議が行なわれた。

　我が国政府は前回会合、CGおよび今次WGにお

いても、前述の①②を主張したが、賛同を得られ

ず、有能海員の具体的な要件について協議は進行

した。

WGでは、既存の当直部員等に関する規定に加え

て有能海員の資格を新たに定めることとなったも

のの、能力要件の詳細等についてはCGを再設置し、

議論を継続した上で、次回会合（訂W38）へ報告

することとなった。

　今次会合にて大筋合意した有能海員の要件は以

ぜんきょうF⑳2006働11
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名　　称 甲　板　部　（Able　Seafarer） 機　関　部　（Motorman）

定　　義
S丁CW条約付属書第2－5規則を新たに設ける。（詳細
ﾍ今後検討する）

STCW条約付属書　第3－5規則を新たに設ける。（詳細
ﾍ今後検討すや）

年　　　齢 18歳以上 18歳以上

要　　　件
・18ヶ月以上の乗船履歴または

P2ヶ月以上の乗船履歴十承認された訓練・救命艇手としての技能

・12ヶ月以上の乗船履歴または

@6ヶ月以上の乗船履歴＋承認された訓練

認定方法 試験または評価による 試験または評価による

なお、有能海員（Able　Seafarer／Mo℃orman）が定義されても、部員の安全配乗要件は旗国の権限であるとされている。

下の通り。

4．GMDSS通信士証明書の更新

　GMDSS通信士の免許を持つ航海士について、そ

の技能が不十分である場合が多いとの調査結果か

ら、ノルウェーは同通信士に対し5年毎に免許の

更新試験を義務付けるsrCW条約コードAの改正

を提案した。

　本議題は、同じくノルウェーが過去にも提案し

ており、綴W33（2002年）において免許の更新に

ついての変更は不要であるとの結論が出ている。

　過去の議論を踏まえ我が国政府は、免許更新制

度に関するノルウェー提案は、甲板部および機関

部との整合性を欠くため、問題があると発言した

ほか、コードAの改正についても否定的な態度を

示し、諸外国もこれに賛意を示した。

　この結果、訂CWコードの改正は行わないこと

となったが、GMDSS通信士の技能に関する問題に

ついては次の通り対応することとなった。

①短期的解決策として、GMDSS通信士の習熟

　　訓練の必要性に関するMSCサーキュラー案を

　　作成する。

　②長期的解決策として、設備上および運用手

　　続上の標準化を図る。（第10回無線通信・捜索

　　救助小委員会　（COMSAR10／本年3月開催）

　　にて検討する）

5．今後の作業計画およびSTW38の議題

　次回会合の主要議題について次のとおり提案が

あり、承認された。

　・海事保安（保安に責任を有する者および責任

　　を有しない者の資格要件）について

　・部員の能力要件（「Able　Seafarer」および「Mo一

torman」の要件の詳細）について

・LNG船を含むタンカーに乗組む船員の標準的

　な能力について

・㎝CW条約の包括的見直しについて

6．その他の議題（S’rCW条約第6章における能

　力証明に関する見直し）

　STCW条約第6章（非常事態、職業上の安全、医

療および生存に関する職務細目）について新たに

再訓練※を義務付けるべきとするノルウェー提案に

ついて検討した。

　これに対しアメリカ、フィリピンおよび我が国

政府は、再訓練は船社や船員に不要な負担を強い

ることとなり実施すべきでないとの見解を示した

ところ、当該能力証明の要件について見直す前に、

同条約6章のうち船上での訓練が不可能な分野を

特定することが重要であるとの認識で一致し、こ

れを次回会合（訂W38）で検討する事となった。

※具体的には救命艇、上級消火および応急医療等の更新のた

　めの再講習（Re廿esher　Tra童ning）のことである。

7．その他

（1＞IMO事務局長スピーチ

　　IMO事務局長のミトロプロス事務局長は、閉

　会スピーチ等においてテロ対策等の海事保安や、

　増大するLNG輸送の安全運航に対応できる船員

　育成の要請等の課題への対応の重要1生を強調し

　た。更に同事務局長は、これらの課題に対応す

　るためにsrCW条約の包括的見直しの必要性に

　関する予備的検討を開始すべきとの認識を示し

　た。

（2）㎝CW条約の包括的な見直し
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　IMO事務局長の見解を受けて、STCW条約の

包括的見直しの必要性について議論したところ、

アメリカをはじめ各国から、同条約の見直しは

不整合な点に限定すべきであり、包括的な見直

しに対しては慎重に対応すべきとの意見が相次

いだ。

　本件については引き続き海上安全委員会等で

　議論することとなった。

（3）次回会合の予定

　　次回会合（団rW38）は、2007年1月22～26日

　に予定している旨、事務局より報告があった。

　また、小委員会の議長選出を行い、Peter　Brady

　海軍少将（ジャマイカ〉が再選された。

　　　　　　　　　　　　　　（海務部：田部）

1内外情報

　第3回「船・機長配乗要件の見直し等に関する

検討会」（座長：野川　忍・東京学芸大学教授。以

下「検討会」）が2006年1月16日に開催された。こ

れまでの検討会において、日本籍船における日本

人船・機長配乗要件が撤廃された場合でも関係法

令への抵触を指摘する省庁はないことが確認され

ており（本誌2005年10月号P．18および12月号P．19

参照）、第3回では、海事局が実施した船長などの

国籍要件に関する外国の実態調査について報告が

あった。それによると、ノルウェーの配乗規制が

最も緩く、英国、ドイツ、オランダ、フランス、

デンマークの順で規制内容が厳しくなっていると

のことであるが、外国人船長を認めているケース

も見られ、日本の配乗要件の撤廃について国際的

な問題はないことが確認された。（調査の詳細はP，17

～18【資料1】参照）

　海事局は、3月を目処に第4回検討会を開催し

検討の取り纏めを行うこととしており、それまで

に配乗要件の撤廃という政策転換の意義について

関係者間の共通認識を確立すべく、調整を継続す

ることとしている。

　　　　　　　　　　　　　　（企画部：本匠）

国交省、国際海上コンテナの国内陸上安全輸送に関する

ガイドラインを策定

一一D頭、荷主、トラック事業者等の関係業界別に取り組むべき指針を公表一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。輪、瀦専≧、．繕塾｝．瀦㍊．識蝋蕪．。燃私癬．、．．¢繊．撫い懇諏

　2005年12月、国土交通省自動車交通局は、これ

までの関連行政機関および関連業界との意見交換

（当協会もWGに参画）を踏まえ、国際海上コンテ

ナの国内陸上安全輸送に関するガイドラインを策

定・公表した。

　本稿では、国交省策定のガイドラインの中から、

船社に関連する部分を抜粋（一部編集）した。外

航コンテナを取り扱う国社に対しては、コンテナ

の不具合（偏過重・コンテナ損傷等）が判明した

際の関係者への連絡等が求められている。

1．ガイドライン策定の背景

　国際海上コンテナの陸上輸送については、コン

テナ内における貨物の積み付け状況や総重量、危

険物の有無や種類、数量および性状等についての

正確な情報がドライバーまで十分に伝達されてい

ないため、貨物の不適切な積載等を要因とする横

転事故の発生につながるとともに、荷崩れ事故等

の緊急時における対応の遅れにつながるほか、二

次災害発生の危険性も高くなる等の問題があると

の指摘が従前からなされていた。

　こうした問題に対処するため、Ol年9月より関
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係省庁間において意見交換が開始されることとな

り、コンテナ貨物情報の伝達に係る仕組み作りの

検討が続けられ、04年6月には関係団体に対し安

全輸送に関する要請がなされる等、問題解決に向

けた取り組みが進められてきたところである。

　しかしながら、こうした要請についても関係各

者においては十分認識されておらず、コンテナ内

の貨物情報の伝達が十分になされていない状況が

改善される見込みは乏しい状態にあった。

　このため、これまでのような抽象的な要請では

なく、関係各者の具体的な取り組みを示す指針等

の発出が望まれることとなり、今般のガイドライ

ンを策定するに至った。

2．ガイドラインの目的

　国際海上コンテナの陸上安全輸送対策の強化の

ため、外航船舶運航事業者、港湾運送事業者（タ

ーミナルオペレーター、海貨事業者等）、利用運送

事業者およびトラック事業者が、それぞれ取り組

むことが望ましい具体的な措置に関するガイドラ

インを作成した。

3．船社に求められる取り組み（ガイドライン）

　以下、◎を付した事項は基本的な内容（基本的

要件）、○を付した事項はさらに望まれる内容とす

る。

　・基本的な内容（◎）：安全確保のために必要と

　　される基本的事項。具体的には、法令に定め

　　られた事項および04年6月29日付国交省自動

　　車交通局長、海事局長、政策統括官連名によ

　　り関係団体に発出した「国際海上コンテナの

　　安全輸送に関する要請について」に記載され

　　．た事項

　・さらに望まれる内容（○）：今後の技術開発

　　の発展に応じて、段階的な取り組みがさらに

　　望まれる内容

（1＞積載方法に関する指示と確認

・偏過重、コンテナの損傷防止のため積み付けに

　関する啓発

　◎偏過重防止、コンテナの損傷防止のために、

　　積荷の特性に留意した適切なコンテナの積み

　　付けに関する啓発活動を発荷主に対して行う

　　こと。

・過積載の防止

　◎海外の発地にてISO基準値を超える過積載コ

　　ンテナが発見された場合は、荷送人に連絡の

　　上、引き取りを要請することとするが、万一

　　ISO基準を超える過積載コンテナが日本に到着

　　してしまった場合は「コンテナの重量超過が

　　判明した際の受け荷主との調整」記載の事項

　　に準じて対応する。

・コンテナの不具合が判明した際の受荷主との調

　整

　◎ターミナル内で偏過重、高重心等が生じてい

　　ることが判明したことやコンテナの損傷、内

　　容物の漏れ等の不具合が確認されたことの連

　　絡がターミナルオペレーターからあった場合

　　には、荷主へ連絡し、運送契約等に基づき責

　　任体制を明確にした上で、関連法令に抵触し

　　ないよう適切な措置が講じられる調整を行う

　　こと。

・コンテナの重量超過が判明した際の受荷主との

　調整

　○検量の結果、書類に記載された重量と大きく

　　異なっていたため、引き取りの際に過積載と

　　なることが判明したとの連絡がオペレーター

　　からあった場合には、荷主に連絡し、運送契

　　郎等に基づき責任体制を明確にした上で、関

　　連法令に抵触しないよう適切な措置が講じら

　　れる調整を行うこと。

（2）内容物等に関する情報伝達

・内容物に関する情報の開示

　◎コンテナ内容物について、ターミナルオペレ

　　ーター等当該輸送関係者から問合せがあった

　　場合には、把握している情報をもれなく提供

　　すること。

（3）危険物輸送に関する注意事項

・事故発生の恐れがあるときの対応

　◎危険物が漏れる等で、災害が発生するおそれ

　　のある情報を得た時は、速やかに荷主等関係
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飯へ照会すること。

〈解　説〉

■積載方法に関する指示と確認について

　船社が行う偏過重、コンテナの損傷防止のため

の積み付けに関する輸出国の発荷主に対する啓発

活動としては、次のような具体事例がある。

　例1）貨物の固縛の徹底（木材のバラ積みを禁

　　　　止する等）

　例2）木材、パイプ等を使用した貨物位置の固

　　　　定を徹底する（コンテナ後部の荷止め等）

　　　　等

　船社が輸出港における検量によりISOの基準で

過積載のコンテナを発見した際に講ずる安全な措

置とは、具体的には、輸出国において積み替え等

によりコンテナ規定の積載量まで貨物を縮減する

こと等である。先進国以外の地域からの輸入コン

テナの中には、稀にコンテナの強度を超える重量

のまま日本のターミナルに到着するコンテナもあ

り、注意が必要である。

注）ISOのコンテナの総重量と国内法（道路法）の総重量の上

　　限には差があり、船社はISOの基準のみ遵守している。

4．受荷主、トラック事業者等その他事業者に求

　められる取り組み（ガイドライン）

　本誌への掲載は省略するが、ガイドライン全文

・関連する資料は以下国交省ホームページを参照。

なお、国際海上コンテナの陸上における安全輸送

に必要な情報等の流れは【資料】の通り。

　ガイドライン全文・関係資料：

　　http：／／www．mlit．gojp／kisha／kishaO5／09／

　　091228　．htm1

5．今後の課題

　国際海上コンテナの陸上輸送の安全対策を強化

する為には、本ガイドラインを検討したWG関係

者を始め、関係団体、関係事業者等が、本ガイド

ラインを確実に普及させるという意識を共有する

とともに、国際海上コンテナの陸上輸送に関わる

各位が、本ガイドラインを着実に実施することが

必要不可欠である。

　また、実施状況を広く関係者に知らせるため、

本ガイドラインの実施状況を定期的に把握し、関

係者の意見を踏まえガイドラインの見直し等を図

っていくことが必要である。

　なお、本ガイドラインの実効性を一層高めるた

めには、以下の課題についても今後検討していく

ことが重要である。

【課題1】コンテナ情報の伝達におけるITの活用

　本ガイドラインでは、コンテナ総重量、内容物

の品名等を運転者までどのようにして伝えていく

ことが望ましいかを示した。コンテナ情報の伝達

を実施する場合、関係者間の情報伝達の手段とし

ては、主に電話とFAX、書類が利用されており、

情報伝達を実施する場合、各関係者が必要なコン

テナ総重量、内容物の品名等の共通する情報がそ

の都度入力されるなど業務負担が大きい。このた

め、情報化を活用した業務負荷の軽減など関係者

間のコンテナ情報の伝達方法の検討も重要である。

　情報共有化の具体例としては、日本コンテナ物

流情報ネットワーク（JCL－net）が、ターミナルオ

ペレーター、海貨・通関事業者、トラック事業者

の3者間における業務の電子化・標準化を推進す

るために05年よりサービスを開始しており、搬入

票に相当する情報を教授する機能を有している。

【課題2】海外の発荷主への啓発

　外航船舶運航事業者は、偏過重防止、コンテナ

の損傷防止のために、積荷の特性に留意したコン

テナの積み付けに関する啓発活動を海外の発荷主

に対して行っている。今後は、本ガイドラインに

沿って、受荷主からの海外の発荷主に対する、商

品特性に応じた積み付けに関するより実効性のあ

る指示を推進していくことが課題である。

【課題3】コンテナ輸送機器、車両の改良、開発

　　　　　（省略）

【課題4】国内からの輸出コンテナの陸上輸送に

　　　　　ついて

　わが国からの輸出コンテナへの積み付けば、国

内における各種マニュアル等に基づいていること

が多く、一般的には荷崩れは生じにくい。しかし、

せんきょうEθう2006鯵15



　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

驚
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

雛
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
》

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

慧
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

灘
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
騨

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
鎧

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

藻
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
轡

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
纏
醗

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

　
　

　
騒

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
轡

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
嚢
耀

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
轟

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

轡
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
駐

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
5

　
　

　
　

　
　

　
　

　
W

　
　

　
　

　
　

　
医

　
　

　
　

5
匿

　　。，ρ如3踵e塩O歴初

」
m

芒ｩ題U一四盟圃緻．如曝旨○

　　　　　　　　　。5博⊃

田頚並ト眠ハ［e騨纐駆唄

，佃畔旨勧慢舶脚鰹継］酬胴○

　　　　　　　。巽姻ぐ1

貼ーユて杓、＃姻、三野廻⊃

憎選掴帥鷺宮剛．釦畔旨Φ皿○

　。貼K騨埋ト応ハ［e雛廻

咄矧．Φ畔旨9爬燃ームて於○

　　　　。⑱歴b幽P15】層細掴辮胆　トト二目Φ三孝嶽冊○　　　　叶睡夢

　　　　　　　　。姻膜e腫旺旨e即理§鰹廻．桓牒○

　　　　　　　　。3樽，拘羽肇並ト眠ハ［e帥黛駆唄．釦砿旨b廻惚姻獣枢U一酬似○　　　　　　。貼K辮坦e帥鞭圃倒、佃墨黒e9便昨爆姻○

　　　　。凝滞ぐ瓢畏．如罫e薗旨羽肇均廻e㌫鱗型深．姻麟旨極廻欄掴醗猟以酬幽○　　　　　。引引ぐ細縮冊孤輿掴騨鯉e雛胆咄剛、佃畔旨○

（

順罪頓殿）

。鯉燗U｝汁騨剛U｝駄鯉）］嗣脚や辮箪e9爬細註献酬痩○

湘一一へ引回⊥

呵I　I－I　I■　1「一　181「Il　■一

一
一

一
一

一
隔

一
阿

一　　　　。煙亥誉喜捨ゆ均

一　　　夜U」媚隈如理e§鰹爬．揮駆○

■
一

　　　　　　　。擾釈ゆ勧

挨］，P佃3胆e齪Ω踏初

一
㎜

芫ﾉ題U一唄鞭酬酬．佃叫旨○

　　　　　　。蹄K購坦e帥

廻酬酬．佃畔旨e9爬貼睡卿○

　　　。禦剛ぐ雛＃墾．釦馨

e向旨翌攣倉促e糟鱗駆唄

．釦砿旨極喫御璽殴似ロ｝酬胴○

　　　　。禦鋼ぐ柑田．貼糎

剛掴賑肥』e馳劉咽酬．釦畔旨○

恥ームて杓まト酬－恥

　
・
縮

響
　
　
　
　
　
　
　
一

　
　
　
　
　
　
一

　
　
　
　
　
■

　
　
　
　
一

　
　
　
」

　
　
層

　
一

一

獣遡野冊ゆ掴膣U

帥hヲ∀沿鰹．酬剛

　　　再漢e騨肥〒

e塩密棄誹釦臥旨
　1山▼

　1山▼

冥薫e座髄　與臨漁」1▼

　　　　　　。翻麗）5∩］

健亥樽罫週．⊃鯉姻ぐ矧揮並

も旧ハ［e肺廻酬冊．釦叫旨○

　襲巽b掌禽灘・

　　熈余§鰹廻・

　　　　咽欄繹・

　　　皿曙潭暉・

　黒騨トトハ［・

×ヤ卦トトハ［・

《騨肥　ゆ極刃酪麹範和習臨へ〉い⊥》

　　。齢KO垢］凪

帥e翼算h章心照b

嘱照曄博鵬葭］初鰹

昨K緑挿亟謎↑麺瀦頃

　　　　　　　　　。畢興

P］嗣細掴購胆［「e帥話題b

掌沿照、（蝶騨§纒硬）㎞惚

胆雌．後やわ．酬細ト塩ハ［○

湘三密忽嬢．

一1一∀

。欄搭掴起網殖e橿羽

攣．O図廻酬驕）3∩

U優夜博罫璽．P引廻

⊃U一鰹罫掴羅箪出睡

瑠6剛］帥暴潔刑剛

　　　　。壇哀咽戸Q醤蝦ゆ極

夜U】姻彫瓜如理e§鰹魍，浮島○

　　　　　　　　。鰍麗）

3∩］榎枳博昼剛ゆ極禁已

侭眠ハ［e馳魍酬細．Φ畔旨○

　　　　　　　　　　。鱗

脂騨坦博鯉固eぐ黙㎜日照○

　　　　。貼K騨肥而雌器］

繍に腓凪帥e震萎b掌左記○

　　　　　　　　。慮興課

齪ゆ極匪］b掌南陽憩B姻○

。階割試製旧肥搾り〕蕪隷

掴圃剛鱗揮eO廻転叡応益

［「、想課5や①通刈羽膵勲○

（細K侮）引廻導
出

　　、

　、

　、
、

、

　　、

　　、

　、

　、
、

、

＜
←
一
一
一
一

　　　　　　。襲弊P二∩昆

懐戻酋B姻．⊃繁型ぐ州揮並

叡旧ハ［e帥魍咄酬．佃畔旨○

　　　　。聖夜や負阜姻ゆ悔

摂皐二戸即ビe畢鰹姻、潭輝○

　　　　　　　　。愈媛課

遡ゆ袖誕U｝b掌湾腿や5劉○

　。四顯麺昼姻ゆ極夜］侭ト

ハ［餌距戴e腿頻糾網O望○

翠彊

　　（帥凪帥蹴揮b

翼魑舳瀦螢盤K解e

肺ハハ、ZIロト嘔ハ

［、⊥K⊃黙ハ皆診「）

冥緩e鞭辮撃樋臨橡9凶憲酬榔ゆむ紹9↓型eも市八ロ引腱塾圃　【稟賦】
ト
ラ
ッ
ク
事
業
者
等
の

取
内

容
を

参
考

に
し

た
発

荷
主

、

組
み
が
望
ま
れ
る
。

（
企

画
部

　
山

上
）

運
転

者
が

運
行

す
る
際

に
注

意
す

べ
き

事
項

は
、

輸
出

コ

ン
テ

ナ
も

輸
入

コ
ン
テ

ナ
と

同
様

で
あ

る
た

め
、

今
後
は
、

輸
出

コ
ン

テ
ナ

の
輸
送

に
際

し
て

も
本

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の

1
6麟

せ
ん
き
ょ
う
Fθ

∂
200

6



」
隷
曽
鴨
q
O
③
齢
W
一
刈

【資料1】外国の実態調査の状況について（下線については過去の調査結果によるものであり、最新状況等を確認中） 資料提供　国±交通省

質　問　事　項　　　　　　　　　　フ　ラ　ン　ス ノルウェー 英　　　　　国 ド　　イ　　ツ

あり。 原則なし。

ｦ2．のように過去の調査内容に相違があ

原則なし。

ｽだし、「戦略上重要な」タンカー等の船長

ﾍ、英国、英連邦、EEA又はNATO諸国籍
ﾉ制限あり。

あり。

D長はドイツ人でドイツ免状を保有してい

ﾈければならない。（2006年からはEU国籍

yびEUの免状でもよいこととなる予定）

i．貴国においては、貴国籍船への船員の

z乗について船員の国籍上の制約がある．

舶ｪがあるか（制約とは、例えば船長職

ﾍ貴国籍に限る、または丁田の海技免状

��Lする者に限るなどを指し、また、

@法令に基づかない事実上の制約も含む。〉。

るが、一定要件の活用により事実上配乗

制約はないと考えられる。

．一一一 一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　匿冒
iNIS船：ノルウェー国際船舶）

z乗に関し以下の2つの調査結果があり、

．．

いずれが正確か確認甲。

（ケルゲレン籍船：フランス国際船舶）

@船員の3596はフランス人でなくてはなら

ﾈい（そのうち船長を含む4人はフランス

l日フィサーでなければならない。）。配乗

ﾍ政府の規制ではなく．当該船社と通商組

№?驍｢は船員の代理人との協定によって

?閧ｷることを検討中〔H15現在）。

①国籍に拘わらず乗り組むことがでぎる。

　1，の配乗の制約の範囲は具体的にど

ﾌようなものか。また、船長など職務別

ﾌ違いがあるのか。（例えば、船長につい

ﾄは貴国籍又は一定の範囲内の国籍でな

ｯればならない、買国の海技免状受有者

ﾅなければならない等）さらに、一定の

v件で例外を認めているならば、その具

ﾌ的要件はどうなっているか。

2船長以外は外国人船員の配乗が可能。（船

長についても、一定の要件を臭備すれば外

国人の配乗可能。）【例外規足の適用により

一定要件を具備すれば船長も含め外国人船

員の活用を認めており、事実上ノルウェー

人船員の配乗義務はないとの記述もある。1

承認制度は検討中。（H］5現在）

一一

　承認制度があり、STCW条約の要件を満

ｽす外国免状の所有者は、その免状の範囲

烽ﾅ職に就くことが可能であるが、．その場

№ﾉは訓練、実務経験の評価が行われる。

�?�哩ﾂする場合、ノルウェーの有資格

（マン島籍船：英国国際船舶）

@国籍に関する規則はなく、船長・機関長

ﾍ英国発行の資格免状、英連邦諸国の資格

ﾆ状、EEA又はNATO諸国の資格免状のい
ｸれかを取得していればよい。

@他の職員に．ついては、STCW条約締約国

ｭ行の資格免状を取得していなければなら

ﾈい。．

@ただし「戦略上重要な」一部のケミカル

^ンカー及びRORO船の船長は英国、英連

M、EU、　NA丁O加盟国籍に限定している。

@承認制度が導入されている。

D長・機関長＝国籍要件はなく、英国、英

^邦、EEA又はNATO諸国の資格免状を取
ｾしでいる者

ｻれ以外＝国籍要件はなく、STCW条約締

�藻ｭ行の資格免状を保有する者

iただし「戦略上重要な」タン力嶋等の船

ｷには国籍要件あり6）

ﾈお、マン島籍船以外の英国籍船の配乗要

（GIS胎：ドイツ国際船舶）

@船長はドイツ国籍及びドイツの海技免状

ﾌ保有（2006年からはEU国籍及びEU国
ﾌ免状でも良いこととなる予定）が必要．

@他の職員については、ドイツの承認証を

謫ｾしていなければならない。

@承認市1渡があり、＄TCW条約に基づぎIMO

ﾌホワイトリストに載る国については受け

?黷驍ｱとができる。ただし、相手国はド

Cツの船舶所有者の要望の上選ばれ、また、

ｻの椙手国はEUにも受け入れられなけれ

ﾎならない。

D長＝ドイツ人でドイツ免状（2006年から

ﾍEU国籍でEU国の海技免状でも良いこ
ﾆとなる予定。）

ｻれ以外＝国籍要件はなく、ドイツの承認

ﾘを保有する者

iGis船以外の船舶の場含＞

fIS船以外であっても配乗要件に相違は無

ｭ、船長にのみ上記の条件がかかる。

証明書を発行する。

　ケルゲレン籍船の場合は、原則として本

lの有する海技資格を認めることとなって

｢る。

D員の35％（船長を含め4人のオフィサー

�ﾜめる）＝フランス人でありフランス免

���Lする者

ｻれ以外＝国籍要件はなく、本人の国の海

Z資格を受有する者

ﾈお．ケルゲレン籍以外の船（フランス本

全船員＝国籍要件はなく、STCW条約締約

曹ﾌ海技免状及びノルウェーの有資格証明

曹�蒲Lする者

ﾈお、．NIS船以外のノルウェー国籍船の配．

国籍船）は、船長及び一等航海士はフラン 乗要件については未回答。 ．件については未回答。

ス人、それ以外はEU．国籍でなければなら

ない。

朱回答 未回答 ．コメントなし3．貴国において、外国籍の船員もしくは

O国の海技免状を受有する船員を貴国籍

Dへ乗船させることを認めている（ある

｢は認めていない）理由．・背景としては、

@どのようなものがあるか。．また吋．今の制

xを改めることは考えているか。または、

ｻのような議論がなされているか。

海事産業及び労働市場は国際的になってい

驍ｱとから、ドイツ商船についてもその国

ﾛ的な労働市場を利用する必要がある。
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資料提供　国土交通開

墾　問　事　項 デ．ン．マーク オ　ラ．ン　ダ 米　　　　国 日・　　　．．本．．

1．貴国においては、貴国籍船への船員の あり。 ．あ．り。． あり。 ．あり。

配乗について船員の国籍上の制約がある

部分があるか（制約とは、例えば船長職 ．船長はデンマーク人でなければならない（た 船長はオランダ国籍、EU各国又は二国間協 船長を含め船員の75％は米国人でな1ナれば 国籍要件は無いが、船長及び機関長は日本

は貴国籍に限る、または貴国の海技免状 だし、非常に特殊で稀なケースとして、外 定のある国の国籍に限られる』またオラン ならない。．． の海技免状を保有していなければな． 轤ﾈい．

を受有する者に限るなどを指し、．また～ 国人がデンマークに永住し、かつSTCW． ダ国籍以外の者が船機長一等航海士、一． ことから、事実上日本人に限られる。

法令に基づかない事実上の制約も含む。）。 条約の要件を満たすケースがある。）。 ．等機関土で乗り組む場合は試験が必要。

2，11の配乗の制約の範囲は具体的にど （DIS船：デンマーク国際船舶）． 個際船舶制度はない）．

匿匿一一－

ﾂ際船舶制度はない）．

一一一一

のようなものか。また、船長など職務別 DIS船の船長はデンマーク人でなければ D長はオランダ国籍、EU各国又は二国間 正員の75％は米国人でなくて1まならない。 日本籍船の配乗に際し、また、海技免状．

の違いがあるのか。（例えば、船長につい ならない。その他の船員については国籍に 協定のある国の国籍（EEA諸国以外とも協 また残りの25％はグリーンカード（労働許 の取得に際し国籍要件はない。ただし、日．．

ては貴国籍叉は一定の範囲内の国籍でな 関する条件はない。（非常に特殊で稀なケー 定有り）に限られる。さらにオランダ国籍 可証）を保持していれば外国人でもよい。 ．本の海技試験は日本語で行われるため、．融

ければならない、貴国の海技免状受有者 スとして、上記がある。） 以外の者が船長、機関長、一等航海士、一 また、船長は米国人でなければならないが、 実上日本の海技免状を外国入が受有するこ

でなければならない等）さらに、一定の デンマーク籍船に乗り組むためには、．デ 等機関士で乗り組む場合はオランダ政府発 それ以外の職種に国籍の指定はない。 と1ま困難。

要件で例外を認めているならば、その具 ンマークの海技資格の所有者であることが 行の資格証明が必要で、国内法令試験（船 【なお、外国人船員も米国人と同額の賃金．

体的要件はどうなっているか。 必要。． 舶法）に合格することが必要（試験はオラ ．が支払われるため、コスト削減には繋がら

DIS船の場合は、デンマークの海技免状 ンダ語又は英語）。．【なお、．上記規制は厳し ない。】．

以外でも、EU域内在住者はその国の海技免 ．いと考えられ、船長国籍をSTOW加盟21国

状（EU以外であってもデンマークが承認し に拡げる法案が近年提出されたが、労働組

た国の海技免状）、またはS丁CW条約を満 合の反対で否決」

たす海技免状であればよい。

承認制度は、Dβ．船に乗船する場合のみ ．承認制度があり、EU～EEA諸国の資格認 承認制度はない。 船舶職員のうち船長・機関長を除いては．

認められる。巳TGW条約に従った海技免状 定証は承認され、それ以外の国であれば調 （米国の場合、外国の海技免状であっても、 外国の海技免状の承認制度を取D入れてお

であること．、またはEU．加盟国等デンマー 査を経て承認される。 米国内で有効な免状として認められる。）． り、日本政府に承認されれば、． O国の海技
クが承認した国の海技免状であることが条 承認済み技能認定書を所持する外国人船 免状を受有する者も日本籍船の船舶職員と．．

件。 舶職員について、当該職員の質がSTGW なることができる。

条約の要件を満たしている場合に限り船主

は雇用できる。

船長＝デンマーク人でデンマーク海技免状 船長＝オランダ人でオランダ免状または国 船員の乃％（船長を含める）〒米国人であ 船長、機関長＝国籍要件はなく、日本海技

（上記のように非常に特殊で稀なケースも 内法令試験に合格したEU、　EEA国籍の者 D米国の免状を受有する者 免状受有者であることが必要（ただし、．．事

ある。） で（承認済み技能認定書を受有する者） 実上日本海技免状受有者は日本人に限られ

それ以外＝国籍要件はなく、デンマーク、 それ以外＝承認制度により承認された国の ．それ以外＝米国人かグリーンカード．．（労働

る。）．それ以外＝国籍要件はなく、．日本政府に承．

EU（あるいはデンマークが承認した国）又は 人で承認済み技能認定書を当面する者 許可証）を保持する者であり、米国の免状 認された外国海技免状を受有するもの

STCW条約締約国の海技免状を受有する者 または外国の海技免状を受有する者。

（DIS船以外の船舶の場合）

デンマークの海技免状保有者のみ乗船で ※なお、内航船の場合は全てアメリカ人船

きる。 員でなければならない（ジョーンズ法）。

一一一．

R．貴国において、外国籍の船員もしくは デンマーク商船隊の国際競争力の発展のた OECD国内で海技者になろうとする若者が 国防の観点から米国入船員の雇用を奨励。

外国の海技免状を受有する船員を貴国籍 め。 非常に少ないことから、．国際的な船舶を維

船へ乗船させることを認めている．（ある 持するために外国籍の者に開放している。．．

いは認めていない）理由・背景としては、 また、承認を行うための背景としては、国

どのようなものがあるか。また、今の制 際的な船舶の所有者からの要望、その国の

度を改めることは考えているか。または、 教育訓練の質などである。

そのような議論がなされているか。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おおいでかずはる
　　　　　　　■日通総合研究所経営コンサルティング部シニアコンサルタント大出一晴氏■

i講師；大出一晴氏　　　　　　　　　　　　　i

i　1959年生まれ。81年慶懸義塾大学商学部卒業、i

l同年日本通運㈱入社。92年より日通総合研究所i

iに勤務し、現在、日通総合研究所経営コンサル　i

iティング部シニアコンサルタント。調査・論文i

l・著書多数。　　　　　　　　　　　　　　i

　ただいまご紹介にあずかりました日通総研の大

出と申します。本日いただきましたテーマは、「最

近の中国の物流事情」ということで、今回のお集

まりが船主協会の会員さんで海運会社ということ

でございますので、私のほうからは海運に付随し

て、中国の国内物流がいまどのように変わり、ど

ういう状況であろうかというお話をさせていただ

ければと思っております。

はじめに一中国ビジネスの現状

　過去ユ0年～15年で中国のブームが非常に強く、

またWTOの加盟といったものが大きな契機となり、

中国が名実ともに国際社会の一員になった。それ

も追い風になって、日本企業がだんだん外に出て

行くという中で、中国が進出先の大きなターゲッ

トになったということは、皆様のビジネスでも実

感なされていることかと思います。

　ただ、ここ1～2年、中国リスクというのでし

ょうか、中国に対して若干アゲインストの風もあ

ろうかと感じます。我々の業界から見ても、やは

りこの数年、中国のビジネスを確かに進展させて

いくという動きはまず間違いない。しかし、反対

△日通総合研究所　大出一晴氏

の動きがここ2～3年出てきているのも事実だと

思います。

　1つは、中国一辺倒でいいのかという問題で、

やはりプラスワン、それはどこになるかというの

は、ASEANの中でベトナムか、インドネシアかと

いう議論はいろいろあるにしろ、中国プラスワン

という形で、中国に対する熱も少し冷めたところ

があろうかと思います。

　もう1つ、我々のご相談に出てくるのは、進出

して行くというよりも、逆に撤退したいというご

要望、相談が非常に増えているのも事実です。我

々の同業である銀行系の物流業者さんも、「進出す

るというより、いまどうやって撤退するかという

ご相談を受けますよ」というのがこの2、3年増

えているように思います。特に繊維関係ですが、

人件費が上がってきて、いまは入件費が中国は安

いからという理由にはならないということです。
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撤退をして、日本または先ほどの中国プラスワン

ではありませんが、どこか違うところに行きたい。

違うところでないと仕事ができないというのも出

てきております。

　ただ、先ほど申し上げたように、「中国プラスワ

ン」ですから、中国に対する熱というのは非常に

強いものがありますし、ではそれがどういう産業

かとなると、繊維は逃げる可能性があるにしろ、

中国を市場、マーケットとして見る企業は当然の

ことながら中国で生産したい。ですから、アゲイ

ンストの風はあるにしろ、中国市場の魅力、ポテ

ンシャルを見ている方たちにとっては中国は非常

に魅力的である。では中国で何が問題かとなると

金融等々いろいろあると思いますが、私はどうし

ても物流に目がいきます。そうすると、当然のこ

とながら中国を我々物流業者の目から見ると「ど

うなんだろう」という話になってくるところが、

非常に大きな課題になっているのかなと思います。

　これがイントロですが、西部大開発等で中国政

府が国として内陸の経済格差を縮めていこうとい

うところでいろいろな方策をとっておりますが、

物を売るという観点から中国マーケットの内陸の

展開にどのように対応していこうかというところ

を我々も考えておりますので、物流についてそう

いう話をさせていただこうと思っております。と

はいっても、中国の内陸マーケットの範囲はどこ

20醗せんきょう飽δ2006

までかということになると、売れるという話でい

くと長江沿いでは重慶ぐらいまでかなと思います。

ゲートウェイから内陸に入るという視点でお話を
　　　　’
させていただきたいと思います。

国内物流の問題点とトレンド

　1つ大前提のところで、中国の物流が悪いと巷

間言われている1つの大きな要因、何で物流業者、

そういうサービス業者がいないのかというベース

のところを私なりに考えたのがこの表です。共産

主義物流と資本主義物流の違いという形で丁丁を

させていただいていますが、やはりベースになる

感覚が違います。我々は資本主義の感覚ですが、

中国は当然共産主義の国ですから、物流に対する

考え方が違うというのが当然出てきております。

　我々は資本主義ですから、価格・生産というの

はマーケットが決めます。要するに、売れない限

りは結局、何の役にも立たない。近年のサプライ

チェーン・マネジメントの要請が強まって、ます

ますこういうことになったと思いますが、マーケ

ットで決まる。では、マーケットで売るためにと

いうことだと、我々物流としては納期・定時性の

問題、プラス、これは非常に悩ましいところです

が、かつ、安くしてくださいという、非常に相反

する厳しい要求に応えろということになるわけで

す。そうすると、輸送としては自営という話もあ

りますが、当然プロがいるでしょう。プロに任せ

ることによって、お金を払うけれど、自分たちの

経営資源というのは売れるものをつくるほうで勝

負しましょうという形で、コアに経営資源を集中

する。ですから、自分たちがコアだと思っている

共産主義物流と資本主義物流

価格・生
Yの決定

継の目的 輸送主体 物流レベル

共産主義
i中国）

生産側 ・計画に従
､移動・コスト

自家輸送主ﾌ 移動に過ぎ

ﾈい（コス
g）

資本主義
i日本）

マーケット
・納期・定時性・コスト

サービス事

ﾆ者
付加価値＋

Rストの追



方へ、例えば日本の卸売りさんは、物を小売さん

に定時性コストで配送していくというのは自分た

ちのコアだからということで、物流を離さない。

けれども、そうでない製造業者さんはどんどん離

していくという傾向があります。プラス、「付加価

値」と「高コスト」が物流レベルとしては追求さ

れるというところが当然の近年の動きだと思いま

すが、共産主義ということになるとこの辺が大き

く違ってきます。

　1つ、生産価格の決定というのは生産側にある。

逆に言えば、計画経済ということは、売れた量よ

りも計画どおりにつくったという．のが評価の大き

なポイントです。ですから、計画は予め1年前に

決まって、それに従って経営資源は配分されると

いうことになります。それによって、マーケット

ではなくて生産側の計画で決まる。そして、輸送

はその計画に従っていけばいいということになり

ます。プラス、コスト。コストも当然のことです

が、計画に従って移動するということになります。

そうすると、サービス輸送事業者によるのではな

くて自家輸送ということに大きな意味があるわけ

です。ですから、企業や何々集団とか、川上から

川下までみんな経営ソースを持っている。そうい

うところが非常に多い、ということは運輸部隊を

持っていて、自家物流でやるというのが主体とい

うことになります。そうすると、物流レベルは自

分でやって、自分のものをそのまま計画に従うた

めにやるので、我々から見るとコスト以外のもの

はあまり重視していないではないか、ということ

になるわけです。ですから、この自家輸送が非常

に多くて、サービス事業者に金を払って、何で外

部に金を払って物流をやらなければいけないのか

という感覚が共産主義には非常にある。ですから、

運輸企業や輸送隊というものはありますが、第一

義的には大きな企業グループ、生産物をつくる企

業の中の運輸隊ということが非常に多かったとい

うことです。これが、従前だと、何で物流がよく

ないのか、物流企業がないのかという疑問の回答「

△続々と会場へ集まる参加者

になると思います。

　こういうところをまずベースとして押さえてい

ただいて、現在、物流がどう変わってきているの

か。資本主義的なやり方がどんどん入ってきて、

我々の馴染みのやり方にいまなってきているとこ

ろです。

　もう1つ、「急変するニーズ」。まず、国内物流

販売の自由化ということです。WTO加盟を機会に

して、中国が自分たちのマーケットを基本的に開放

していくということを明確にしました。WTO加盟

以前はもめましたが、国内販売、チェーンストア

というものも基本的に2000年に自由化されてきた

わけです。

　もう1つは貿易権、これは今年撤廃されますが、

国際物流のほうから見ると、いままで中国に輸出

入する貨物というのは予め輸出入者の方がクォー

ター、枠のような形で持った。基本的には製造業

者さんなら、自分たちの製造に関する部材なり、

原材料しか入れられず、自分たちの製品しか出せ

なかった。ですから、日本の商社的な何でも扱え

るということはできなかった。これが2005年に撤

廃され、基本的には日本と同様に何でも好きなも

のが入れられて、出せるようになることが期待さ

れています。ですから、今年になって日系の中で

も隔日さん、伊藤忠さんを初めとして総合商社が

できますということが新聞記事に出ていました。

こういう形で貿易権の撤廃が実現するなら、我々
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▲いよいよ開始です

物流からすると、当然のことながら輸出入、貨物

が増えるというプラスの方向に期待が大きいこと

になります。

　もう1つは、我々業者としての参入も容易化さ

れる。2002年12月にWTOに加入したときに、自動

車輸送なら3年でマジョリティ50％以上の外資系

企業がOKになる。2006年目は、我々はフォワーダ

ーはユ00％外資が可能になるということで、物流業

参入の容易化が図られるというプラスの要因で、

中国は物流量の増加が当然出るだろうという期待

があります。

　近年、若干、特に輸出産業についてはいままで

よりペースは落ちるかもしれませんが、国内をタ

ーゲットにしている我々のお客さん、荷主さん、

業者さんの動きは衰えることはないだろう。そう

すると、特に国内販売のようなところで物流をど

うしていこうかというのが課題になっております。

　翻って、中国の方たちはどう見ているかという

と、マクロのほうからいくと、日本の企業の場合、

例えば、ロジスティックシステム協会さん等々の

調査だと、販売価格における物流コストは全産業

平均大体5％ぐらいというデータを出しています。

また、もっとマクロのベースで見ても、GNPに対し

て日本の物流費というのはどれくらいかというと、

これも10％ぐらい、8～9％段階で止まっている。

同じように、実態とどうかという話がありますが、

アメリカなんかも9％だという言い方をします。

2？・簸廿A、宍よ5夙ρゐ2ρo召

こういうところがら、発展途上国の出たちが物流

費用を見たとき、販売価格の1割以下にするとい

うのが1つの大きなベンチマークになりやすいで

す。そういう目で見たときに、中国の方たち、例

えば交通部は、マクロで見たときに自分たちのGNP

の20％が物流費用ではないかという見方をしてお

ります。これが地方になると、3割になるという

形で見ています。ということは、物流費用は、彼

らから見ると非常に高いという認識があります。

これはミクロ、要するに企業で見たときも同様で、

昨年JIFEA（日本フレイトフォワーダーズ協会〉で

中国とのセミナーをやりましたが、そのときにご

同業のCOSCOさんも大体物流コストというのは製

造価格の数割を占めるのではないか、という指摘

がございました。物流費用は非常に高いという見

方の大きな要因としては、自分たちでやっている

から。だからそれを物流業者がやりますよという

のが1つの大きな動きになっております。

　こういうトレンドがユつ出ているので、いまま

で自分たちで抱えていた物流がだんだん外に出る

形が出ている。そうすると、安くなるという形で

物流のパイ自体は非常に大きくなっています。こ

れは物流全体の量が多くなっていることもあるの

でしょうが、要するに隠れていたものが外に出た

ことで拡大をしているわけです。そういう意味で、

物流企業が、金融、不動産、住宅等の5大成長産

業の1つに数えられるというのが近年の傾向です。

各輸送モードー自動車・鉄道・水運

自動車輸送

　そういう前提の中で、各輸送モードについて触

れさせていただきたいと思います。1つは自動車

輸送ですが、自動車輸送は当然のことながらベー

スとしては道路インフラの問題があります。これ

は右肩上がりで延びています。2002年では世界3

番目の道路総延長だったのが、いまは世界で2番

目の道路総延長ということになっております。

　そして高速道路網の整備で、中国は2010年にか



けて基本的な道路、5本の縦の道路と横の7本の

道路という大基幹道路を造り、これで一応全国が

ネットされる。これによって一応500キロ圏内なら

半日中で、2，000キロだったら1日で行って1日で

帰って来られるというところまでを目標として、

いま道路交通網の整備がされているわけです。

　こんなに造って大丈夫なのかという意見もたく

さんあると思いますが、ここ10年、15年を見ると、

こんな調子で実際に造れていることは確かです。，

インフラという意味で道路総延長は非常に延びて

います。

　それに対して事業者ですが、これが非常に進ん

でいるのも事実です。1つは、法整備がしっかり

できてきたことです。従来、中国というのは人脈

社会だからという言い方もありました。法律どお

りにいかなくても、例えばいいコネクションがあ

ればできるという感じで案外回っていた時代もあ

りましたが、WTOの加盟で彼らもたくさん法律を

つくって、透明性を高めてきたことで法的な整備

は非常にされてきました。80年代は免許の範囲が

曖昧で、自動車輸送免許をとると全国配送ができ

る。全国配送免許があるという風説も強く流れま

した。実際は、車両は全国を走れるが、事業者の

全国免許はなかったのです。2003～2004年中かけて

上海、北京といったところはローカルの参入規制

がきちんとできていきました。我々としてはその

両足主義、発着それぞれで集荷と配送の許可を取

らなければいけないということが明確になってき

ました。全国免許の幻想は、これは一応クリアさ

れたということになります。各地方で事業免許を

取らなければいけないということになりました。

　もう1つは、経営資質管理便法です。法律をつ

くって、このクラス1番になるのだったらこうい

う条件がありますよ、ということがきちんと出て

きたことです。私は日通の子会社におりますから

全国配送にこだわりますが、全国配送ができる、

州を越えた事業ができるということだとクラス2。

5つのクラスがありますが、クラス2以上、クラ

ス1か2から取らなければいけないということに

なります。そして、3、4、5となります。ただ

アメリカ的とは違いますが、要するに、要件を満

たせば必ず免許が下りるとは書いてありません。

これを取るには、当然その免許要件はクリアしな

ければいけませんが、ライセンスを出すほうは需

給状況等々、「そのマーケット状況を鑑みる」とい

う条項が一応入っております。ということは、い

まの日本のように形式要件をクリアすればOKにな

るとは、法律上はなっておりません。そういう問

題はありますが、一応クラス別免許というものが

出て、それに従って事業を行なう』内容と、それを

行なう人たちの経営資源が明確に決められて、多

分このクラスユ、クラス2を取っているところだ

ったら間違いないだろうという、利用者としては

目安ができてきつつあります。

　このようなやり方が中国の方は好きなのか、こ

ういう時期なのかわかりませんが、例えば、フォ

ワーダーの企業だと、中国のフォワーダー協会が

コンテスト的なものをやって、そのフォワーダー

企業としてのベストを出して、それを公表してい

く。それに向かって追いつきましょうよ、という

形で事業をクラス分けして、初めはある程度差別

化する。日本の我々の感覚とは違いますが、そこ

でいいものを出して、それに合わせよう、という

形が非常に出てきております。

　そういう意味で、自動車輸送は法的にしっかり

したものができつつあります。ただ、我々のお客

さんからしてみると、海上コンテナを運ぶときに

ちやんとサスペンションがついたものが欲しい等

々、振動へのリクエストは強いものがありますが、

昔の車両に比べると大きな違いが出てきておりま

す。インフラ、事業者、車という基本的な3点は

非常に進展を見せております。これはユつの例で

すが、中国の昔の代表的な5トン車両。いま箱型

のバンタイプを見るのは地方においても珍しいこ

とではなくなっております。これは、私どもの感

覚でいくと10トン車レベルです。それで、これだ
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▲会場の様子

けしか運べなかったし、逆にこれだと道路で車が

壊れたとしてもドライバーや修理で何とか対応で

きるということでこのような無蓋車が多かったわ

けですが、いまの時代はバンタイプで少量のもの

でも運べる。また温度帯は、大都市を中心に出て

きております。

鉄道輸送

　もう1つは鉄道です。鉄道は日本で言う国鉄で

すから生活輸送品を運ぶという大命題があります。

逆に言うと、この残ったスペースが我々のほうに

回ってくることになります。ですから、中国の鉄

道キャパシティは大きいわけですが、石炭・石油

という大きな物量があると同時に、我々に見えな

い範囲で軍隊というものがあるので、どれだけス

ペースが余るか予想がつきません。そういう意味

で、商業貨物の順位というか、プライオリティは

非常に低いものになりますから、スペースがでた

時しか運べないので定時性がない。要するに、ダ

イヤがないということです。これが我々からする

と非常に大きな問題です。

　もう1つは、我々だと通運という業界がありま

して、鉄道輸送とそこから先の自動車輸送をリン

クする事業者がいるわけです。これが、鉄道業者

がトラック輸送を提供してくれないので両端輸送

を含めた輸送ができないというのが一般的な評価

と言っていいかと思います。それが90年たって変

　　わりつつありまして、貨物の専用列車を通そ

　　うという構想が出ています。「五時」と言って、

　　5つの要素を決めようということです。1つ

　　は発着駅、そしてルート、どういう経路を通

　　って行くのかというルートです。もう1つは

　　車両ナンバー、予めその車両が行くよ。あと、

　　発時間と運賃。これは、我々で言うダイヤに

　　従った貨物定期輸送便です。これが各ルート

　　で出てきています。多くは、上海等からの荷

　　物があるということで港から内陸に入るのが

　　非常に出ております。

　ただ、これも悩ましいところですが、こういう

サービスがあるのだから、あまり貨物がなくても

当然、満車になっていなくても運行されているだ

ろうというのが我々の感覚です。ところが、彼ら

は彼らなりの最低発着数量というものを持ってい

て、これに満たないと出ないという、我々の感覚

と非常に違うところが出ています。ただ、そうは．

言いつつ、算定列車のサービスの本数、便数が増

えているのは事実で、スキップする、出なかった

というケースがあるにしろ、出たときに関しては

概ね時間どおりに到着するという評価が高いもの

になっております。中国は鉄道大国で、ハブ・ア

ンド・スポークの形が基本的な中国の鉄道運行と

いうことになりますので、ハブで集まらない限り

はなかなか出ないというのが実態です。それを打

破したのが先ほどの五定列車ということになりま

す。

　我々は物流業者ですから、「小荷物は？」という

話になります。一応現在の状況は、我々から見る

としっかりしていないかなというところです。実

を言うと、中国では昔1トンコンテナ、3トンコ

ンテナ、日本は5トンコンテナですが、そういう

ものがあって、これは一応なくなったという話に

はなっていますが、使われているところはまだ使

われている。鉄道輸送は、こういう形で小荷物は

受けていただいて鉄道会社がこういうふうなコン

テナに混載して着地に行くというサービスはとり
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あえず存在しておりますが、先ほど言ったような

実態（ダイヤがない、スペースがないと発車しな

い）ですから、我々が宅急便なり宅配便を使うよ

うに1回送ればフォローなくちゃんと着くという

レベルにはなっていないところです。

水　運

　水運については少し割愛をさせていただこうと

思いますが、1つは三峡ダムによる改善で、定時

性や迅速性というものは大分よくなってきたとい

うことで、先ほどの鉄道と激烈な競争をしており

ます。中国内部の成都のほうに長虹というテレビ

の会社があって、この対米輸出について、水運に

取られた、取ったというのが今出てきています。

　河川でいくと干満の差が非常に激しいので、こ

れは重慶ですが、逆上がり形式で貨物を揚げざる

を得ない。内陸の開発が進むにつれ、今迄隠れて

いた貨物が出てきたという、ローカルな物流産業

にとって非常にフォローの風が吹いてビジネスチ

ャンスになっており、質についても先ほどの自動

車サービスの例のように上がっています。そうい

う意味で、サービスの向上が非常に出ています。

　先ほどの3つのモード間の競合で、特に内陸で

は鉄道、水運の競合、そしてインフラが上がって

きたことによる、ドア・トゥ・ドアの長距離自動

車輸送と、メニューが揃いつつあると思います。

価格として圧倒的にまだトラックが高いですが、

それに乗らない貨物だったら「鉄道はどうですか、

水運もありますよ」というメニューが一応提示で

き、選択肢が出つつある。長距離輸送、特に長江

をターゲットにした場合はこういう形が出てまい

ります。

総合物流への課題

　次なる課題としては総合物流になります。各輸

送モードはよくなっております。物を運ぶのは我

々の基本ですが、物を運ぶというレベルにおいて

非常によくなったのは事実です。では、その先は

▲聴き入る参加者

というと、それを連結させたニーズがだんだん高

まってきていることになろうかと思います。その

中の1つが、物流センターのニーズです。例えば、

保管してそこからデリバリー、通過するといった

コンセプトが非常にいま出ています。プラス、そ

れを組み合わせた一貫輸送の構築が非常に大きな

ニーズになります。逆に言うと、我々外資はここ

ら辺が強みだろうと思います。ここを生かすため

に各輸送モードはローカルな方たちと協調しまし

ょうという戦略転換が起こっていると思います。

　卑近な例で、私の親会社・日本通運は超自前主

義なところです。いま我々は国内では郵政と組む

というニュースが出ていますが、それより先に、

我々は心馳の三菱商事さんの物流と組んだという

のが、逆に言うと大きなニュースになりました。

こういう形で、我々総合物流は各輸送モードにつ

いて中国のローカルな形と競合するのは難しいと

ころで、こういう戦略を取る．ところは非常に増え

ております。

　例え話ですが、中国の物流の1つの例、実を言

うと、これは中小ではなくて北京のイトーヨーカ

ドーさんなんですが、月間何万人のお客さんが来

るようなところでも、物流センター機能はないわ

けです。日系の小売さんでも、イトーヨーカドー

さんなども店舗が北京で多くないせいもあります

が、小売さんに対しては、各ベンダーさんから直

送方式というのがまだ多いのです。ですから、非
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常に錯綜する。多分、自前で物流センターを持つ

というのは、いまカルフールさん、ウォルマート

さんが深馴で取り組み始めたところだと思います。

物流センターでまとめて配送していくやり方が非

常に少ないのが中国の現状です。そういう意味で、

物流センター構想というのは非常に大きな目玉に

なろうかと思います

　あとユつ、中国はちょっと日本と事情が違うの

かもしれませんが、各都市、上海も北京もそうで

すが、市内の交通道路インフラが経済成長のスピ

ードに追いついていない。我々から見ると非常に

困りますが、貨物自動車を時間的に入れないとい．

う規制を持っています。大型車両を特に入れない。

これは、環境面でそうなっているところが多いわ

けです。そうすると、どうしても中国の物流セン

ターのニーズが非常に高くなります。これは逆に、

政府セクターでもいま道路インフラに力を入れて

いますが、次に物流センター・物流団地なりの構

想に多く投資しているのが現状です。

　先ほど言いました総合物流企業ということです

が、例えば、長江から、水運会社さんが自動車輸

送をコンバインする。そして、24時間配送、48時

間以内の配送という自分たちの水運と自動車を組

み合わせたサービスを行なう企業が非常に増えて

きております。こちらも自動車と通関等と国際輸

送をコンバインさせた水運ですが、そういう企業

がかなり出てきています。その中で、さらなるサ

ービスの追求へということがいま始まっていると

ころです。

おわりに一

日本・中国双方から見た物流評価

　ここからまとめに入りますが、日系の物流企業

が公約数的に評価している中国の物流ですが、イ

ンフラ整備は非常に旺盛であった。それに従って

運ぶことに関してはほとんどクリアされたという

のが認識として最大公約数的なところかなと思っ

ています。ところが、インフラと経済成長の伸び

9農轟十十ム、壽トニ～　17n筑　onnだ

というものを考えると渋滞、交通規制。高速道路

は充実して来ましたが一般道路ではまだ問題があ

ると思います。

　もう1つは倉庫、ターミナルの問題があります。

我々はこれから中に入っていこうと思うと、どこ

かで拠点は持たなければいけない。中国の倉庫と

いうと自前だったり、あとは本当に物を置くスト

ック型の倉庫である。そこから通過型の積み替え

の倉庫機能への転換が、今後の倉庫物流のベース

になるところかと思います。

　そういう意味で、インフラ面・ハード面では非

常によくなっているところはありますが、それに

従って今度はソフト面への移行が問題だと思いま

す。1つは意識の問題、これは先ほどの物流のア

ウトソースというのは日本でもなかなか出ません

が、物流は自前でやるのだという意識が非常に強

いところがあります。あとは付加価値サービスが

まだそれを連結する、コンバインするところは弱

い。あと、日本人から中国人を見ると人脈社会で、

ビジネスでは難しいところがあろうかと思います。

　特に付け加えるなら、先ほど「会社をつくるの

は簡単になるでしょう」という言い方をしました。

これから外資100％がOKになるわけですが、いま

まであった既存の合弁会社を潰せるということに

はならない。悪い見方をすると、片方で結婚して

がんじ絡めにされていて、片方で彼らは違う手で

国内マーケットにそのノウハウを生かして自分た

ちのところにローカルのお客さんを取っている。

それが2006年までの100％の時間差で何とか追いつ

いて、自分たちの競争力を高めようという、こう

いう穿った見方もできるところがあります。

　特にソフト面への移行ということでもう1つ言

わせていただければ、我々はソフト産業ですから、

確かにハードが必要ですが、いかにうまく限られ

た狭いハードで回そうかというのが1つの「腕」

になります。ところが、先ほど「クラス分けの免

許がありますよ」と言いましたが、いい免許を取

るには多くのハードがなければいけないというジ



レンマがあります。我々は、できれば少ないもの

でたくさん回したい。ところが、彼らの免許は、

言う人によっては、「我々が必要とする10倍ぐらい

のハードを持て」という持って行き方。やはり数

が多いとか、ハード信仰が非常にあるという、そ

こがまた悩ましいところです

　先ほど倉庫というところも申し上げましたが、

中国のこのごろの倉庫を見ると非常に多層階のも

のが多くなっています。特に港湾では土地が高く

てしょうがなくやっているわけです。本当は使い

やすいのは2階、3階までだと思いますが、彼ら

は非常に高いのを建てる。そこに付随する車両置

き場、出口は非常に狭いものになる。これは逆に

言うと、ハード重視の所管官庁とぶつかりまして、

我々は認可を受けるのに非常に苦労しているとこ

ろもあります。

　中国の方から見ると、JIFFAの昨年の日中でのサ

プライチェーン・マネジメントの共同シンポジウ

ムで、自分たちの物流評価を紹介します。

　1つは、物流アウトソーシングが未徹底である

ということ。そして、まだサービスレベルとして

は低い。特に付加価値の高い総合物流的なものは

まだです、という言い方をしています。ただ、プ

ラス面として急激にインフラはよくなっている。

あと、やはり縦割り行政。産業ごとに自分たちで

物流を全部抱えオープンになっていないので、標

準化の取り組みが、今後のことを考えると不安と

いう感じです。あとは国有企業がまだまだ強くて

物流部門を内部で持っているので、これがなかな

かオープンにならないことです。

　次が法制度の未整備で、自動車の輸送について

の法律が出来たことによってようやく法的な安心

感が出てきています。やはりWTOを機にして法制

度が、現在でもどんどん新しいものがっくられて

いるという段階です。逆に言うと実態のほうが先

にいっているので、彼ら中国側としても法制度が

未整備で、新しいビジネスをするときは困ってい

るという段階です。

　最後は総合的物流サービス、周辺業務で、今後

ここで勝負をしていこうというところです。そう

いう中で幾つか課題として出ている1つは、やは

り教育、人の問題です。ロジスティックという考

えが導入されたばかりでOJTをする機会もないと

ころで、どこで教育をすればいいのかということ

です。大学では物流学科を設ける動きが出ていま

す。ところが、その妻たちがみんな卒業して企業

に入ったとしてもまだまだ足りない。これは日本

もいま、3Pしの事業をしょうといったときに、人

材が足りないというのと共通しているのかもしれ

ませんが、総合的物流というところでは人材の問

題が非常にネックになっております。

　ということで、先ほどの中国の方から見た物流

の評価と、日本の方から見た物流の評価で、問題

点の指摘はほとんど一致しています。日本人から

「中国はまだ人脈社会じゃない」という指摘があ

ったのを除くと、日中の問題は共有化するレベル

にまでなったというところです。中国の中では、

先進的な企業だとハイアールの方たちが自分たち

の子会社であるハイアール物流をつくりました。

彼らはその中で物流拠点として中国の郵政の物流

拠点を利用して全国展開をしていく。電機メーカ

ーの華龍というところなどはCOSCOさんと組んで

自分たちで物流子会社的なものをつくって、そこ

にマネジメントをさせてやっていく。そういう意

味では非常に我々と近いやり方、また、その華龍

さんのところは、日本ではなかなかできていない

ようなところまでちゃんとデータを取って何割物

流費が下がったから、その分の何割いただきます

というところまでなさっているというのも出てき

ているようです。

　いいところは確かにそうでしょうが、控え目に

見ても、運ぶというレベルの物流はかなり脱却し

つつありまして、一段進んだロジスティック・サ

プライチェーン・マネジメントというのが、今迄

中国の方たちは言葉等で上滑りしているところが

ありましたが、共有できるレベルになったかなと
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いうところです。中国の方たちも、昔は日本の企

業の方から「質を上げろ」と言われていたのが、

今度は「安くしろ」と、質の闘題からニーズが変

わってきたということを非常に多くの方から聞く

ようになりました。プラス、中国のローカルの方

たちのビジネスマーケットというのは非常に大き

くなったことで、当然それにつれて良いサービス

が出てきたというのが現在の物流かなと思います。

ただ、さらに進んだ物流を考えるとベーシックな

荷捌きをして在庫管理をして、早くはかせていく

という通過型の物流。ストック型ではなくて、通

過型の物流施設を生かした物流というものは今後

の課題かなと思います。

　雑駁ではございましたが、近年の中国の物流事

情ということでご紹介をさせていただきました。

どうもありがとうございました。

【質問①】1つお伺いしたいのは、共産主義物流

と資本主義物流の比較のところで、輸送主体で、

中国では自家輸送主体とありますが、要するに各

メーカー、特に大手のメーカーさん等はこういう

自動車会社を持っている、あるいは専属の運転手

も抱えているということなんでしょうか。あるい

は、それでも普通で言うサービス事業者を起用す

る場合もある。まあ両方やっているのかもしれま

せんが、パーセンテージあるいは地域による特性

等ありましたら、ご教示いただきたいと思います。

【大出講師】すみません、これは定性的なものと

いうことで、そういう数値データは実を言うと、

取っておりません。まさに自家輸送というのは、

先ほどご理解のとおり、自分たちで輸送手段、人

員をもってやっていくというのが中国のいままで

の一般的な動きだったということでご理解いただ

ければと思います。

【質問②】中国で外資系の企業で活躍していると

り。幽十十ム．キト汽　　【戸【轟　りのn6⊃

　　　　　　塾
▲質疑応答の様子

翻
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ころはどんなところがあるのか。それから将来的

には外資系と中国系でどんな争いになるのかとい

うことをお聞．かせいただければと思います。

【大出講師】外資については、名だたるところは

欧米系にしろ、Fedexさんにしろ、すべて出ていま

す。日本については、日本通運を初めとして、い

ま倉庫業者さん、要するに、日系でよく言われて

いるのはこ三家という言い方で日通・山九・日新

さんが、我々物流フォワーダーのほうでは早くか

ら出ております。

　もう1つのお尋ねですが、競合関係というとこ

ろだと、現在ローカルの企業に対しての日系の価

格競争力というのは強いとは言い難いです。どこ

の日系企業さんでも、例えば、日通だと山九さん

が競争相手ではなくて、日通の場合はローカルの

方たちが競争相手に変わっていると思います。そ

ういう中で、何とか総合物流で、特に海外と中国

との輸送を1つの強みとして残したい。ローカル

については、強いところとなるべく提携でやって

いこうというのが1つ見られるのではないかと思

います。例えば、佐川さんは、上海からの宅配便

的なものをやろうというのを一昨年ぐらいから始

められましたが、ここはまさに陸軍の子会社と組

んだ。やはり、そこが一番広いネットワークがあ

るというので、どうしても国内についてはどこか

と組もうという形が非常に多くなっているのだと

思います。
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名　　称：

所在地（本部）：Bagsvardvql　161，2880　Bagsvard，　Denmark

　　　　　Tel：＋4544－36－6800　Fax：＋4544－36・6868

　　　　　HP：http：／／www．bimco．dk／

会長：ML　Knud　Pontoppidan（Maersk　Line，デンマーク〉

事務局長：Mr．　Carstenや．　Melchiors

加　　盟：！23ヶ国より2，550社超

設立：1905年

ボルテック国際画趣協議会㎝⑩一
●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　■

Baltic　and　International　Maritime　Council（ボルテック国際海運協議会）

㈱　　　｝製貯

　　　　　　　　蠣　　箋

　　　　　　　　　　　§
　　　　　　　　譲　　麟
　　　　　　　毒轟、．需
　　　　　　　鰻　　　湯
　　　　　　　1　冗

▲Pontoppldan氏　　▲Me【chiors氏

　　（BIMCOのHPより：2枚とも）
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　1ツ八篇」により構成さ参ている。主な活動としては傭船契約等書式の標準！ヒか有名てあるが1こli

鍵liの他①チータの収集や調査r②各メンバーからの情報等を含めたメンバーへの最新業界庸翻是鑓

・・ ?Bメノソ～二の立場に立った仲裁・支援④矢口識向上のためめワニクシヨノブの開催⑤1瞭離

　の多くの委鼻会に参加しメンバーの立場からの意見開陳等がある。　．　　　　　　　　　鼠　1

｝また■C白／［＄F．INTE白TANKO，　INTERCARGOらとともにR・undT・bl・脚催し襲業目
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〈議決機関〉

＊General　Mee廿ng：総会。2年毎に開催。会長・理事選出等

＊Board　of　Directors：理事会。年1回開催。　BIMCOの業務を統括。

＊Committee，　Sub－committee等

　・Execudve　Committee：執行委員会。年3回開催、会長および船主メンバーで構成。　BIMCOの事業

　　　　　　　　　　　　を執行する。

．・Documentary　Committee：書式委員会。年2回開催。　BIMCOの中核事業である契約書等の標準書式

　　　　　　　　　　　　　の改善等について検討。理事メンバー、船主メンバーの代表、各クラブメ

　　　　　　　　　　　　　　ンバー代表、国際機関のオブザーバー達から成る。

　・Marine　Committee：海務委員会。様々な田畑で実務経験を持つ技術や運航の専門家によって構成さ

　　　　　　　　　　　れ、技術的側面等から執行委員会をサポート。

〈事務局〉
　事務局長の下、文書および法務部（Documentary　and　Lega1）、海田部（Marine）、安全および国際渉外

部（Secu魚y　and　Internadonal　a丘airs＞、サービス部（Services）、港湾部（World　ports）などがある。

国際海事World～Webから～は海運に関係のある国際的な機関・団体等のHPにアクセスし内容をご紹介していくコーナーです。

コーナー掲載内容以外の情報につきましては各機関にお問合せください。　　　　　　　　　（コーナー担当：総務部・長嶋）
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2012年ロンドン夏季五輪に向け物価は上がる…。
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　この原稿が掲載される頃は、日本は未だトリノ

冬季五輪の話題で盛り上がっている頃かと思いま

す。日本では各メディア揃ってこの冬の祭典を大

きく取り上げているのに対し、英国ではあまり扱

いは大きくありません（通常のサッカーのリーグ

戦の方が扱いが大きい）。　ただ前回のソルトレー

ク五輪は地上波TVでほとんど放映されなかった

そうなので、今回は地上波TVの中継もある程度

あるだけ注目度も少しは上がっているのだと思わ

れます。

　英国にはスコットランドのごく一部を除き、ス

キーができるような高い山がほとんどありません。

そのためか、冬季五輪競技のほとんどが欧州発祥

であり、また今回はイタリアでの開催であるにも

かかわらず、トリノ五輪はあまり人々の話題には

上りません。

　しかしながら、英国代表でもカーリングや女子

ボブスレーではメダル獲得が期待されており、実

際にメダルが獲得されれば、一躍人々の関心も高

くなるものと思われます。

　さて、五輪といえば、英国は昨年7月に1948年

以来64年ぶりとなる2012年夏季五輪の開催地に決

定しましたが、6年後の五輪開催に向け、市民に

とっては気の重くなるような話も出ています。

五輪開催に向けた問題

　これまでロンドンでは2度五輪が開催されてい

ます。1回目は1908年でしたが、これは当時そも

そもの開催予定地だったローマで火山噴火が起こ

ったため、急遽開催地をロンドンに変更して開催

されたという経緯がありました。また、2回目は

前述の通り1948年に行われたわけですが、第二次

世界大戦後の混乱がまだまだ残る中での開催でし

た。

　ロンドンでの過去2回の五輪は上記のような経

緯で、万全の体制による開催とはいかなかっただ

けに、3回目となる2012年大会には並々ならぬ国

・市当局の意欲が伺えます。しかしながら、その

　臨瓢灘1騨猟聯鱗野嘆i

　　　　　　　　奪轟瀬燃鞘鷹購黙騰撫蕩壽鶴瀞α減襯覆
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準備においては既にいくつかの議題が見受けら1！し

ます。

競技場・コストの問題

　まずは競技場建設の問題。2012年まではあと6

年ありますが、それまでに全ての五輪開催設備を

完成させるのは用地等の問題もあり、簡単なもの

ではありません。選手村やメイン会場は“イース

ト・エンド”と呼ばれる東部地域に設置が予定さ

れており、開発が遅れている同地域住民からは五

輪設備建設に伴う発展が期待されていますが、今

後多額の予算を伴う大規模な工事が必要となりま

す。

　次に何といってもコストの問題。五輪開催にお

いては、観光関連収入の他、交通網整備や関連施

設建設に伴う雇用拡大による効果が見込まれてい

ます。

（主な収益の予想：

　①TV放映権等メディア関連一

　　　　　5億6，000万ポンド〈約1，120億円〉

②スポンサー契約関連一

　　　　　　4億5，000万ポンド〈約900億円〉

　③チケット販売関連一

　　　　　　3億6，006万ポンド〈約720億円〉

　④観光収入一200億ポンド　　〈約4兆円〉）

　一方で、施設建設費等に係る事前に必要な費用

は40億ポンド（約8，000億円）と見られており、こ

墜鯉
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▲ロンドン開催決定にブレア首相もにんまり

　（ロンドン五輪公式websiteより）



の費用捻出のため宝くじ（ロッタリー）の収益を

まわす他、必要費用のうち半分の約20億ポンドに

ついてはカウンシルタックスーいわゆる住民税一

の値上げにより賄う計画が既に出されており、こ

れが実施される場合、1世帯あたりの同タックス

は少なくとも年間20ポンド（約4，000円）値上げさ，

れることが確実視されています。

　カゥンシルタックスについては、年間4，000円で

あれば大きな値上げではないように感じられるか

もしれませんが、同タックスは各行政区に値上げ

の裁量が委ねられているため、地域毎に額も値上

げlll畠も異なります。2004年度の例で見ると、前年

比5割増になったところもあるようです。従って

カウンシルタックスは行政区として必要な上昇分

に五輪分が重なるという結果になります。

　コストの問題については、過去の五輪開催都市

でも関連費用に伴う借金返済に苦労している現実

が指摘されています。2004年夏季五輪を開催した

アテネでは、実際にかかった資金は予想額の2倍

にも及び、納税者に未だ負担を強いる結果となっ

ている他、歴代開催地のシドニー、アトランタ、

バルセロナをはじめ、20年以上前の開催地である

モスクワ（1980年開催）、30年前のモントリオール

（1976年開催〉も未だに五輪に伴う負債返済が完

了していないといわれています。

交通網の問題

　五輪に伴う観光客を迎え入れるにあたり、一番

の問題が交通網の整備です。地下鉄・バスはロン

ドン観光客の足として非常に便利な存在ですが、

日頃から地下鉄は信号故障による度重なる遅延、

電気系統の故障で地下鉄の駅が閉鎖、バスは故障

で路上に立ち往生、無理な追い越しで乗用車と接

触と、圧倒的に悪い評判の方が高い状況にありま

す。

　2005年遅も25％値上げされ、既に世界最高水準

にあった地下鉄料金については、2006年1月にも

再び40％上昇、とうとう初乗り運賃（第ユ区聞運

賃）3ポンド（約610円）となりました。また、バ

スについては25％値上げされ、1．5ポンドとなりま

した（ちなみにパリの地下鉄の初乗り運賃は1．4ユ

ーロ（約200円）〉。

　ただ、今回の値上げは現金で切符を購入する場

合に適用されるものの、プリペイド方式のオイス

ターカードを利用する場合は初乗り運賃は1．50ポ

ンドと現行より値下げされ、バスについても現行

1騨撒鍵灘撒聡㎜灘轍薫謙雲叢．

義＿騨＿＿灘，譲

▲招致成功の瞬間、リヴィングストンロンドン布長（右）

　も感激の抱擁。2012年まで続投意欲満々か？（ロンド
　ン五輪公式websiteより）

運賃据え置きとされています。しかしながら、全

ての観光客がオイスターカードを購入するとは考

え難いため、観光客を狙い撃ちにしたもの、とも

言えることから、観光業界からは「2005年7月の

テロ事件以降、観光客の減少が回復基調にあった

ものを阻害する可能性がある」との懸念が上がっ

ています。

　値上げについてリヴィングストンロンドン市長

は初乗り運賃3ポンドというのは世界で最も高い

地下鉄であろうと認める一方で、プリペイドカー

ド導入促進により、切符購入時の混雑を解消する

ため、としています。

　値上げによる増収は約8，000万ポンド（約162億円）

と見られており、2012年夏季五輪も視野に入れ、

老朽化された地下鉄・バス設備の整備・拡充にま

わされるものと見られています。

　五輪に向けた交通網の整備には総費用約70億ポ

ンド（約1兆4，000億円）が必要、との見方もある

ことから、五輪開催まで更なる地下鉄・バス料金

の値上げが行われる可能性は高いと思われます。

　五輪の観光客を受け入れるために、交通料金の

値上げを行うことで、五輪前に観光客に敬遠され

てしまい、観光業に影響を与えるのではないかと

の声が多くあ．りますが、ロンドン市長は「ロンド

ンの魅力」に揺ぎ無い自身を持っているようです。

　さて、上記の通り市民、観光客に対し事前の金

銭的負担を強いることから、今のところ2012年五

輪については、歓迎の声と困惑の声が複雑に錯綜

しています。

　　　（欧州地区事務局　駐在員　中村　憲吾）

※参考資料：Daily　Mai1等英紙五輪関係記事及び地下鉄・

　バス値上げ関連記事
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｝類難当協会は、海運クラブにおいて賀詞交換会を

騰離した。

　　大臣会合」が東京にて開催された。

懸縢碧纏舟濃噺要鴨脚妻

　　大学教授）の第3回会合を開催した。

　　（P．13海運ニュース参照）

；隔離磯馴鵬諜瓢緯
　　盗に関する報告を発表した。それによると、

　　海賊被害件数は計276件（2004年は329件）とな

　　り過去6年間で最少となった。

◎　k．shikano

黛つ鋤廿A．キ♪二～F〃』～》nr｝4



「日本海運の現状（2006年1月）」の発行

　当協会では、各種海運資料を作成しておりますが、今般

「日本海運の現状（2006年1月）」を刊行いたしました。

　「日本海運の現状」は、グラフや資料を用いながら、項目

ごとに簡潔な解説を付し、日本海運の最新の姿を説明した

もので、世界海運とわが国海運の輸送活動、海運経営、外

航船員、内航海運の4つの柱で構成されております。

　ご希望の方は、下記までお問合せ下さい。

、．．・日．本毎運の窺状

　　　　　　　F

〈お問合ぜ先〉

（社）日本船主協会　企画部（担当：利岡）

　　〒102－8603東京都千代田区平河町2－6－4海運ビル

　　　　　　　　TEL：03－3264－7174．FAX：03－3262－4757

　　　　　　　　E－MAIL：pln－div＠lsanet．orjp

　　職　セ
ド　　　　　　い

漏柚鱒

能ら『　　　　　亭、
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「日本海運の現状（2006年1月）」掲載項目

1，世界海運とわが国海運の輸送活動

　1．主要資源の対外依存度

2，わが国貿易に占める海上貿易の割合

3，世界の海上輸送量と船腹量推移

4，わが国商船隊の輸送量推移

5．わが国商船隊の船腹量推移

6．わが国商船隊の構成

7．わが日商船隊の積取比率の推移

8．世界の船齢別船腹量．

9．世界の商船建造量と竣工予定

10．世界の船舶解撤量の推移

n，海運経営

　1，海運市況

　2，わが国商船隊の運賃収入の推移

　3．外航海運企業の損益状況

　4．外航海運企業の財務内容

　5，対米ドルレート為替相場の推移

　6．外航海運と他産業の海外売上比率の比較

7．アジア／北米航路におけるコンテナ輸送の

　　現状

8．一船当たりの年間船員費比較

9．諸外国の海運強化策一覧

10，主要国の海運強化策の概要

11．諸外国のトン数標準税制一覧

12，El本と欧州主要国の船舶償却制度の比較

13．タックスヘイブン対策税制

皿．　タも航舟分員

　1　外航船員数の推移

　2　年齢・階層別の船員数

配，内航海運

　1，国内輸送機関別にみた貨物輸送の推移

　2，内航海運の企業規模

　3．内航海運暫定措置事業

　4，内航燃料油価格の推移

〔付　録］海運年表

（企画部．利岡）
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薪ふ詠鰍。，1戯ポ轟禽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　榊、無燃ξ壽

⑭　危険物の規制に関する政令の一部を改正する

　　政令（政令第6号、平成18年1月25日公布、

　　平成18年4月1日施行）

会議名：ASFシップリサイクリング委員会

日　程：3月6日

目　所：台北

会議名：IMO第10回無線通信・捜索救助小委員会

　　　　（COMSAR10）

日　程：3月6日～10日

目　所：ロンドン

会議名：IMO第54回海洋環境保護委員会（MEPC

　　　　54）

日　程：3月20日～24日

場　所：ロンドン
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東京海洋大学にて海事シンポジウムを開催

　当協会は1月19日内、東京海洋大学が越中島キャンパスにおいて開催した海事シンポジウムに協

力した。シンポジウムの内容は「大学の教官と船会社との意見交換」および船社による「講演会」

で、その目的は就職活動を間近に控えた3年生を中心とする学生に「日本海運の現状」および．「海

事技術者の活躍」についてその実態を紹介し、日本の船社に就職する動機付けを与えることである。

　講演会に先立ち、同大学の教官と船社の就職担当者との意見交換会が萩原教授司会の下行なわれ

た。多数の教官ならびに前回より多いユ6船社から23名の就職担当者が出席し、船社が大学に期待す

る教育等について双方から活発な意見が交わされた。

　講演会には約80名の学生が参加し、特に日本海運の現状や海陸で期待される海事技術者像につい

ての講演にそそがれる真剣な眼差しから学生の興味の深さがうかがえた。

　講演会終了後、学生寮地区にある学生会館にて船社、大学の教官および学生との懇談会が催され、

学生からの船員の生活や会社概要の質問について船社側就職担当者は懇切丁寧に答える場面が印象

的であった。

　　講演会講師名（順不同）

　　　日本郵船㈱　人事グループ　船員人事チーム　佐藤健太郎氏

　　　　　『海事技術者の活躍』

㈱商船三井　人事部　人事第ニグループ

　　『日本海運の現状』

㈹日本船主－協会　当務部（労政担当）

　　『日本船主協会の概要』

▲日本郵船　佐藤氏

宮田　　浩氏

山脇　俊介

▲商船三井　宮田氏

＜講演に聴き入る学生たち
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。＿＿一一・一一一一一

1，わが国貿易額の推移　　　　　　　　　（単位：10億円）　　2．

輸　出 輸　入
前年比・前年同期比（％）

年　月 （FOB） （CIF）
入（▲）出超

輸　出 輸　入

1990 411457 33，855 7，601 9．6 16．8

1995 411530 31，548 9，982 2．6 12．3

2000
51，654 40，938 10，715 8．6 16．1

2001 48，979． 42，4．5 6，563 △5．2 3．6

2002 52，109 42，228 9，881 6．4 △0．4
2003 54，548 44，362 10，B6 4．7 5．1

2004 61，182 49，177 12，005 12．2 10．9

2005年1月 4，412 4，218
194

3．2 11．4

2
4，847 3，757 1，090 1．7 11．4

3
5，776 4，657

11119 6．1 7．7

4 5，506 4，548
958 7．8 12．8

5
4，796 4，503

293 1．4 1B．7

6 5，478 4，609
869 3．6 、1．1

7 5，537 4，668
869 4．3 11．7

8 5，221 5，108
112 9．1 21．3

9 5，925 4，972
953 8．8 17．5

10 ．5，910 5，092
818 8．0 17．9

1
1 5，915 5，319

596 14．7 16．7

12 6，34D． 5，428 ．912 17．5 27．4

（注）財務省貿易統計による。

3．不定期船自由市場の成約状況

　　　　　．

　　録灘熱黛撚蹴茎廼．．ξ，i猟懲撫ミ薦鍵熱総鷺．鑑i灘1鰍羅聯蕪黙蕪瓢舞

対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年　月 醐）鞠 最高値 最安値

1990 144．81 124．3D 160．10

1995 94．06 80．3D 104．25

2000 107．77 102．5D 114．90

2001 121．53 113．85 131．69

2002 125．28 115．92 134．69

2003 115．90 107．03 120．B1

2004 108．17 102．2D 114．40
2005 110．16 102．15 121．35

2005年2月 104．88 103．63 105．73

3 105．3］ 104．10 107．35

4
107．36 105．78 lG8．68

5 106．91 104．68 108．08

6
108．63 106．82 η0．40

7 11L94 11D．95 112．99

8 110．72 109．33 112．40

9
m．06 109．15 113．15

10 114．82 113．48 115．90
1
1 118．41 116．55 119．83

12
118．64 102．15 121．35

2006年1月 115．． S5
114．10 117，．71

（単位：千M／T）

区分 航 海 用 船

△
シングル

（品　目 別 内　訳）
用船

年次

口　計 連続航海
航　　海

石　炭 穀　物 砂　糖 鉱　石 スクラップ 肥　料 その他 丁rlP Period

2000 146，643 2，182 144，461 46，549
26147　　脚

4，576 67，431
198 182 11551

170，032 45，021

2001 154，005 3，063 150，942 52，324 ．斗6，789 7，288 72，177
472 978 914

150，154 38，455

2002． 132，269
978 131，291 43，406 15，182 5，853 65，105

442 1，D54
249

184，890 50，474

2003 99，655
11320 98，335 30，722 6，097 3，657 57，001

248 43B 172
208，690 81，721

20D4 83，398 2，414 80，984 3L875 5，621 700 4L394 596 69D 10B
25D，386 59，906

2005 74，402 2，145 72，257 28，566 3，760
162

39，105
247 331 86

289，216 53，234

2005　5． 6，4D7
0

6，407

1
8
2
8
　
，

282 0
4，217

80 0 0
19，684

11844

6
8，957

670
8，287 3，026

328 0
4，874

55 4 0 16，701 1，902

7
9，31｝

0 9，311 3，596
478 27

5，028
52 130 0

27，463 3，052

8
4，359

D 4，359
11870 463 16

2，010
0 0 0

23，263 4，646

9
4，977

0
4，977 1，860

332 G 2，785
0 0 0

26，997 5，912

10
7，265

70 7，195
11750 495 14 4，925

0 τ
1

0
29，425

5
2
9
6
　
脚

1
1 7，795

150 7，645 2，200
193 14

5，090
0 148 0

34，B30 3，494

12
4，463

0
4，463 L415 299 0

2，663
0 0 86 20，639 2，393

2006．1 8，962
0

8，962 ．3，165． 4B9 24 5，277
0 7 0

27，818 ．4，405

（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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4，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾／日本 ペルシャ湾／欧米

月次
2003 2004 2005 2003 2004 2005

最高 最低 Eヨ芒「

謖 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
1 16LOO

102．50 152．50 87．00 85．00 59．50 120．00 75．OD 127．50 82．50 77．OD 62．50
2

132．50 67．50 159．00 102．50 167．50 75．00 11フ．50 65．00 B2、50 87．50 140．00 112．50
3

160．00 105．00 τ1フ．50 70．75 137．50 75．00 145．00 85．00 112．50 60．00 102．50 75．00
4

137．50 52．50 110．00 77．50 96．00 80．00 97．00 45．00 87．50 67．50 90．00 72．50
5

109．50 42．00 125．00
7125 90．00 62．50 99．00 50．00 100．00 69．50 88．25 62．50

6
90．00 56．00 135．00 114．00 67．50 52．50 70．00 52．50 112．50 87．50 61．25 50．00

7 63．75 45．00 148．00 120．00 102．00 73．75 54．00 42．50 123．00 95．00 85．00 62．50
8

68．00 41．GO 121．00 97．50 72．50 56．50 57．50 40．00 102．50 87．50 67．50 60．00
9 135．OD 70．GO 157．50 83．50 玉02．50 62．50 1玉5．00 50．GO 145．DO 75．GO 102．50 65．0G
10

78．00 42．50 290．00 ユ56．00 τ25．00 90．00 90．00 47．50 225．00 117．50 120．00 87．50
1
1 152．50 TO2．50 350．00 265．00 216．00 135．00 126．50 75．OD 255．00 マ67．50 170．00 130．00
12 16000 13375 31000 8500 13750 9500 22500 9750

（注）①日本郵船調査グループ資料による。

　　④グラフの値はいずれも最高値。

②単位はワールドスケールレート。　③いずれも20万日目W以上の船舶によるもの。

5．穀物（ガルフ／日本・ガルフ／西欧） （単位：ドル／トン）

ガルフ／日本 ガルフ／西欧

月次
2004 2005 2004 2005

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

一 60，50　　59，75 一 一2
73．0G

一 一 一3
72．50

一 一 一4
一 一 一 一5

一 一 一 一6
37．00

一 一 一
7

50，00　　46，50 37，75　　37．50 』 一8 53．75
一 一 一9

一 一 一 一10
59．00 47．50

一 一］
1 62．50

一12
61．00

　
（注）①日本郵船調査グループ資料による。②いずれも5万D／W以上8万D／W未溝の
　　船舶によるもの。③グラフの値はいずれも最高値。
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　　石炭＝（オーズトラリア／西欧〉・．鉄繊石伊ラジル／中国づラジル／西鴎）．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　階　剛．〔 P告1．．
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6，石炭（オーストラリア／西欧）・鉄鉱石（ブラジル／中国・ブラジル／西欧） （単位：ドル／トン）

オーストラリア／西欧（石炭） ブラジル／中国（鉄鉱石） ブラジル／西欧（鉄鉱石）

月次
2004 2DO5 2004 2005 2004 2005

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

39．70　　35．00 一
46．50　　34，00 40，00　　12．50 26．00　　22．00 19，75　　16．00

2 32．σo
一 50．00　　35，00 36，00　　33．00 26．00　　20，ア5 22．θ0　　1ア．25

3 31．65 27．00 40．OD　　35，50 39，25　　34．75 19．00　　η，25 16．20
4

一 一
35．OD　　32．50 38，50　　34，00 18．00　　］5，25 24．25　　22．75

5 18．30 一
26．5D　　25，00 33，40　　21．50 14．75　　11．30 20．50　　13．25

6
一 一

28．00　　22．90 21．50　　］6．68 13．50　　8，25 1125　　10．OD

7
一 一

32．00 23，50　　19．00 18，90　　16，90 11．50　　9．25
8

一
13．60 34．50　　10，20 24，50　　］7，50 19．OD　　14，90 12．15　　10．30

9
一 一

37．55　　30，00 29，50　　26．00 18．25　　14，50 一10 27．50 21．50 40．00　　33，25 34，0D　　27，63 一
18．50　　15、80

1
1 41．00 45．80　　40，00 32，00　　23，48 一

14．00
12

一
50．60　　41．80 27．10　　22，50

（注）①日本郵船調査グループ資料による。

　　③グラフの値はいずれも最高値。

②いずれもケープサイズ（14万D〆W以上）の船舶によるもの。

7，タンカー運賃指数

タ ン 力 一　　運 賃 指 数

月次 2003 20D4 2005

VLOC 中型 小型 H・D H・C VLOG Suez Afra Handy Glean VLCC Suez Afra Handy Clean
1

98．6 161．9 165．6 266．3 231．3
133 250 289 3B6 287 80 170 210 307 322

2 133．3 180．9 186．8 267．1 245．6
132 178 215 355 326 135 165 181 233 267

3 η4．0 224．9 275．6 290．0 273．4
132 ，53 182 238 323 96 162 195 255 289

4 128．6 240．2 294．0 290．0 328．2
96 141 140 204 2］0

85 124 157 212 274
5

79．8 150．4 217．7 200．0 294．3
95 137 164 201 235 75 137 191 271 253

6
85．4 156．2 200．9 235．0 231．1

119 149 193 233 256 6｝ 126 157 267 253

7
50．6 110．5 132．9 250．0 221．0

127 156 187 243 240 83 108 144 248 243
8

52．8 1D3．2 167．7 197．5 221．1
107 155 169 219 2］7

69 107 133 19D
21］

9
58．4 92．1 138．2 208．9 233．1

103 154 163 229 226 82 120 154 244 350
10
P
1
1
2

57．9
V0．4

P25．5

120．4
P58．4
Q78．9

153．3
P64．0
R32．5

202．0
Q58．3
Q9〔｝．0

1BO．0
Q13．3
Q88．6

195
Q76
Q16

285
R42
Q40

355
R74
Q6B

320
S33
R78

263
R90
R67

109
P79
P49

186
Q25
Q57

149
Q69
Q57

376
R58
Q86

385

R］2
Q84

平均 87．9 164．．8 202．4 246．3 246．8 144．3 195．0 224．9 286．6 278．3 ｝00．3 157．3 183．1 270．6 286．9

（注） ①2003年までは 「Lloyd「s　Ship Manager」、 2004年からは 「Lloyds　Shipping　Economist」 による。 ②タンカー運賃はワー
ルドスケールレート。③タンカー運賃指数の5区分については、以下のとおり（～2003＞④＞LCC：15万トン以上◎中型：7万～
15万トン⑪小型：3万～7万トン◎H・D＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満㊥H・0＝ハンディ・クリーン：全船型。（2004

～）⑦VLCC：20万トン以上◎Suez　l］2～20万トン⑳Afra：7～12万トン◎Handy：2，5～7万トン㊨Clean：全船型
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8，貨物船定期用船料指数
2002 2003 2004 2005

月次
総合指数 BDI 総合指数 BDl 総合指数 BD［

1，2万～

Q万
2万～
R，5万

3．5万～

@5万
5万～
W，5万

8，5万～ 総合指数 BD1

1 89 889 185 1，733
553

4，539
686 656 577 846 680 677 4，471

2 73 915 156
1β69

613
5，290

899 579 531 711 7τ1 715 4，51τ
3 102

1，073
151

1β02
615

5，122
432 550 650 766 705 565 4，685

4 104 11085 203
2，081

558
4，635 「

588 580 760 635 624 4，810
5 93 11034 290 2，317

533
3，452 一

579
526．

544 545
552． 3，737

6 95
1，035

304 2，135 401
2，762 一

440 421 422 306
4】2 2，586

7 99
1，005 273 2，238 478

3，971 噌

375 350 305 288 342 2，307
8 113 992 276 2，322

562
4，180 一

284 281 300 279 285 2，169
9 125

1，063
294 2，467 514

4，214 一

335 334 385 389 352
2，949

10 114
1，063

337
4，477

503
4，602 一

377 353 419 469 391
2，949

1
1

140
1，163

309
4，046

544
4，264 隠

370 354 36ア 450 376 2，991
12 154

1，163 360 4，539
701

5，176 一

326 D31．8 ．360 34．4． 332 2，624

出所：

　（注）

「Lloyd脚s　Shipping　Economist」

①船型区分は重量トンによる。

②用船料指数は1985年＝100。

③BDI（BaltiG　Dry　index）は月央値。

9．係船船腹量の推移
2008 2004 2005

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タ　ン　カ　一

隻数千GIT千ロ／W 隻数千G／丁干D／W 隻数干G／T千D／W 隻数千G／T干D／W 隻数千G／T千D／W 隻数千G／丁干D／W
1

241　1，859　1．958 43　　　905　1，838 2G5　1，317　1，350 53　　　287　　　489 138　　　779　　　830 35　　　、35　　　209
2 236　　1，865　　1、911 44　　　741　L488 206　1、236　1，279 51　　　286　　　490 147　　　766　　　813 32　　96　1423

237　1，770　1，791 45　　　485　　　940 188　1，156　1，234 56　　　300　　　509 137　　　733　　　797 33　　　　147　　　229
4

232　1，687　1，720 44　　　36］　　　706 181　1，101　L232 55　　　　τ63　　　256 130　　　670　　　765 35　　　　148　　　231
5

224　マ1525　1，555 46　　　525　LO16 175　11041　1、178 54　　　145　　　224 128　　　640　　　752 36　　　　103　　　150
6

215　　1，441　11513 48　　　527　1，019 168　　　935　　1，057 55　　　　142　　　218 129　　　637　　　750 36　　　　103　　　　150

7 226　　1，556　　1，719 48　　　524　11014 166　　　902　　1，006 52　　　　131　　　204 133　　　641　　　754 34　　99　1458
215　1．477　1，633 50　　　786　　1，569 159　　　900　1　008　　　　　　　　　　　脚 50　　　　130　　　　199 132　　　645　　　766 34　　99　1459
213　］．407　1，534 50　　　784　　1，567 146　　　802　　　881 47　　90　146 134　　　668　　　745 34　　　170　　　194

10
203　1，273　1，383 53　　　709　L414 155　　　882　　　934 43　　　103　　　148 138　　　676　　　75雇 34　　　　103　　　149

1
1 209　11320　1，406 52　　　706　1．407 138　　　813　　　877 38　　　　113　　　162 139　　　649　　　731 34　　　　131　　　173
12

2D7　1，308　1，386 51　　　705　1，407 138　　　81τ　　　877 39　　　　143　　　218 141．　　679　　　．7董0． 34己　　128　　　　171

（注）インフォーマ発行のロイズ・インアクティブベッセルズによる。
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一…・一一一一一一一一一 ﾒ集雑感…一一一一一一一…一一一

　平日はテレビを見ることは多くないが、日曜日
の夜に某民放局で放送される、住宅のリフォーム
番組をすこぶる気に入っていて、毎週欠かさず見
る程である。

　その番組に登場する住宅の多くは、建築後数十
年経ったような古くて使い勝手の悪いもので、あ
る程度の限られた予算と条件の下で「匠」と称さ
れる建築家達の手によって、建物の基本構造は極
力残された上でバリアフリーに改良されたり、採
光の工夫や風通しを良くするなどの機能性が改善
される様子が紹介される。そればかりか、時には
古さや狭さの度合いが極端で普通の暮らしには適
さないと思われる事例が登場することも有り、（脚

色はあるにせよ）そうした家に暮らしてきた方々
の表情がリフォームの前後で劇的に変化するのを
見て、我が事のように爽快な気分になるのである。
一例をあげれば、御自身も住まいと同様に齢を重
ねられた方が、急な階段を昇り降りしたり、寒々
とした浴室を不自由な様子で使用されたりと、実
に痛々しい情景も描かれるのだが、その一方で、
彼らの住まいには家族と過ごした想い出の品々、
職人としてならして来た頃の使い慣れた道具、か
つて繁盛していた店舗の跡など、各人が懸命に生
きてきた証が残されている事実も明らかにされる。
「匠」はりフォー．ムを依頼した人々のそうした歴

史の重みや技に敬意を表し、単に使い勝手の良い

家にするだけでは無くて、彼らの生活の支えとな
った道具や想い出の残る建具をインテリアや手製
の家具にさりげなく転用したりするのである。・

　心の琴線に触れるこうした番組もある一方で、
テレビのニュースや新聞の紙面では、昨秋以来違
法な設計により耐震基準を満たさないマンション
やホテルがここ数年全国各地で建設され、マンシ
ョン住民や一般市民に多大な経済的損失と倒壊の
潜在的恐怖を与えたことが連日報道されている。
それらを見る限りでは、問題の当事者とされるの
が違法な設計を実際に行った者だけでは無く、そ
の発注元であるマンションの施工会社や販売会社、
更には、本来違法性を担保するはずの検査機関に
まで及んでおり本当に腹立たしい。事件の深層を
明らかにするのは、利害関係が複雑に絡み合う為
容易なことではなさそうだが、少なくとも私の目
には、耐震強度偽装事件の当事者達には、最低限
の倫理感や高いプロ意識を持って職務を全うした
との姿勢は感じられない。

　よって先述の番組に登場する「匠」の爪のあか
でも煎じて飲ませたいところだが、当のリフォー
ム番組もアスベスト処理問題等により間もなく放
送終了とのことである。寂しいが仕方あるまい。

新和海運株式会社　総務グループ
総務・法規保険チームリーダー　藤田　正数

一一一躍一一一 ﾒ集委員名簿一一一一・一一　一…一編集後記一一一

第一中央汽船　総務グループ次長

飯野海運　総務グループ広報・IR室

川崎近海汽船　総務部副部長

川崎汽船！R広報グループ情報広報チーム長

日本郵船調査グループコンテナ・港湾調査チーム長

商船三井　広報室マネージャー

三光汽船社長室経営企画課長

三洋海運　総務部副部長

新和海運　総務グループ総務・法規保険チームリーダー

日本船主協会　常務理事

　　　　　常務理事

　　　　　海務部長

　　　　　企画部長

　　　　　総務部長

　　　　　海務部労政担当副部長

加藤和男

石川達也

廣岡　啓

高山　敦

細野直也

鹿野謙二

遠藤秀己

荒井正樹

藤田正数

梅本哲朗

植村保雄

半田　牧

園田裕一

井上　晃

山脇俊介

　巷では日本経済回復基調の明るい話が大
分聞かれるようになった。
　市場も、昨年夏からの急激な右肩上がり
に伴って個人投資家らが増大、いまや市中
には株本・投資セミナー・サイトが花盛り。
LDショックも吸収した感がある。海運を見
れば、上場会社の中の大手3社の株価も調
整局面はあるものの数年前は200～300円程
度であったのが、いまや700～1000円である
（1月末時点）。

　海運の好景気・株価上昇は素材・資源・
エネルギー等とともに経済全体の好況への
転換期に先行して現れると以前聞いたこと
がある。それを思うと2004年の空前の外航
海運好況・株価上昇は現在の経済回復の兆
しを明確に示していたようだ。咋年は燃料
高騰に直面したが業績は比較的堅調、今年
は常態に戻るがまだ大丈夫だろう、との声
も聞かれる。
　ポイントがずれてはいるが投資面におい
て一般の関心もあるそうだ。本来銘柄投資
は会社の活動状況等を知って行うのが基本
であることだし、業界を知る良い糸口にな
ってくれれば良いのだが。

せんきょう2月号　No，547（Vol．46　No，11）
発　行轡平成18年2月20日

創　二言昭和35年8月10日

発行所欝社団法人　日本船主協会

〒102－8603東京都干代田区平河町2－6－4（海運ビル）
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編集・発行人乳梅本哲朗
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日本の経済を支える海運には、

諸外国並みの税制が必要です。
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　　　　　　　　　　　　　　置聯が凄　匝

　四方を海に囲まれ、資源小国　貿易立国であるわか国にとって海運は国の存立にかかわる重要
産業てすが、わか国海運業は、諸外国との競争において税制の上て大きなハンティキャノブを負っ
（いまり。

　欧州先進海運国は、船舶のトン数を基準に法人税額を算出するトン数標準税制を相次いで導入

し、企業かこれを選択的に採用てきるようにすることにより、海運業所得に対し大幅な減税を行

い、自国海運の維持　発展を図っています。例えば、イキリスでは、海運の果たす役割の重要性

から、海運業への実効税率は他産業の1／！0程度ときわめて低くなっていましたか、さらにトン数

標準税制の導入によって、その半分程度に軽減し、自国海運を強化しています。

　産業と国民生活の基礎を支えるわか国海運を維持していくため、税制上の競争条件を諸外国と

同一にしていたたきたい、というのか私たちの切なる願いです。

　海運税制の充実・改善は、小泉内閣の構造改革か目指すわか国産業　経済の競争力の強化に資す

るものと、私たちは考えます。

トン数標準税制の導入国

導入，斉み

導入決定，斉

オランダ、ノルウェー、トイツ、イキリス、スペイン、キリ／ヤ、デンマーク、フランス、
アイルラント、ヘルギー、イント、韓国

米国

　　　税日i㌧
魅、ノ

　　　　　　’　ノ〃

　　船か支える日本の暮らし

社団法人日本船主協会
http〃www　jsanet　orJP1



平成18年2月20日発行　毎月1回20日発行　No　547　昭和47年3月8日第3種郵便物認可》〆磯No．547麟トン数標準税制に関する外部委託調査報告書取りまとまる一　　　編薫賦斎�hき〜齢　｛陣　Fせんきょう■団■畳層■回騰羅織融隅隅醗鎌脚購　邑・…　　撒難蜜　　　　　　　　　　　　　　　　　1少子高齢化問題と国際化日本船主協会常任理事飯野海運株式会社代表取締役社長【】杉本勝之［断熱雛、1．トン数標準税制に関する外部委託調査　一報告書取りまとまる一2．シンプルかつ効率的な組織を目指して�B　一事務局組織の見直しについて一2［圏難灘難雛畿ξ再『1＿　‘L有能海員の要件の基本部分について合意　一MO第37回訓練・当直基準小委員会（STW37）の模様について一n　　亀一コ，1．船・機長配乗要件の撤廃に関する国際的な問題はないことを確認　一越3回目船・機長配乗要件の見直し等に関する検討会」が開催一2．国交省、国際海上コンテナの国内陸上安全輸送に関する　ガイドラインを策定　一円社、荷主、トラック事業者等の関係業界別に取り組むべき指針を公表一001■■■13［匿匿罪業雛懇灘懸欝菊、　　　　　　　　　　　　　　　19第5回海運セミナー（2005年11月7日開催）講演録（その1）「最近の中国の物流事情」日通総合研究所経営コンサルティング部シニアコンサルタント目大出一晴　二一　一　　。醗薮、ボルテック国際海運協議会BIMCO29縁，毛305毎虚日闘志（1月）　32船協だより　　　34海運統計編集雑感6034囲み諺妻：の駐日デンマーク大使が当協会を訪問、鈴木会長と懇談・「日本海運の現状（2006年1月）」の発行・東京海洋大学にて海事シンポジウムを開催935　33　明治維新後諸外国との貿易が始まると、海運、商社、銀行等から多くの諸先輩が渡航して海外で仕事をし、国際人として帰国して活躍した。その後もこの構図に変わりはなく、戦後も高度成長を果たし貿易摩擦が激しくなり円が強くなるまで、海外との駆りが深かったのは第三次産業の貿易に携わる人達であった。　円が強くなったとき、海運業ではコスト競争力を維持するために、逸早く外航船に外国人船員を活用し血の出るような努力を重ねてきた。仕組船に外国人船員を乗せて動かし始めてすでに30年になる。この間にいろいろな問題が起こったが、何とか国際競争を維持しこれまでやってきた。現在それがノウハウとなって蓄積されている。　昔から分かっていたことであるが、最近になって少子高齢化対策が声高に問われている。団塊の世代が定年を迎え、出生率が下がり年々若い労働力が減っていく。それをどう解決するのか。ひとつの手段として海外との関係をもう一度見直し、外国人を有効に活用しようという議論が盛んである。　外国人を外航船員として有効に活用するという点で我々海運界は一歩先んじている。少子高齢化対策で外国人を船員として起用して　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茎きたわけではないが、結果として対応を先取りしたことになる。少子高齢化により明日すぐに問題が起こることもない。今いる人を上手く使っていけば当面何とか対応できる。その間に「若い人」にノウハウを継承して行けば良い。　しかし、問題は、今あるノウハウを伝承して外国人船員を管理する有能な「若い人」を今後どのように確保していくかという点である。現在どんなにノウハウを蓄積していてもそれを継承する人がいなくては、全てが雲散霧消してしまう。船員問題を例に挙げたが、問題は、陸員と陸上で働く海技者である。陸ではライナーを除き現地に根をはやす国際化を行ってきていないので問題は深刻だ。海運業全体を魅力のあるものにするためにも、有能な「若い人」を今からもっと外に出していかないと日本の海運業は10年後、20年後に立ち往生してしまう。慧驚ヨ灘i鎌ゴ灘襲難嚢鰻�f爆灘i欝醗灘磯響羅讃蒙鉱撫羅ズ。盤難難獲饗懇藩灘灘灘嚢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　せんきょうF�S2006麹工麹懸錨山山這ll：島山♂雲：1爾；砥山…蕪礫鞍1．トン数標準税制1　　　　　　こ関する外部委託調査一報告書取りまとまる一　　　　　　　　　　　　　　　　　舜　　　　｝　　　ら　欧川等の海運先進国においては、自国籍船の海外流出に歯止めをかける等の理由により、第二船籍制度、税制等の様々な海運政策を講してきた。加えて10年前より、海運企業の所得てはなく船舶の運航トン数に馴して課税する一種の外形標準課税てあるトン数標準税制の導入か相次いている。1996年にオランタて導入されたのを皮切りに、同年ノルウェー、1999年トイソ、2000年英国、2002年デンマーク、2003年フランス、そして2005年には韓国ても導入されている。　このトン数標準税制は、船社にとっては予め納税額か確定しているので資金繰りか容易、また高収益時に直接的に内部留保の増大につなかること等のメリノトかあり、国家にとってはやり方によっては自国籍船の増大や自国海運産業の競争力強化か期待てき、また船社に損失か発生してもみなし利益により課税所得を計算しているのて安定的な税収を確保てきる等のメリノトかある。　特に現在のようなマーケノト好況時には、同税制を採用している企業とそうてない企業との間のキャノシュフローの格差が拡大するため、当協会は、税制面の国家間のイコール・フノティンク、生船社の国際競争力確保等の観，占から、諸外国と同等の制度の早期導入を訴えている。　この問題等について、国土交通省海事局と当協会は、2004年6月、共同て「外航海運政策推進検へ　　乳　　　　　　　r　　　　　モ居王　　　　艀　　　1　討会議（以下、検討会議）」を設置して検討を行い、　同年ll月末、トン数標準税制の導入等に関する基　本的な論点整理を行うとともに、同年12月、調査　すへき事項等を取りまとめた。　　一方、トン数標準税制を採用している国とわか　国とのハノククラントには違いかあり、わか国に　おいて同制度の導入を要望するためには、同税制　の導入によりもたらされる効果について、広く国　民に理解を得られるような実証的な理論構築か不　可欠てあることから、当協会は、検討会議におけ　る論声整理等を踏まえ、同税制規の新たな外航海　運政策をわか国に早期導入するための理論構築を　目指し、2005年3月、�鞄�通総合研究所およひ�竃�　才ゴ総合研究所に調査を委託した。同時に、この調　査の客観性を高めるため、有識者等の委員会（「ト　ン数標準税制等の新外航海運政策に係る調査研究」　アトハイサリーグループ、以下AG、【資料1】参　照）を設け、専門的かつ公正な見地からの指摘を　受けることとした。（本誌2005年4月号P18参照）　　AGは2005年3月からユ2月まてに合計9回の会議　を開催し、両総研の調査内容について欝欝交換等　を行った。両総研は、このAG委員の意見も踏まえ　つつ、約10ヶ月をかけて2005年12月に報告書を取り　まとめた。（【資料2】、【資料3】参照）　　報告書の全体の流れは【資科2】のとおりてあ　り、まず日本商船隊、邦船社等の音義について、騰備�oし僻r駆瀦割算欄欄柵皐繍冨舜瀟帯舗屈湖�h概　鵬三訂　　　語裸渚而　詩　駄　凸凹　伽7＿＿　　�p一ほ　　　　　　　　A＿　　　町　　　7凹肥　「　　焦　丁「　　　「　…　…　罹　　¶�p押”剛弓　筆撚　　　　　匹惇聡悌縄凝縮縦　糊匡三寿揮罎鱗蛛脈比鱗温2講せんきょうFθδ2006　騰難鰯豪・ライナー（定期船）サービスとトランパー（不定期船）サービスそれぞれ、市場の特性や、各国、各船社における位置付けや取り組みが大きく異なることから、これらのサービス区分を踏まえつつ整理。次いで、外航海運業の特質、国際競争力比較を行い、邦船社における外船社との国際競争力低下や邦船社の経営危機の可能性を分析。それによって日本経済、日本の荷主に深刻な影響を与える可能性があることについて言及している。そして、諸外国の外航海運政策や他産業の税制の例をひき、わが国においてもトン数標準税制導入が不可欠であることを述べている。さらに、同税制を導入することにより生ずる効果については、既に導入しているイギリス・オランダ、ドイツ、ノルウェー、韓国の4つの事例を取り上げ、それぞれの特徴を踏まえて、同税制が導入された場合と導入されなかった場合を比較検討し、日本型モデルによる試算結果を取りまとめている。　両総研からの調査報告を受け、当協会は、今後、トン数標準税制を平成19年度税制改正に際し要望するか否か、また要望する場合はどのような内容とするか、等について鋭意検討している。　一方、自民党政務調査会の特別委員会のひとつ「海運・造船対策特別委員会（委員長：衛藤征士郎衆議院議員）」が、トン数標準税制等の税制問題に関する勉強会を3月頃に立ち上げることとなった。（【資料4】参照）　　　　　　　　　　　　　（企画部：宇佐美）【資料1】【アドバイザリーグループ委員名簿】学識経験者等（五十音順）10名（座　　長）（座長代理）（座長代理）行政（国土交通省）民　間（当　協羽原　敬二竹内　健蔵今橋　　隆川合　弘造河野真理子黒川　久幸古荘　雅生星野　裕志味水　佑毅山下　　学　　　3名飯塚　　裕（西川　　健松本　勝利（寺田　吉道保坂　敏文　会）4名二見　昭夫井上登志仁新井　　真植村　保雄関西大学　商学部教授東京女子大学　文理学部社会学科教授法政大学　経営学部市場経営学科教授西村ときわ法律事務所パートナー（弁護士）早稲田大学　法学部教授東京海洋大学　海洋工学部流通情報工学科助教授神戸大学　海事科学部国際海事教育研究センター教授九州大学大学院　経済学研究院　助教授一橋大学大学院　商学研究科講師立正大学　法学部教授大臣官房参事官（海事）海事局企画課長）　　　　　　　　　※飯塚委員の前任海事局企画課国際海上輸送企画官海事局企画課国際海上輸送企画官）　※松本委員の前任海事局企画課海上輸送モーダルシフト対策官政策幹事会幹事長（日本郵船企画グループグループ長代理）政策幹事会幹事（当協会会長秘書、商船三井経営企画部部長代理）政策幹事会幹事（川崎汽船経営企画グループグループ長補佐）常務理事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以．ヒ！7名ぜんきょうF功2006劔3【資料21報告書の流れ1〜3　日本商船隊、美景社、　　　日本籍船の意義（定期　不定期の区分を踏まえつつ〉4　外航海運業の特質5　国際競争力比較外船社との国際競争力の低下邦船社の経営危機の可能性　　　日本経済　日本の荷主へ深刻な影響を与える可能性（参考）他産業の税制の例など6　諸外国の外航海運政策（優遇制度）　　　　新外航海運政策（トン数標隼貌政等導入）の不可欠性　　（優遇税制導入の根拠）トン数標隼税制の導入効果試算にあたってのモデル（案）　　　　　（1＞イギリス　オランダ型　　　　　（2＞ドイノ型　　　　　（3）ノルウェー型　　　　　〔4）韓国型　　　　　（5）日本型【資料3】トン数標準税制等の新外航海運政策に係る調査研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報　　告　　書　　概　　要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年1月　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　日通総合研究所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　野村総合研究所�@日本商船隊及び邦船社の意義　日本商船隊は、平常時のインフララインとして、また、国際紛争等、緊急時におけるわが国国民経済に必要な物責の安定輸送の担い手として日本国にとって必要不可欠な存在である。さらに、邦船社はわが国海事クラスターと深い関わりを持ち、日本のGDPの創出や雇用機会の提供、産業間の技術提携、荷主のグローバルサプライチェーンマネジメントにも貢献している。このため、日本商船隊ひいては糞船社の活力が将来にわたって持続し、かつ、より強固なものになることが日本国にとって国益になる。平常時の意義鑑七二二丁二丁鶴織羅嘉言i：灘難灘騨灘鰹鵜1綴蕩灘鞭購職繕齢鋳溜；国際紛争等、緊急時の意義避滞睡騨購麟熱聯日本酋拓隊及び纏厭のだカの雌俘、窪奮か8本駄士っτ壇益だなる繍＿購鞭脚矯窄��5剛臆篇…w鴨一雨粍男一隅渕櫛螺徹職繍二一咽備淳篇贈�u轍聯箔騨糊夢欄蹴Ψ構猟鵬一r猟ぱw鮒御蔭備　『慨灘面構壽闘昆醐転撒鱒謁4麟ぜんぎょう勲わ2006鍵懸繍灘磯醜繕鉱彗麟懸鷲辮灘難撫》爺1購〆�A邦船社の経営危機の可能性　邦船社はグローバルなマーケノトで外船社との激しい競争を展開しているが、外船社は税制面等で優位な立場にある。このため、現在は市況の影響を受け、邦船社は史上最高の利益をあげてはいるものの、すでにトン数標準税制を導入し税引利益の厚みを増している外船社との利益格差が拡大しており、外船社が邦船社の経営にとって大きな脅威となりつつある。　外船社との国際競争力が低下した邦船社が近い将来経営危機に陥り、これまでのサービス水準が維持できなくなり倒産する、あるいは外船社に合併　買収される可能性も否定できない。邦船社の経営環境∵｝撃徳騨韓鞍鰹撫トアレ　ぜウみ　レく詳ζ贈騰鹸思至繍綴霧灘搾�n轟鞘繋劉�m磯応　3　誠編出とガ夢裡の例益勢州の似扮錫履7τの運血なコ場F菱〆孟房した外茄社のκコスA姪宮綴潅の諮齢礎　儲海！ご覧る合葬　慰の灘�Bトン数標準税制の不可欠性　既にトン数標準税制を導入している諸外国の外航海運業では、外航海運産業の産業特性である経営の不安定さを補い、産業としての安定性を確保しつつある。トン数標準税制が導入されれば、日本の外航海運業においても産業としての安定性を確保することが可能になる。　また、トン数標準税制以外にも、新外航海運政策に係る施策は考えられるが、邦船社の国際競争力を維持するための方策としては、わが国も諸外国と同等のトン数標準税制を導入することが先ず考えられる。　国、国民、産業にとって、必要不可欠な存在である日本商船隊及び邦船社の衰退によるインフララインの弱体化、空洞化を阻止し、邦船社がグローバルマーケソトで一定のプレゼンスを維持し続けるためには、トン数標準税制を導入することが必要である。トン数標準税制の効用蠣舞灘論難騨・耳騨離郷饗ン協臨く犠一理‘畷麟騰灘饗聾醗曜　　　　　　　、トン数標準税制が導入されない場合の将来のリスクまヨヘ　ヤザび　ま　ヨへ�e鶴潟いド∵、σ磯円卓及び纏履の鰐呪力を鮒ずδための簾としτトノ撚鞭緻の蔀スが堺歌一擦一騨繍臥Ψ避燃一物澱一　伊欄欄一＿猟一除徽撫照鞭r瀟欄溝繍尾　悪礁辮鍛斗澤潔読繍潭欄添一　一串せんきょう勘う2006劔5価格緊ワ説爾芝1詫　図1　トン数標準税制と船社の船舶投資行動　　　　　　　　ぎw　�h�j蕊　再転�_　　　　　　　　騨憂簿　　時間彪励授鋤鞭かづの画際麗争力潜差らし　　きり　い　　ほ　い　　　　きおに　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゅ　ぶ　　　　　　　　く　　　　ヒ1「；尋φみノ総懸準縄溜の淳潔κよる品世の留碑蘭だ行動モテルの此酸φ垂［壷コ；∴il�j縁�f鷺∵�_罫驚際；察1・鉾ほ　　　　　　　　　こ巽雛響撫　　　　　　　　　（鱗鎌1：競譲湊べε舞綴目｛謬ビ観�a乱奪　　　胎筋魏）灘麟の蓼　買取OF　鰯1の　鍛鰯翻鋤聾つ匠コえハでの嚇齪磯あ『翻ごみ1ナる辮への週鰹の翔鋤栗　用　船　鱗の書贋どぎす発圧　買船蕩姪ご砺�椛�灘瀦押発圧　買船ハ　　　　　　　　　　ズ一幅な舩囎働渥灘　　　　　　　　　睾　く環搬寛獅拶ρ，�C日本商船隊・邦船社の国民経済への貢献　諸外国のトン数標準税制においては、同税制によって得られる船社のメリットに制限が設けられているものもある。日本商船隊及び邦船用は、平常時よりインフララインとして国民経済に貢献しているが、同制度の制度設計にあたっては、諸外国の例を参考にしつつ、更なる貢献等についても今後検討していくことが重要である。離離経済への頁献｝騨癖舞華甲懸寮　　　　　＼碁i皇鳥繍嚢擁鱗嚇�i憎憎白白重言｝1　　が毒瀞壕譲醜2�d∫ご嫉霧欝続◎　　　♂酬国の鯉を参考κ乙つつ更抜る鰍鰹フρτの麟璽要　　　碓辮r混劇団　一瓢糊畳叩雑瀞側節4詫胤　…　甜罹　四　　叩瞠肱Ψ甜糟　胤脚窪障�g猟罷渚聯弾跡糠浮　に闘窟呂鼎靴翫ブ騨　尾燃犀　認艘6鰯ぜんぎょう飛62006隅鴨　伽鴨　船舷鱗�g欄　側側�k削際　　β幅　「鞭蒲欄涛諸外国のトン数標華貌制の概要オランダp　　国ノルウェードイツ韓　函導入年次1996年目DQ000年1996年1999年2005年制度選択企業にﾎする拘束期間10年間　　　なし庶椏K用中止か可能10年間5年間税額の算出方式f早数×運航日数　　（365日）　×ャgノにより1船ごとに算出ｵた「みなし利益」に法人税ｦを乗じて算出純トノ数に応じて定めbれたﾅ率により算出f去人税率とは鉦二二）オラノダ英国と同じオランダ　英国と同じみなし利益水導i係数）　貌率〈1000純トノ当亡りの係数〉達2〕@ioOO純トノまて@EUR908（約1253円）／日@1000純トノ超@10000純トノまて@EUR681（約946円）／日@10000純トノ超Q5000純トンまて@EUR454（約630円∀日Q5000純トン超@EUR227（約315円〉／日魔dUR塵00（ユーロ）@＝13887円＜1000綻トノ当九りの闘乱＞@1000純トノまて　無税@1000純トノ超@10000純トノまて@NKr50（約849円y日@10000純トノ超@25000純トノまて@NKr33（約560円）ノ日@25000純トノ超@闘Kr16（約2ア2円）／日魔Q002年に税率30％下げ魔mkrl　OO（ノ帥エー如一ネ）@＝お98円＜100純トノ曲たりの俸数＞@1000純トノまて@EURO　92（約218円1／日@1000純トノ超@10000純トノまて@印RO　69（約96円）／日@lO　OOO純トノ超@25000純トノまて@EURO　46（約64円）ノ日@25000純トノ超@EURO　23（約32円）ノ日魔dU田00（ユーロ）@＝13887円＜1純トノ当たりの税皐＞@lOOO純トノまて@W14（約15円＞／日@1000純トノ超@10000純トノまで@W1奮（約」2円）／日@10000純トノ超@25000純トノまて@町（約07円ソ日@25000純トン超@W4（約04円）／日抹ﾂ00（ウオノ）@＝011円対象船舶　船籍v件属国際運送に従事する全ての@船舶（所有船　共有船　用@船〉ﾋEU／EEA漂船の維持　増加、@保有船腹量の60％をEUIEEA@籍船とすることが条件生3｝藤環境に配慮した船舶には@さらなる軽減措置ありｮEU／EEA籍船の維持　増加、@保有船腹量の60％をEU／EEA@籍船とすることが条件注3，覇国際運送に従事するトイソ@登録　ドイノ籍船に限って適@抱iドイノで商取引を行い、企@業運営が行われていることを@示せば外国用船にも適用可轟財政径済部令の定める基準@船舶に対し、2年未荷の短@期用船が5倍を超えないこ@と注4｝その他条件船員の訓練　育成義務注51@雇用船員（職員＞15名につ@き1名の訓練義務配当制限@配当を行った場合は通常@の法人祝率て課貌一定のドイノ籍船の維持　増加主1）オラノダの導入年次は1996年　英国の導入年次は2000年てある。庄2）オラノタのみなし利益水隼（係数）てある。主3）欧州委員会の尊上輸送に対する国家補助に関する新カイトライノ（2004年1月）に対応したものてある。主紛基準船舶とは　所有船　裸用船　2年以上の定期用船等を指す。庄5）英国の制度に設けbれている義務てある．日本におけるトン数標準税制の制度設計の一案陰今憂麓討プる礫の参考死石κ　　　　　穿亀　例　�A　　　　　卸　　　　1例、�B　陵、・ρ　　　　　　　罫　　こ　　口寄炉　読　　　　　　　　　｝重視する観点i政策目的）簸イコール　フノティングの実現ﾋ邦船出の国際競争力の強化鯵国民経済に不可欠な貿易物資@の安定輸送寃Cンフララインの確保麟自国籍船の増加|海事クラスターの肇展I海事産業における雇用拡大^海上輸送における環境対策の推進モデルとなる国英国　オランダﾘ国英国　オランダドイノmルウェー選択企業に対するS束期問10年以下の期間｢州諸国と同等もしくはそれよ@り短い期間（韓国は5年）10年間｢州諸国と同じ期聞10年以上の期間｢州諸国と同等もしくはそれよ@り長い期聞みなし利益の水暴欧州諸国と同じ水隼欧州諸国と同じ水隼欧州諸国と同等もしくはそれより高｢水蕉で設定姦淫範囲　対象船舶制限は設けず日本への輸入物資等の輸送船にﾀ定日本支配船（日本籍船と仕組船）にﾀ定その他条件条件を設けす政策目的に沿った一定の条件をﾝける政策目的に沿った一定の条件を設け繍認　瀟柔燃窟嵐　川州齢　尺素幅瀦騨鞭＿�o胤胤　廃疋軋Σ陥　　雨晒煎｝紙　賦鴨川同一亀“瓢r縣　�p撚目“漁　　一繭溝徽…　　輯軸側欄融一　　　断　翠脚せんきょう勘う2006纏7・灘難【資料4】自民党組織図（関係部分のみ）襲鯨欝甥ﾖ継潔内閣部会青少年特別委員会国防部会女性に関する特別委員会総務部会高齢者特別委員会幹事法務部会障害者特別委員会長外交部会交通安全対策特別委員会財政金融部会治安対策特別委員会文部科学部会災害対策特別委員会厚生労働部会地震対策特別委員会博霧…政調農林部会?Y部会非営利組織（NPO）特別委員会ﾌ土に関する特別委員会翻　査糞面我経済産業部会基地対策特別委員会彊会会国土交通部会過疎対策特別委員会税環境部会犯罪被害者保護・救済特別委員会制（対外経済協力特別委員会ト調査会たばこ・塩産業特別委員会ンネ組糊幡員会，．留学生等特別委員会1織海洋権益特別委員会ジ本部宇宙開発特別委員会O国人労働者等特別委員会冬ク鐸蓮造船懸策猪別襲簸嚢壽ス航空対策特別委員会筆治山治水海岸対策特別委員会問広下水道対策特別委員会票報都市公園緑地対策特別委員会委本観光特別委員会員部港湾特別委員会会北海道開発委員会（東北地方開発委員会仮紹＿輪蓮灘蜘潟集翻蜂i員餐礪”『P糟�．糟詮首都圏整備委員会k陸地方開発委員会箪中部圏整備委員会（委員長）q藤征士郎近畿圏整備委員会?葬n方開発委員会（顧問）四国地方開発委員会玉澤徳一郎、渡海紀三郎、九州地方開発委員会関谷勝嗣（参）沖縄振興委員会奄美振興委員会（副委員長〉伊藤公介、小此木八郎、坂本剛二、七条明、園田博之、山村振興委員会瘧ｦ地帯振興委員会松本純、森英介、離島振興委員会泉信也（参）、景山俊太郎（参）、半島振興委員会溝手顕正（参）敬称略自民党ホームページを参考に作成吊π牌呪L撤騒蔽黙郡窩牌ト樽禮「席撒　　　　　　「旧篇κ「乱轟鷹峯　　　　蹴�o円8馨せんきょうFθ∂2006一両…ili欝i｝1羅｛i鳥山1総湯獄鎌山脚｝…………鰺繋1；…灘黙縫　！騰1　　　　　　　　　　　　一2．シンプルかつ効率的な組織を目指して�B　　　　　　　一事務局組織の見直しについて一　当協会は、2004年11月の理事会において承認された当協会の組織改革に関する報告書に基づき、提言された内容を順次実行に移している。2005年6月の通常総会において、理事、評議員等の入数を削減し、委員会・部会組織の見直しを行ったほか、同年1月には事務局の本部組織の見直しを行った（本誌2004年12月号P．6および2005年8月号P．2参照）。　阪神・九州両地区事務局の閉鎖についても報告書に盛り込まれていた事項であるが、九州地区については昨年12月末に閉鎖、阪神地区についても本年2月末をもって閉鎖することとなった。　国内地区事務局は、協会の業務内容の変遷とともにその業務が縮小してきたが、一方で、地区船主会については、地区会員と協会とを結ぶ機能を有し、同報告書においても「活発に意見交換が行えるような実効性のある活動へ転換すべき」として、地区船主会の役割に期待を寄せている。今後、地区船主会の事務は、議長会社において行われることとなるが、本部事務局においても、地区船主会例会に参加し、本部の状況等を直に伝え、また、意見を頂戴するなどして、地区船主会との連携をさらに深め、新しい体制への移行において議長会社等に過度の負担がかからないよう努めるとともに、地区船主会活動の活性化を支援していくこととしている。　　　　　　　　　　　　　　（総務部：斎藤）駐日デンマーク大使が当協会を訪問、鈴木会長と懇談　昨年秋に着任したフレディー・スヴェイネ（H．E．　Mr．　Freddy　Svane）駐日デンマーク大使は、2月8日に当協会を訪問、鈴木会長と懇談した。鈴木会長とスヴェイネ大使は、日本とデンマークの官民における長年の友好関係を確認した上で、世界経済や海運の現状などについて意見交換を行った。（企画部　石川），　　擁．、諏篇：．、晶、．h、、榊曽爾西屠臨，．．，櫨」鞠二、。．縄鳳論．。藷漁諫、，1∴．．．神罰癖、謡三尋燥疑懲罰滋鼻臨と；愚嶽撫娠磁凝癬融思郷漁寧魏せんきょうFθ∂2006鞭9騨EW5糊【WS閥匿W5懸醗脚騒数纒騨蕊1鰭駝轡蕊懸犠鰯灘藤購灘難膿難齢懸　織鶴甲国際会議レポ呼・ト騨　国際海事機関（IMO）の第37回　訓練・当直基準小委員会（団rW37）が、去る2006年1月23日から27日まで英国ロンドンのIMO本部において開催された。　我が国政府からは、国土交通省海事局船員政策課の鈴木国際企画室長らが出席し、各国との意見交換および共通問題の解決に務めた。当協会からは海務部・田部課長代理がオブザーバーとして出席した。△ロンドン・MO本部主要議題における検討要旨は以下のとおり。1．救命艇の事故防止策　救命艇を使用した操練において、事故が多発している。この中でも特に多い自由降下式救命艇による事故防止策について検討された。前回会合（綴W36）において、自由降下式救命艇を進水させる操練は海上安全委員会により出されたガイダンス（MSCサーキュラー〉に従い、実際に着水する代わりに『模擬訓練』を6ヶ月毎に実施することで合意された。　今次会合では、自由降下式救命艇を装備する船舶について乗船前訓練が義務付けとなるよう強制規定であるコードAに付加する旨、韓国から提案があった。　これに対しギリシャは、乗船前訓練をすべての船員に対して義務付けることは問題であるとの見解を示した。多くの国がギリシャ主張に同調したことから、乗船前訓練については、3rCW条約の内、勧告規定であるコードBに当該要件を付加す1n儘｝什A、キ上「　ηρAワρo召ることで合意した。2．海事保安を高めるための措置　本議題の目的は、船舶を利用したテロ行為を排除することにある。これに関し、昨年5月に開催された第80回海上安全委員会（MSC80）では、　SO−LAS条約第11章2規則（海上の安全性を高めるための特別措置・検査の強化）およびISPS　Codeの的確な実施を図るための各種ガイダンス等を策定し承認された。また、船舶保安管理者（SSO）の能力証明書の発給および同証明書発給の為の訓練要件を定める同条約のコードAおよびコードBの改正案についてはMSC81（本年5月開催予定）において採択することとなっている。　今次会合においてアメリカは、『保安に関し責任を有しない者』およびSSOを除く『保安に関し責任を有する者（舷門当直者等）』に対する訓練要件について条約の改正を提案した。これに対し我が国政府および国際海運連盟（ISF）は、船員は保安の専門家ではないことから、SSO以外の乗組員には船舶保安に係る一般的な知識を求めるに留めるべきであると発言した。また、アメリカはSSOを除く乗組員に対する能力要件を、同条約第2章（船長および甲板部）および第3章（機関部）に盛り込むことを提案したが、イギリス、我が国政府等が本規定は第6章（非常事態、職業の安全、医療及び生存に関する職務細目）に盛り込むのが適当とし、多くの国がこれに賛同した。　これらの案件に関し、ワーキンググループでは乗組員に対して何らかの規定を設けることで意見．が一致したが、�pCW条約のどの箇所にどのような規定を盛込むかについては意見がまとまらなかった。　このため、議論の前提となる基本事項の検討をMSCへ付託することとなった。3．部員の能力要件　有能海員（Able　Seaman＞の証明に関するILO（国際労働機関）第74号条約（我が国は未批准）に定める有能海員の要件を訂CW条約に移管する▲IMO第37回訓練・当直基準小委員会の模様ことが昨年5月の第80回海上安全委員会において決定されたことを受け、有能海員の要件をどのように定めるかについて検討した。　本議題に関しては、前回会合でイギリスを幹事とするコレスポンデンスグループ（CG）が立ち上げられており、我が国政府はCGのメンバーとして、�@まず有能海員の定義を明確化した上で、その能力要件を検討すべきであり、�A訂CW条約は最小限の能力基準を規定するものである事から、ILO74号条約の範囲．を超えるべきでない、即ちGrade1という新たな職位を創設することに否定的な意見を提出していた。今次会合においても我が国政府は引き続きこの観点に立ち会議に臨んだ。　なお、�pCW条約第2章4規則において甲板部当直部員、第3章4規則において機関部当直部員の最小要件がそれぞれ規定されており、今次WGでは既存の甲機当直部員より高い能力を持った当直部員（∬CW条約上の有能海員）の要件について論議が行なわれた。　我が国政府は前回会合、CGおよび今次WGにおいても、前述の�@�Aを主張したが、賛同を得られず、有能海員の具体的な要件について協議は進行した。WGでは、既存の当直部員等に関する規定に加えて有能海員の資格を新たに定めることとなったものの、能力要件の詳細等についてはCGを再設置し、議論を継続した上で、次回会合（訂W38）へ報告することとなった。　今次会合にて大筋合意した有能海員の要件は以ぜんきょうF�S2006働11聾匠W5懸匠W§騨羅層》蕊騨瞭騨騒耀醗轡欝i三三轡欝i縁蟹轡欝名　　称甲　板　部　（Able　Seafarer）機　関　部　（Motorman）定　　義S丁CW条約付属書第2−5規則を新たに設ける。（詳細ﾍ今後検討する）STCW条約付属書　第3−5規則を新たに設ける。（詳細ﾍ今後検討すや）年　　　齢18歳以上18歳以上要　　　件・18ヶ月以上の乗船履歴またはP2ヶ月以上の乗船履歴十承認された訓練・救命艇手としての技能・12ヶ月以上の乗船履歴または@6ヶ月以上の乗船履歴＋承認された訓練認定方法試験または評価による試験または評価によるなお、有能海員（Able　Seafarer／Mo℃orman）が定義されても、部員の安全配乗要件は旗国の権限であるとされている。下の通り。4．GMDSS通信士証明書の更新　GMDSS通信士の免許を持つ航海士について、その技能が不十分である場合が多いとの調査結果から、ノルウェーは同通信士に対し5年毎に免許の更新試験を義務付けるsrCW条約コードAの改正を提案した。　本議題は、同じくノルウェーが過去にも提案しており、綴W33（2002年）において免許の更新についての変更は不要であるとの結論が出ている。　過去の議論を踏まえ我が国政府は、免許更新制度に関するノルウェー提案は、甲板部および機関部との整合性を欠くため、問題があると発言したほか、コードAの改正についても否定的な態度を示し、諸外国もこれに賛意を示した。　この結果、訂CWコードの改正は行わないこととなったが、GMDSS通信士の技能に関する問題については次の通り対応することとなった。�@短期的解決策として、GMDSS通信士の習熟　　訓練の必要性に関するMSCサーキュラー案を　　作成する。　�A長期的解決策として、設備上および運用手　　続上の標準化を図る。（第10回無線通信・捜索　　救助小委員会　（COMSAR10／本年3月開催）　　にて検討する）5．今後の作業計画およびSTW38の議題　次回会合の主要議題について次のとおり提案があり、承認された。　・海事保安（保安に責任を有する者および責任　　を有しない者の資格要件）について　・部員の能力要件（「Able　Seafarer」および「Mo一torman」の要件の詳細）について・LNG船を含むタンカーに乗組む船員の標準的　な能力について・�pCW条約の包括的見直しについて6．その他の議題（S’rCW条約第6章における能　力証明に関する見直し）　STCW条約第6章（非常事態、職業上の安全、医療および生存に関する職務細目）について新たに再訓練※を義務付けるべきとするノルウェー提案について検討した。　これに対しアメリカ、フィリピンおよび我が国政府は、再訓練は船社や船員に不要な負担を強いることとなり実施すべきでないとの見解を示したところ、当該能力証明の要件について見直す前に、同条約6章のうち船上での訓練が不可能な分野を特定することが重要であるとの認識で一致し、これを次回会合（訂W38）で検討する事となった。※具体的には救命艇、上級消火および応急医療等の更新のた　めの再講習（Re廿esher　Tra童ning）のことである。7．その他（1＞IMO事務局長スピーチ　　IMO事務局長のミトロプロス事務局長は、閉　会スピーチ等においてテロ対策等の海事保安や、　増大するLNG輸送の安全運航に対応できる船員　育成の要請等の課題への対応の重要1生を強調し　た。更に同事務局長は、これらの課題に対応す　るためにsrCW条約の包括的見直しの必要性に　関する予備的検討を開始すべきとの認識を示し　た。（2）�pCW条約の包括的な見直し12．覇ぜんきょうF�S2006　IMO事務局長の見解を受けて、STCW条約の包括的見直しの必要性について議論したところ、アメリカをはじめ各国から、同条約の見直しは不整合な点に限定すべきであり、包括的な見直しに対しては慎重に対応すべきとの意見が相次いだ。　本件については引き続き海上安全委員会等で　議論することとなった。（3）次回会合の予定　　次回会合（団rW38）は、2007年1月22〜26日　に予定している旨、事務局より報告があった。　また、小委員会の議長選出を行い、Peter　Brady　海軍少将（ジャマイカ〉が再選された。　　　　　　　　　　　　　　（海務部：田部）1内外情報　第3回「船・機長配乗要件の見直し等に関する検討会」（座長：野川　忍・東京学芸大学教授。以下「検討会」）が2006年1月16日に開催された。これまでの検討会において、日本籍船における日本人船・機長配乗要件が撤廃された場合でも関係法令への抵触を指摘する省庁はないことが確認されており（本誌2005年10月号P．18および12月号P．19参照）、第3回では、海事局が実施した船長などの国籍要件に関する外国の実態調査について報告があった。それによると、ノルウェーの配乗規制が最も緩く、英国、ドイツ、オランダ、フランス、デンマークの順で規制内容が厳しくなっているとのことであるが、外国人船長を認めているケースも見られ、日本の配乗要件の撤廃について国際的な問題はないことが確認された。（調査の詳細はP，17〜18【資料1】参照）　海事局は、3月を目処に第4回検討会を開催し検討の取り纏めを行うこととしており、それまでに配乗要件の撤廃という政策転換の意義について関係者間の共通認識を確立すべく、調整を継続することとしている。　　　　　　　　　　　　　　（企画部：本匠）国交省、国際海上コンテナの国内陸上安全輸送に関するガイドラインを策定一一D頭、荷主、トラック事業者等の関係業界別に取り組むべき指針を公表一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。輪、瀦専≧、．繕塾｝．瀦�m．識蝋蕪．。燃私癬．、．．¢繊．撫い懇諏　2005年12月、国土交通省自動車交通局は、これまでの関連行政機関および関連業界との意見交換（当協会もWGに参画）を踏まえ、国際海上コンテナの国内陸上安全輸送に関するガイドラインを策定・公表した。　本稿では、国交省策定のガイドラインの中から、船社に関連する部分を抜粋（一部編集）した。外航コンテナを取り扱う国社に対しては、コンテナの不具合（偏過重・コンテナ損傷等）が判明した際の関係者への連絡等が求められている。1．ガイドライン策定の背景　国際海上コンテナの陸上輸送については、コンテナ内における貨物の積み付け状況や総重量、危険物の有無や種類、数量および性状等についての正確な情報がドライバーまで十分に伝達されていないため、貨物の不適切な積載等を要因とする横転事故の発生につながるとともに、荷崩れ事故等の緊急時における対応の遅れにつながるほか、二次災害発生の危険性も高くなる等の問題があるとの指摘が従前からなされていた。　こうした問題に対処するため、Ol年9月より関ぜんきょう飽δ2006細13髄匠WS闘駐W5麗暉W鑓耀難騨蕊継・i蹉騨霧瞬顯騨灘懸轡驚係省庁間において意見交換が開始されることとなり、コンテナ貨物情報の伝達に係る仕組み作りの検討が続けられ、04年6月には関係団体に対し安全輸送に関する要請がなされる等、問題解決に向けた取り組みが進められてきたところである。　しかしながら、こうした要請についても関係各者においては十分認識されておらず、コンテナ内の貨物情報の伝達が十分になされていない状況が改善される見込みは乏しい状態にあった。　このため、これまでのような抽象的な要請ではなく、関係各者の具体的な取り組みを示す指針等の発出が望まれることとなり、今般のガイドラインを策定するに至った。2．ガイドラインの目的　国際海上コンテナの陸上安全輸送対策の強化のため、外航船舶運航事業者、港湾運送事業者（ターミナルオペレーター、海貨事業者等）、利用運送事業者およびトラック事業者が、それぞれ取り組むことが望ましい具体的な措置に関するガイドラインを作成した。3．船社に求められる取り組み（ガイドライン）　以下、◎を付した事項は基本的な内容（基本的要件）、○を付した事項はさらに望まれる内容とする。　・基本的な内容（◎）：安全確保のために必要と　　される基本的事項。具体的には、法令に定め　　られた事項および04年6月29日付国交省自動　　車交通局長、海事局長、政策統括官連名によ　　り関係団体に発出した「国際海上コンテナの　　安全輸送に関する要請について」に記載され　　．た事項　・さらに望まれる内容（○）：今後の技術開発　　の発展に応じて、段階的な取り組みがさらに　　望まれる内容（1＞積載方法に関する指示と確認・偏過重、コンテナの損傷防止のため積み付けに　関する啓発　◎偏過重防止、コンテナの損傷防止のために、　　積荷の特性に留意した適切なコンテナの積み　　付けに関する啓発活動を発荷主に対して行う　　こと。・過積載の防止　◎海外の発地にてISO基準値を超える過積載コ　　ンテナが発見された場合は、荷送人に連絡の　　上、引き取りを要請することとするが、万一　　ISO基準を超える過積載コンテナが日本に到着　　してしまった場合は「コンテナの重量超過が　　判明した際の受け荷主との調整」記載の事項　　に準じて対応する。・コンテナの不具合が判明した際の受荷主との調　整　◎ターミナル内で偏過重、高重心等が生じてい　　ることが判明したことやコンテナの損傷、内　　容物の漏れ等の不具合が確認されたことの連　　絡がターミナルオペレーターからあった場合　　には、荷主へ連絡し、運送契約等に基づき責　　任体制を明確にした上で、関連法令に抵触し　　ないよう適切な措置が講じられる調整を行う　　こと。・コンテナの重量超過が判明した際の受荷主との　調整　○検量の結果、書類に記載された重量と大きく　　異なっていたため、引き取りの際に過積載と　　なることが判明したとの連絡がオペレーター　　からあった場合には、荷主に連絡し、運送契　　郎等に基づき責任体制を明確にした上で、関　　連法令に抵触しないよう適切な措置が講じら　　れる調整を行うこと。（2）内容物等に関する情報伝達・内容物に関する情報の開示　◎コンテナ内容物について、ターミナルオペレ　　ーター等当該輸送関係者から問合せがあった　　場合には、把握している情報をもれなく提供　　すること。（3）危険物輸送に関する注意事項・事故発生の恐れがあるときの対応　◎危険物が漏れる等で、災害が発生するおそれ　　のある情報を得た時は、速やかに荷主等関係14騰廿A．キ♪；「FρAク0朋飯へ照会すること。〈解　説〉■積載方法に関する指示と確認について　船社が行う偏過重、コンテナの損傷防止のための積み付けに関する輸出国の発荷主に対する啓発活動としては、次のような具体事例がある。　例1）貨物の固縛の徹底（木材のバラ積みを禁　　　　止する等）　例2）木材、パイプ等を使用した貨物位置の固　　　　定を徹底する（コンテナ後部の荷止め等）　　　　等　船社が輸出港における検量によりISOの基準で過積載のコンテナを発見した際に講ずる安全な措置とは、具体的には、輸出国において積み替え等によりコンテナ規定の積載量まで貨物を縮減すること等である。先進国以外の地域からの輸入コンテナの中には、稀にコンテナの強度を超える重量のまま日本のターミナルに到着するコンテナもあり、注意が必要である。注）ISOのコンテナの総重量と国内法（道路法）の総重量の上　　限には差があり、船社はISOの基準のみ遵守している。4．受荷主、トラック事業者等その他事業者に求　められる取り組み（ガイドライン）　本誌への掲載は省略するが、ガイドライン全文・関連する資料は以下国交省ホームページを参照。なお、国際海上コンテナの陸上における安全輸送に必要な情報等の流れは【資料】の通り。　ガイドライン全文・関係資料：　　http：／／www．mlit．gojp／kisha／kishaO5／09／　　091228　．htm15．今後の課題　国際海上コンテナの陸上輸送の安全対策を強化する為には、本ガイドラインを検討したWG関係者を始め、関係団体、関係事業者等が、本ガイドラインを確実に普及させるという意識を共有するとともに、国際海上コンテナの陸上輸送に関わる各位が、本ガイドラインを着実に実施することが必要不可欠である。　また、実施状況を広く関係者に知らせるため、本ガイドラインの実施状況を定期的に把握し、関係者の意見を踏まえガイドラインの見直し等を図っていくことが必要である。　なお、本ガイドラインの実効性を一層高めるためには、以下の課題についても今後検討していくことが重要である。【課題1】コンテナ情報の伝達におけるITの活用　本ガイドラインでは、コンテナ総重量、内容物の品名等を運転者までどのようにして伝えていくことが望ましいかを示した。コンテナ情報の伝達を実施する場合、関係者間の情報伝達の手段としては、主に電話とFAX、書類が利用されており、情報伝達を実施する場合、各関係者が必要なコンテナ総重量、内容物の品名等の共通する情報がその都度入力されるなど業務負担が大きい。このため、情報化を活用した業務負荷の軽減など関係者間のコンテナ情報の伝達方法の検討も重要である。　情報共有化の具体例としては、日本コンテナ物流情報ネットワーク（JCL−net）が、ターミナルオペレーター、海貨・通関事業者、トラック事業者の3者間における業務の電子化・標準化を推進するために05年よりサービスを開始しており、搬入票に相当する情報を教授する機能を有している。【課題2】海外の発荷主への啓発　外航船舶運航事業者は、偏過重防止、コンテナの損傷防止のために、積荷の特性に留意したコンテナの積み付けに関する啓発活動を海外の発荷主に対して行っている。今後は、本ガイドラインに沿って、受荷主からの海外の発荷主に対する、商品特性に応じた積み付けに関するより実効性のある指示を推進していくことが課題である。【課題3】コンテナ輸送機器、車両の改良、開発　　　　　（省略）【課題4】国内からの輸出コンテナの陸上輸送に　　　　　ついて　わが国からの輸出コンテナへの積み付けば、国内における各種マニュアル等に基づいていることが多く、一般的には荷崩れは生じにくい。しかし、せんきょうEθう2006鯵15　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　驚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　慧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　灘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　騨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鎧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　轡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　纏醗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　騒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　轡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　嚢耀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　轟　　　　　　　　　　　　　　　　轡　　　　　　　　　　　　　　　駐　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　W　　　　　　　医　　　　5匿　　。，ρ如3踵e塩O歴初」m芒ｩ題U一四盟圃緻．如曝旨○　　　　　　　　　。5博⊃田頚並ト眠ハ［e騨纐駆唄，佃畔旨勧慢舶脚鰹継］酬胴○　　　　　　　。巽姻ぐ1貼ーユて杓、＃姻、三野廻⊃憎選掴帥鷺宮剛．釦畔旨Φ皿○　。貼K騨埋ト応ハ［e雛廻咄矧．Φ畔旨9爬燃ームて於○　　　　。�Q歴b幽P15】層細掴辮胆　トト二目Φ三孝嶽冊○　　　　叶睡夢　　　　　　　　。姻膜e腫旺旨e即理§鰹廻．桓牒○　　　　　　　　。3樽，拘羽肇並ト眠ハ［e帥黛駆唄．釦砿旨b廻惚姻獣枢U一酬似○　　　　　　。貼K辮坦e帥鞭圃倒、佃墨黒e9便昨爆姻○　　　　。凝滞ぐ瓢畏．如罫e薗旨羽肇均廻e�l鱗型深．姻麟旨極廻欄掴醗猟以酬幽○　　　　　。引引ぐ細縮冊孤輿掴騨鯉e雛胆咄剛、佃畔旨○（順罪頓殿）。鯉燗U｝汁騨剛U｝駄鯉）］嗣脚や辮箪e9爬細註献酬痩○湘一一へ引回⊥呵I　I−I　I■　1「一　181「Il　■一一一一一一隔一阿一　　　　。煙亥誉喜捨ゆ均一　　　夜U」媚隈如理e§鰹爬．揮駆○■一　　　　　　　。擾釈ゆ勧挨］，P佃3胆e齪Ω踏初一�o芫ﾉ題U一唄鞭酬酬．佃叫旨○　　　　　　。蹄K購坦e帥廻酬酬．佃畔旨e9爬貼睡卿○　　　。禦剛ぐ雛＃墾．釦馨e向旨翌攣倉促e糟鱗駆唄．釦砿旨極喫御璽殴似ロ｝酬胴○　　　　。禦鋼ぐ柑田．貼糎剛掴賑肥』e馳劉咽酬．釦畔旨○恥ームて杓まト酬−恥　・縮響　　　　　　　一　　　　　　一　　　　　■　　　　一　　　」　　層　一一獣遡野冊ゆ掴膣U帥hヲ∀沿鰹．酬剛　　　再漢e騨肥〒e塩密棄誹釦臥旨　1山▼　1山▼冥薫e座髄　與臨漁」1▼　　　　　　。翻麗）5∩］健亥樽罫週．⊃鯉姻ぐ矧揮並も旧ハ［e肺廻酬冊．釦叫旨○　襲巽b掌禽灘・　　熈余§鰹廻・　　　　咽欄繹・　　　皿曙潭暉・　黒騨トトハ［・×ヤ卦トトハ［・《騨肥　ゆ極刃酪麹範和習臨へ〉い⊥》　　。齢KO垢］凪帥e翼算h章心照b嘱照曄博鵬葭］初鰹昨K緑挿亟謎←麺瀦頃　　　　　　　　　。畢興P］嗣細掴購胆［「e帥話題b掌沿照、（蝶騨§纒硬）�q惚胆雌．後やわ．酬細ト塩ハ［○湘三密忽嬢．一1一∀。欄搭掴起網殖e橿羽攣．O図廻酬驕）3∩U優夜博罫璽．P引廻⊃U一鰹罫掴羅箪出睡瑠6剛］帥暴潔刑剛　　　　。壇哀咽戸Q醤蝦ゆ極夜U】姻彫瓜如理e§鰹魍，浮島○　　　　　　　　。鰍麗）3∩］榎枳博昼剛ゆ極禁已侭眠ハ［e馳魍酬細．Φ畔旨○　　　　　　　　　　。鱗脂騨坦博鯉固eぐ黙�o日照○　　　　。貼K騨肥而雌器］繍に腓凪帥e震萎b掌左記○　　　　　　　　。慮興課齪ゆ極匪］b掌南陽憩B姻○。階割試製旧肥搾り〕蕪隷掴圃剛鱗揮eO廻転叡応益［「、想課5や�@通刈羽膵勲○（細K侮）引廻導出　　、　、　、、、　　、　　、　、　、、、＜←一一一一　　　　　　。襲弊P二∩昆懐戻酋B姻．⊃繁型ぐ州揮並叡旧ハ［e帥魍咄酬．佃畔旨○　　　　。聖夜や負阜姻ゆ悔摂皐二戸即ビe畢鰹姻、潭輝○　　　　　　　　。愈媛課遡ゆ袖誕U｝b掌湾腿や5劉○　。四顯麺昼姻ゆ極夜］侭トハ［餌距戴e腿頻糾網O望○翠彊　　（帥凪帥蹴揮b翼魑舳瀦螢盤K解e肺ハハ、ZIロト嘔ハ［、⊥K⊃黙ハ皆診「）冥緩e鞭辮撃樋臨橡9凶憲酬榔ゆむ紹9→型eも市八ロ引腱塾圃　【稟賦】トラック事業者等の取内容を参考にした発荷主、組みが望まれる。（企画部　山上）運転者が運行する際に注意すべき事項は、輸出コンテナも輸入コンテナと同様であるため、今後は、輸出コンテナの輸送に際しても本ガイドラインの16麟せんきょうFθ∂2006」隷曽鴨qO�B齢W一刈【資料1】外国の実態調査の状況について（下線については過去の調査結果によるものであり、最新状況等を確認中）資料提供　国±交通省質　問　事　項　　　　　　　　　　フ　ラ　ン　スノルウェー英　　　　　国ド　　イ　　ツあり。原則なし。ｦ2．のように過去の調査内容に相違があ原則なし。ｽだし、「戦略上重要な」タンカー等の船長ﾍ、英国、英連邦、EEA又はNATO諸国籍ﾉ制限あり。あり。D長はドイツ人でドイツ免状を保有していﾈければならない。（2006年からはEU国籍yびEUの免状でもよいこととなる予定）i．貴国においては、貴国籍船への船員のz乗について船員の国籍上の制約がある．舶ｪがあるか（制約とは、例えば船長職ﾍ貴国籍に限る、または丁田の海技免状�受有する者に限るなどを指し、また、@法令に基づかない事実上の制約も含む。〉。るが、一定要件の活用により事実上配乗制約はないと考えられる。．一一一一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　匿冒iNIS船：ノルウェー国際船舶）z乗に関し以下の2つの調査結果があり、．．いずれが正確か確認甲。（ケルゲレン籍船：フランス国際船舶）@船員の3596はフランス人でなくてはならﾈい（そのうち船長を含む4人はフランスl日フィサーでなければならない。）。配乗ﾍ政府の規制ではなく．当該船社と通商組��?驍｢は船員の代理人との協定によって?閧ｷることを検討中〔H15現在）。�@国籍に拘わらず乗り組むことがでぎる。　1，の配乗の制約の範囲は具体的にどﾌようなものか。また、船長など職務別ﾌ違いがあるのか。（例えば、船長についﾄは貴国籍又は一定の範囲内の国籍でなｯればならない、買国の海技免状受有者ﾅなければならない等）さらに、一定のv件で例外を認めているならば、その具ﾌ的要件はどうなっているか。2船長以外は外国人船員の配乗が可能。（船長についても、一定の要件を臭備すれば外国人の配乗可能。）【例外規足の適用により一定要件を具備すれば船長も含め外国人船員の活用を認めており、事実上ノルウェー人船員の配乗義務はないとの記述もある。1承認制度は検討中。（H］5現在）一一　承認制度があり、STCW条約の要件を満ｽす外国免状の所有者は、その免状の範囲烽ﾅ職に就くことが可能であるが、．その場�には訓練、実務経験の評価が行われる。��?�許可する場合、ノルウェーの有資格（マン島籍船：英国国際船舶）@国籍に関する規則はなく、船長・機関長ﾍ英国発行の資格免状、英連邦諸国の資格ﾆ状、EEA又はNATO諸国の資格免状のいｸれかを取得していればよい。@他の職員に．ついては、STCW条約締約国ｭ行の資格免状を取得していなければならﾈい。．@ただし「戦略上重要な」一部のケミカル^ンカー及びRORO船の船長は英国、英連M、EU、　NA丁O加盟国籍に限定している。@承認制度が導入されている。D長・機関長＝国籍要件はなく、英国、英^邦、EEA又はNATO諸国の資格免状を取ｾしでいる者ｻれ以外＝国籍要件はなく、STCW条約締�国発行の資格免状を保有する者iただし「戦略上重要な」タン力嶋等の船ｷには国籍要件あり6）ﾈお、マン島籍船以外の英国籍船の配乗要（GIS胎：ドイツ国際船舶）@船長はドイツ国籍及びドイツの海技免状ﾌ保有（2006年からはEU国籍及びEU国ﾌ免状でも良いこととなる予定）が必要．@他の職員については、ドイツの承認証を謫ｾしていなければならない。@承認市1渡があり、＄TCW条約に基づぎIMOﾌホワイトリストに載る国については受け?黷驍ｱとができる。ただし、相手国はドCツの船舶所有者の要望の上選ばれ、また、ｻの椙手国はEUにも受け入れられなけれﾎならない。D長＝ドイツ人でドイツ免状（2006年からﾍEU国籍でEU国の海技免状でも良いこﾆとなる予定。）ｻれ以外＝国籍要件はなく、ドイツの承認ﾘを保有する者iGis船以外の船舶の場含＞fIS船以外であっても配乗要件に相違は無ｭ、船長にのみ上記の条件がかかる。証明書を発行する。　ケルゲレン籍船の場合は、原則として本lの有する海技資格を認めることとなって｢る。D員の35％（船長を含め4人のオフィサー�含める）＝フランス人でありフランス免�を受有する者ｻれ以外＝国籍要件はなく、本人の国の海Z資格を受有する者ﾈお．ケルゲレン籍以外の船（フランス本全船員＝国籍要件はなく、STCW条約締約曹ﾌ海技免状及びノルウェーの有資格証明曹�所有する者ﾈお、．NIS船以外のノルウェー国籍船の配．国籍船）は、船長及び一等航海士はフラン乗要件については未回答。．件については未回答。ス人、それ以外はEU．国籍でなければならない。朱回答未回答．コメントなし3．貴国において、外国籍の船員もしくはO国の海技免状を受有する船員を貴国籍Dへ乗船させることを認めている（ある｢は認めていない）理由．・背景としては、@どのようなものがあるか。．また吋．今の制xを改めることは考えているか。または、ｻのような議論がなされているか。海事産業及び労働市場は国際的になってい驍ｱとから、ドイツ商船についてもその国ﾛ的な労働市場を利用する必要がある。一P謬ヰ》．君T」勺シ9こbハ資料提供　国土交通開墾　問　事　項デ．ン．マークオ　ラ．ン　ダ米　　　　国日・　　　．．本．．1．貴国においては、貴国籍船への船員のあり。．あ．り。．あり。．あり。配乗について船員の国籍上の制約がある部分があるか（制約とは、例えば船長職．船長はデンマーク人でなければならない（た船長はオランダ国籍、EU各国又は二国間協船長を含め船員の75％は米国人でな1ナれば国籍要件は無いが、船長及び機関長は日本は貴国籍に限る、または貴国の海技免状だし、非常に特殊で稀なケースとして、外定のある国の国籍に限られる』またオランならない。．．の海技免状を保有していなければな．轤ﾈい．を受有する者に限るなどを指し、．また〜国人がデンマークに永住し、かつSTCW．ダ国籍以外の者が船機長一等航海士、一．ことから、事実上日本人に限られる。法令に基づかない事実上の制約も含む。）。条約の要件を満たすケースがある。）。．等機関土で乗り組む場合は試験が必要。2，11の配乗の制約の範囲は具体的にど（DIS船：デンマーク国際船舶）．個際船舶制度はない）．匿匿一一−ﾂ際船舶制度はない）．一一一一のようなものか。また、船長など職務別DIS船の船長はデンマーク人でなければD長はオランダ国籍、EU各国又は二国間正員の75％は米国人でなくて1まならない。日本籍船の配乗に際し、また、海技免状．の違いがあるのか。（例えば、船長についならない。その他の船員については国籍に協定のある国の国籍（EEA諸国以外とも協また残りの25％はグリーンカード（労働許の取得に際し国籍要件はない。ただし、日．．ては貴国籍叉は一定の範囲内の国籍でな関する条件はない。（非常に特殊で稀なケー定有り）に限られる。さらにオランダ国籍可証）を保持していれば外国人でもよい。．本の海技試験は日本語で行われるため、．融ければならない、貴国の海技免状受有者スとして、上記がある。）以外の者が船長、機関長、一等航海士、一また、船長は米国人でなければならないが、実上日本の海技免状を外国入が受有するこでなければならない等）さらに、一定のデンマーク籍船に乗り組むためには、．デ等機関士で乗り組む場合はオランダ政府発それ以外の職種に国籍の指定はない。と1ま困難。要件で例外を認めているならば、その具ンマークの海技資格の所有者であることが行の資格証明が必要で、国内法令試験（船【なお、外国人船員も米国人と同額の賃金．体的要件はどうなっているか。必要。．舶法）に合格することが必要（試験はオラ．が支払われるため、コスト削減には繋がらDIS船の場合は、デンマークの海技免状ンダ語又は英語）。．【なお、．上記規制は厳しない。】．以外でも、EU域内在住者はその国の海技免．いと考えられ、船長国籍をSTOW加盟21国状（EU以外であってもデンマークが承認しに拡げる法案が近年提出されたが、労働組た国の海技免状）、またはS丁CW条約を満合の反対で否決」たす海技免状であればよい。承認制度は、Dβ．船に乗船する場合のみ．承認制度があり、EU〜EEA諸国の資格認承認制度はない。船舶職員のうち船長・機関長を除いては．認められる。巳TGW条約に従った海技免状定証は承認され、それ以外の国であれば調（米国の場合、外国の海技免状であっても、外国の海技免状の承認制度を取D入れておであること．、またはEU．加盟国等デンマー査を経て承認される。米国内で有効な免状として認められる。）．り、日本政府に承認されれば、．O国の海技クが承認した国の海技免状であることが条承認済み技能認定書を所持する外国人船免状を受有する者も日本籍船の船舶職員と．．件。舶職員について、当該職員の質がSTGWなることができる。条約の要件を満たしている場合に限り船主は雇用できる。船長＝デンマーク人でデンマーク海技免状船長＝オランダ人でオランダ免状または国船員の乃％（船長を含める）〒米国人であ船長、機関長＝国籍要件はなく、日本海技（上記のように非常に特殊で稀なケースも内法令試験に合格したEU、　EEA国籍の者D米国の免状を受有する者免状受有者であることが必要（ただし、．．事ある。）で（承認済み技能認定書を受有する者）実上日本海技免状受有者は日本人に限られそれ以外＝国籍要件はなく、デンマーク、それ以外＝承認制度により承認された国の．それ以外＝米国人かグリーンカード．．（労働る。）．それ以外＝国籍要件はなく、．日本政府に承．EU（あるいはデンマークが承認した国）又は人で承認済み技能認定書を当面する者許可証）を保持する者であり、米国の免状認された外国海技免状を受有するものSTCW条約締約国の海技免状を受有する者または外国の海技免状を受有する者。（DIS船以外の船舶の場合）デンマークの海技免状保有者のみ乗船で※なお、内航船の場合は全てアメリカ人船きる。員でなければならない（ジョーンズ法）。一一一．R．貴国において、外国籍の船員もしくはデンマーク商船隊の国際競争力の発展のたOECD国内で海技者になろうとする若者が国防の観点から米国入船員の雇用を奨励。外国の海技免状を受有する船員を貴国籍め。非常に少ないことから、．国際的な船舶を維船へ乗船させることを認めている．（ある持するために外国籍の者に開放している。．．いは認めていない）理由・背景としては、また、承認を行うための背景としては、国どのようなものがあるか。また、今の制際的な船舶の所有者からの要望、その国の度を改めることは考えているか。または、教育訓練の質などである。そのような議論がなされているか。M＜＜簾舞田《《験誕畷《《脇…叢朧蓬験響町朧蓬鷺山刷艦纒曙繰麟鋸嚢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おおいでかずはる　　　　　　　■日通総合研究所経営コンサルティング部シニアコンサルタント大出一晴氏■i講師；大出一晴氏　　　　　　　　　　　　　ii　1959年生まれ。81年慶懸義塾大学商学部卒業、il同年日本通運�鞄�社。92年より日通総合研究所iiに勤務し、現在、日通総合研究所経営コンサル　iiティング部シニアコンサルタント。調査・論文il・著書多数。　　　　　　　　　　　　　　i　ただいまご紹介にあずかりました日通総研の大出と申します。本日いただきましたテーマは、「最近の中国の物流事情」ということで、今回のお集まりが船主協会の会員さんで海運会社ということでございますので、私のほうからは海運に付随して、中国の国内物流がいまどのように変わり、どういう状況であろうかというお話をさせていただければと思っております。はじめに一中国ビジネスの現状　過去ユ0年〜15年で中国のブームが非常に強く、またWTOの加盟といったものが大きな契機となり、中国が名実ともに国際社会の一員になった。それも追い風になって、日本企業がだんだん外に出て行くという中で、中国が進出先の大きなターゲットになったということは、皆様のビジネスでも実感なされていることかと思います。　ただ、ここ1〜2年、中国リスクというのでしょうか、中国に対して若干アゲインストの風もあろうかと感じます。我々の業界から見ても、やはりこの数年、中国のビジネスを確かに進展させていくという動きはまず間違いない。しかし、反対△日通総合研究所　大出一晴氏の動きがここ2〜3年出てきているのも事実だと思います。　1つは、中国一辺倒でいいのかという問題で、やはりプラスワン、それはどこになるかというのは、ASEANの中でベトナムか、インドネシアかという議論はいろいろあるにしろ、中国プラスワンという形で、中国に対する熱も少し冷めたところがあろうかと思います。　もう1つ、我々のご相談に出てくるのは、進出して行くというよりも、逆に撤退したいというご要望、相談が非常に増えているのも事実です。我々の同業である銀行系の物流業者さんも、「進出するというより、いまどうやって撤退するかというご相談を受けますよ」というのがこの2、3年増えているように思います。特に繊維関係ですが、人件費が上がってきて、いまは入件費が中国は安いからという理由にはならないということです。ぜんぎょうE8δ2006翻19磯醸購中　国　　　　　　　　口　　「「　　「、　　　　　　　　　　　　　　囁、　「て．漏國囁1…源　「海上9：導囲撤退をして、日本または先ほどの中国プラスワンではありませんが、どこか違うところに行きたい。違うところでないと仕事ができないというのも出てきております。　ただ、先ほど申し上げたように、「中国プラスワン」ですから、中国に対する熱というのは非常に強いものがありますし、ではそれがどういう産業かとなると、繊維は逃げる可能性があるにしろ、中国を市場、マーケットとして見る企業は当然のことながら中国で生産したい。ですから、アゲインストの風はあるにしろ、中国市場の魅力、ポテンシャルを見ている方たちにとっては中国は非常に魅力的である。では中国で何が問題かとなると金融等々いろいろあると思いますが、私はどうしても物流に目がいきます。そうすると、当然のことながら中国を我々物流業者の目から見ると「どうなんだろう」という話になってくるところが、非常に大きな課題になっているのかなと思います。　これがイントロですが、西部大開発等で中国政府が国として内陸の経済格差を縮めていこうというところでいろいろな方策をとっておりますが、物を売るという観点から中国マーケットの内陸の展開にどのように対応していこうかというところを我々も考えておりますので、物流についてそういう話をさせていただこうと思っております。とはいっても、中国の内陸マーケットの範囲はどこ20醗せんきょう飽δ2006までかということになると、売れるという話でいくと長江沿いでは重慶ぐらいまでかなと思います。ゲートウェイから内陸に入るという視点でお話を　　　　’させていただきたいと思います。国内物流の問題点とトレンド　1つ大前提のところで、中国の物流が悪いと巷間言われている1つの大きな要因、何で物流業者、そういうサービス業者がいないのかというベースのところを私なりに考えたのがこの表です。共産主義物流と資本主義物流の違いという形で丁丁をさせていただいていますが、やはりベースになる感覚が違います。我々は資本主義の感覚ですが、中国は当然共産主義の国ですから、物流に対する考え方が違うというのが当然出てきております。　我々は資本主義ですから、価格・生産というのはマーケットが決めます。要するに、売れない限りは結局、何の役にも立たない。近年のサプライチェーン・マネジメントの要請が強まって、ますますこういうことになったと思いますが、マーケットで決まる。では、マーケットで売るためにということだと、我々物流としては納期・定時性の問題、プラス、これは非常に悩ましいところですが、かつ、安くしてくださいという、非常に相反する厳しい要求に応えろということになるわけです。そうすると、輸送としては自営という話もありますが、当然プロがいるでしょう。プロに任せることによって、お金を払うけれど、自分たちの経営資源というのは売れるものをつくるほうで勝負しましょうという形で、コアに経営資源を集中する。ですから、自分たちがコアだと思っている共産主義物流と資本主義物流価格・生Yの決定継の目的輸送主体物流レベル共産主義i中国）生産側・計画に従､移動・コスト自家輸送主ﾌ移動に過ぎﾈい（コスg）資本主義i日本）マーケット・納期・定時性・コストサービス事ﾆ者付加価値＋Rストの追方へ、例えば日本の卸売りさんは、物を小売さんに定時性コストで配送していくというのは自分たちのコアだからということで、物流を離さない。けれども、そうでない製造業者さんはどんどん離していくという傾向があります。プラス、「付加価値」と「高コスト」が物流レベルとしては追求されるというところが当然の近年の動きだと思いますが、共産主義ということになるとこの辺が大きく違ってきます。　1つ、生産価格の決定というのは生産側にある。逆に言えば、計画経済ということは、売れた量よりも計画どおりにつくったという．のが評価の大きなポイントです。ですから、計画は予め1年前に決まって、それに従って経営資源は配分されるということになります。それによって、マーケットではなくて生産側の計画で決まる。そして、輸送はその計画に従っていけばいいということになります。プラス、コスト。コストも当然のことですが、計画に従って移動するということになります。そうすると、サービス輸送事業者によるのではなくて自家輸送ということに大きな意味があるわけです。ですから、企業や何々集団とか、川上から川下までみんな経営ソースを持っている。そういうところが非常に多い、ということは運輸部隊を持っていて、自家物流でやるというのが主体ということになります。そうすると、物流レベルは自分でやって、自分のものをそのまま計画に従うためにやるので、我々から見るとコスト以外のものはあまり重視していないではないか、ということになるわけです。ですから、この自家輸送が非常に多くて、サービス事業者に金を払って、何で外部に金を払って物流をやらなければいけないのかという感覚が共産主義には非常にある。ですから、運輸企業や輸送隊というものはありますが、第一義的には大きな企業グループ、生産物をつくる企業の中の運輸隊ということが非常に多かったということです。これが、従前だと、何で物流がよくないのか、物流企業がないのかという疑問の回答「△続々と会場へ集まる参加者になると思います。　こういうところをまずベースとして押さえていただいて、現在、物流がどう変わってきているのか。資本主義的なやり方がどんどん入ってきて、我々の馴染みのやり方にいまなってきているところです。　もう1つ、「急変するニーズ」。まず、国内物流販売の自由化ということです。WTO加盟を機会にして、中国が自分たちのマーケットを基本的に開放していくということを明確にしました。WTO加盟以前はもめましたが、国内販売、チェーンストアというものも基本的に2000年に自由化されてきたわけです。　もう1つは貿易権、これは今年撤廃されますが、国際物流のほうから見ると、いままで中国に輸出入する貨物というのは予め輸出入者の方がクォーター、枠のような形で持った。基本的には製造業者さんなら、自分たちの製造に関する部材なり、原材料しか入れられず、自分たちの製品しか出せなかった。ですから、日本の商社的な何でも扱えるということはできなかった。これが2005年に撤廃され、基本的には日本と同様に何でも好きなものが入れられて、出せるようになることが期待されています。ですから、今年になって日系の中でも隔日さん、伊藤忠さんを初めとして総合商社ができますということが新聞記事に出ていました。こういう形で貿易権の撤廃が実現するなら、我々せんぎょうEθ02006憩21▲いよいよ開始です物流からすると、当然のことながら輸出入、貨物が増えるというプラスの方向に期待が大きいことになります。　もう1つは、我々業者としての参入も容易化される。2002年12月にWTOに加入したときに、自動車輸送なら3年でマジョリティ50％以上の外資系企業がOKになる。2006年目は、我々はフォワーダーはユ00％外資が可能になるということで、物流業参入の容易化が図られるというプラスの要因で、中国は物流量の増加が当然出るだろうという期待があります。　近年、若干、特に輸出産業についてはいままでよりペースは落ちるかもしれませんが、国内をターゲットにしている我々のお客さん、荷主さん、業者さんの動きは衰えることはないだろう。そうすると、特に国内販売のようなところで物流をどうしていこうかというのが課題になっております。　翻って、中国の方たちはどう見ているかというと、マクロのほうからいくと、日本の企業の場合、例えば、ロジスティックシステム協会さん等々の調査だと、販売価格における物流コストは全産業平均大体5％ぐらいというデータを出しています。また、もっとマクロのベースで見ても、GNPに対して日本の物流費というのはどれくらいかというと、これも10％ぐらい、8〜9％段階で止まっている。同じように、実態とどうかという話がありますが、アメリカなんかも9％だという言い方をします。2？・簸廿A、宍よ5夙ρゐ2ρo召こういうところがら、発展途上国の出たちが物流費用を見たとき、販売価格の1割以下にするというのが1つの大きなベンチマークになりやすいです。そういう目で見たときに、中国の方たち、例えば交通部は、マクロで見たときに自分たちのGNPの20％が物流費用ではないかという見方をしております。これが地方になると、3割になるという形で見ています。ということは、物流費用は、彼らから見ると非常に高いという認識があります。これはミクロ、要するに企業で見たときも同様で、昨年JIFEA（日本フレイトフォワーダーズ協会〉で中国とのセミナーをやりましたが、そのときにご同業のCOSCOさんも大体物流コストというのは製造価格の数割を占めるのではないか、という指摘がございました。物流費用は非常に高いという見方の大きな要因としては、自分たちでやっているから。だからそれを物流業者がやりますよというのが1つの大きな動きになっております。　こういうトレンドがユつ出ているので、いままで自分たちで抱えていた物流がだんだん外に出る形が出ている。そうすると、安くなるという形で物流のパイ自体は非常に大きくなっています。これは物流全体の量が多くなっていることもあるのでしょうが、要するに隠れていたものが外に出たことで拡大をしているわけです。そういう意味で、物流企業が、金融、不動産、住宅等の5大成長産業の1つに数えられるというのが近年の傾向です。各輸送モードー自動車・鉄道・水運自動車輸送　そういう前提の中で、各輸送モードについて触れさせていただきたいと思います。1つは自動車輸送ですが、自動車輸送は当然のことながらベースとしては道路インフラの問題があります。これは右肩上がりで延びています。2002年では世界3番目の道路総延長だったのが、いまは世界で2番目の道路総延長ということになっております。　そして高速道路網の整備で、中国は2010年にかけて基本的な道路、5本の縦の道路と横の7本の道路という大基幹道路を造り、これで一応全国がネットされる。これによって一応500キロ圏内なら半日中で、2，000キロだったら1日で行って1日で帰って来られるというところまでを目標として、いま道路交通網の整備がされているわけです。　こんなに造って大丈夫なのかという意見もたくさんあると思いますが、ここ10年、15年を見ると、こんな調子で実際に造れていることは確かです。，インフラという意味で道路総延長は非常に延びています。　それに対して事業者ですが、これが非常に進んでいるのも事実です。1つは、法整備がしっかりできてきたことです。従来、中国というのは人脈社会だからという言い方もありました。法律どおりにいかなくても、例えばいいコネクションがあればできるという感じで案外回っていた時代もありましたが、WTOの加盟で彼らもたくさん法律をつくって、透明性を高めてきたことで法的な整備は非常にされてきました。80年代は免許の範囲が曖昧で、自動車輸送免許をとると全国配送ができる。全国配送免許があるという風説も強く流れました。実際は、車両は全国を走れるが、事業者の全国免許はなかったのです。2003〜2004年中かけて上海、北京といったところはローカルの参入規制がきちんとできていきました。我々としてはその両足主義、発着それぞれで集荷と配送の許可を取らなければいけないということが明確になってきました。全国免許の幻想は、これは一応クリアされたということになります。各地方で事業免許を取らなければいけないということになりました。　もう1つは、経営資質管理便法です。法律をつくって、このクラス1番になるのだったらこういう条件がありますよ、ということがきちんと出てきたことです。私は日通の子会社におりますから全国配送にこだわりますが、全国配送ができる、州を越えた事業ができるということだとクラス2。5つのクラスがありますが、クラス2以上、クラス1か2から取らなければいけないということになります。そして、3、4、5となります。ただアメリカ的とは違いますが、要するに、要件を満たせば必ず免許が下りるとは書いてありません。これを取るには、当然その免許要件はクリアしなければいけませんが、ライセンスを出すほうは需給状況等々、「そのマーケット状況を鑑みる」という条項が一応入っております。ということは、いまの日本のように形式要件をクリアすればOKになるとは、法律上はなっておりません。そういう問題はありますが、一応クラス別免許というものが出て、それに従って事業を行なう』内容と、それを行なう人たちの経営資源が明確に決められて、多分このクラスユ、クラス2を取っているところだったら間違いないだろうという、利用者としては目安ができてきつつあります。　このようなやり方が中国の方は好きなのか、こういう時期なのかわかりませんが、例えば、フォワーダーの企業だと、中国のフォワーダー協会がコンテスト的なものをやって、そのフォワーダー企業としてのベストを出して、それを公表していく。それに向かって追いつきましょうよ、という形で事業をクラス分けして、初めはある程度差別化する。日本の我々の感覚とは違いますが、そこでいいものを出して、それに合わせよう、という形が非常に出てきております。　そういう意味で、自動車輸送は法的にしっかりしたものができつつあります。ただ、我々のお客さんからしてみると、海上コンテナを運ぶときにちやんとサスペンションがついたものが欲しい等々、振動へのリクエストは強いものがありますが、昔の車両に比べると大きな違いが出てきております。インフラ、事業者、車という基本的な3点は非常に進展を見せております。これはユつの例ですが、中国の昔の代表的な5トン車両。いま箱型のバンタイプを見るのは地方においても珍しいことではなくなっております。これは、私どもの感覚でいくと10トン車レベルです。それで、これだせんきょう．Egう2006働23▲会場の様子けしか運べなかったし、逆にこれだと道路で車が壊れたとしてもドライバーや修理で何とか対応できるということでこのような無蓋車が多かったわけですが、いまの時代はバンタイプで少量のものでも運べる。また温度帯は、大都市を中心に出てきております。鉄道輸送　もう1つは鉄道です。鉄道は日本で言う国鉄ですから生活輸送品を運ぶという大命題があります。逆に言うと、この残ったスペースが我々のほうに回ってくることになります。ですから、中国の鉄道キャパシティは大きいわけですが、石炭・石油という大きな物量があると同時に、我々に見えない範囲で軍隊というものがあるので、どれだけスペースが余るか予想がつきません。そういう意味で、商業貨物の順位というか、プライオリティは非常に低いものになりますから、スペースがでた時しか運べないので定時性がない。要するに、ダイヤがないということです。これが我々からすると非常に大きな問題です。　もう1つは、我々だと通運という業界がありまして、鉄道輸送とそこから先の自動車輸送をリンクする事業者がいるわけです。これが、鉄道業者がトラック輸送を提供してくれないので両端輸送を含めた輸送ができないというのが一般的な評価と言っていいかと思います。それが90年たって変　　わりつつありまして、貨物の専用列車を通そ　　うという構想が出ています。「五時」と言って、　　5つの要素を決めようということです。1つ　　は発着駅、そしてルート、どういう経路を通　　って行くのかというルートです。もう1つは　　車両ナンバー、予めその車両が行くよ。あと、　　発時間と運賃。これは、我々で言うダイヤに　　従った貨物定期輸送便です。これが各ルート　　で出てきています。多くは、上海等からの荷　　物があるということで港から内陸に入るのが　　非常に出ております。　ただ、これも悩ましいところですが、こういうサービスがあるのだから、あまり貨物がなくても当然、満車になっていなくても運行されているだろうというのが我々の感覚です。ところが、彼らは彼らなりの最低発着数量というものを持っていて、これに満たないと出ないという、我々の感覚と非常に違うところが出ています。ただ、そうは．言いつつ、算定列車のサービスの本数、便数が増えているのは事実で、スキップする、出なかったというケースがあるにしろ、出たときに関しては概ね時間どおりに到着するという評価が高いものになっております。中国は鉄道大国で、ハブ・アンド・スポークの形が基本的な中国の鉄道運行ということになりますので、ハブで集まらない限りはなかなか出ないというのが実態です。それを打破したのが先ほどの五定列車ということになります。　我々は物流業者ですから、「小荷物は？」という話になります。一応現在の状況は、我々から見るとしっかりしていないかなというところです。実を言うと、中国では昔1トンコンテナ、3トンコンテナ、日本は5トンコンテナですが、そういうものがあって、これは一応なくなったという話にはなっていますが、使われているところはまだ使われている。鉄道輸送は、こういう形で小荷物は受けていただいて鉄道会社がこういうふうなコンテナに混載して着地に行くというサービスはとりつ△漁廿ん宍上「　泥〃A20ρ丙あえず存在しておりますが、先ほど言ったような実態（ダイヤがない、スペースがないと発車しない）ですから、我々が宅急便なり宅配便を使うように1回送ればフォローなくちゃんと着くというレベルにはなっていないところです。水　運　水運については少し割愛をさせていただこうと思いますが、1つは三峡ダムによる改善で、定時性や迅速性というものは大分よくなってきたということで、先ほどの鉄道と激烈な競争をしております。中国内部の成都のほうに長虹というテレビの会社があって、この対米輸出について、水運に取られた、取ったというのが今出てきています。　河川でいくと干満の差が非常に激しいので、これは重慶ですが、逆上がり形式で貨物を揚げざるを得ない。内陸の開発が進むにつれ、今迄隠れていた貨物が出てきたという、ローカルな物流産業にとって非常にフォローの風が吹いてビジネスチャンスになっており、質についても先ほどの自動車サービスの例のように上がっています。そういう意味で、サービスの向上が非常に出ています。　先ほどの3つのモード間の競合で、特に内陸では鉄道、水運の競合、そしてインフラが上がってきたことによる、ドア・トゥ・ドアの長距離自動車輸送と、メニューが揃いつつあると思います。価格として圧倒的にまだトラックが高いですが、それに乗らない貨物だったら「鉄道はどうですか、水運もありますよ」というメニューが一応提示でき、選択肢が出つつある。長距離輸送、特に長江をターゲットにした場合はこういう形が出てまいります。総合物流への課題　次なる課題としては総合物流になります。各輸送モードはよくなっております。物を運ぶのは我々の基本ですが、物を運ぶというレベルにおいて非常によくなったのは事実です。では、その先は▲聴き入る参加者というと、それを連結させたニーズがだんだん高まってきていることになろうかと思います。その中の1つが、物流センターのニーズです。例えば、保管してそこからデリバリー、通過するといったコンセプトが非常にいま出ています。プラス、それを組み合わせた一貫輸送の構築が非常に大きなニーズになります。逆に言うと、我々外資はここら辺が強みだろうと思います。ここを生かすために各輸送モードはローカルな方たちと協調しましょうという戦略転換が起こっていると思います。　卑近な例で、私の親会社・日本通運は超自前主義なところです。いま我々は国内では郵政と組むというニュースが出ていますが、それより先に、我々は心馳の三菱商事さんの物流と組んだというのが、逆に言うと大きなニュースになりました。こういう形で、我々総合物流は各輸送モードについて中国のローカルな形と競合するのは難しいところで、こういう戦略を取る．ところは非常に増えております。　例え話ですが、中国の物流の1つの例、実を言うと、これは中小ではなくて北京のイトーヨーカドーさんなんですが、月間何万人のお客さんが来るようなところでも、物流センター機能はないわけです。日系の小売さんでも、イトーヨーカドーさんなども店舗が北京で多くないせいもありますが、小売さんに対しては、各ベンダーさんから直送方式というのがまだ多いのです。ですから、非ぜんきようEの2006麹25常に錯綜する。多分、自前で物流センターを持つというのは、いまカルフールさん、ウォルマートさんが深馴で取り組み始めたところだと思います。物流センターでまとめて配送していくやり方が非常に少ないのが中国の現状です。そういう意味で、物流センター構想というのは非常に大きな目玉になろうかと思います　あとユつ、中国はちょっと日本と事情が違うのかもしれませんが、各都市、上海も北京もそうですが、市内の交通道路インフラが経済成長のスピードに追いついていない。我々から見ると非常に困りますが、貨物自動車を時間的に入れないとい．う規制を持っています。大型車両を特に入れない。これは、環境面でそうなっているところが多いわけです。そうすると、どうしても中国の物流センターのニーズが非常に高くなります。これは逆に、政府セクターでもいま道路インフラに力を入れていますが、次に物流センター・物流団地なりの構想に多く投資しているのが現状です。　先ほど言いました総合物流企業ということですが、例えば、長江から、水運会社さんが自動車輸送をコンバインする。そして、24時間配送、48時間以内の配送という自分たちの水運と自動車を組み合わせたサービスを行なう企業が非常に増えてきております。こちらも自動車と通関等と国際輸送をコンバインさせた水運ですが、そういう企業がかなり出てきています。その中で、さらなるサービスの追求へということがいま始まっているところです。おわりに一日本・中国双方から見た物流評価　ここからまとめに入りますが、日系の物流企業が公約数的に評価している中国の物流ですが、インフラ整備は非常に旺盛であった。それに従って運ぶことに関してはほとんどクリアされたというのが認識として最大公約数的なところかなと思っています。ところが、インフラと経済成長の伸び9農轟十十ム、壽トニ〜　17n筑　onnだというものを考えると渋滞、交通規制。高速道路は充実して来ましたが一般道路ではまだ問題があると思います。　もう1つは倉庫、ターミナルの問題があります。我々はこれから中に入っていこうと思うと、どこかで拠点は持たなければいけない。中国の倉庫というと自前だったり、あとは本当に物を置くストック型の倉庫である。そこから通過型の積み替えの倉庫機能への転換が、今後の倉庫物流のベースになるところかと思います。　そういう意味で、インフラ面・ハード面では非常によくなっているところはありますが、それに従って今度はソフト面への移行が問題だと思います。1つは意識の問題、これは先ほどの物流のアウトソースというのは日本でもなかなか出ませんが、物流は自前でやるのだという意識が非常に強いところがあります。あとは付加価値サービスがまだそれを連結する、コンバインするところは弱い。あと、日本人から中国人を見ると人脈社会で、ビジネスでは難しいところがあろうかと思います。　特に付け加えるなら、先ほど「会社をつくるのは簡単になるでしょう」という言い方をしました。これから外資100％がOKになるわけですが、いままであった既存の合弁会社を潰せるということにはならない。悪い見方をすると、片方で結婚してがんじ絡めにされていて、片方で彼らは違う手で国内マーケットにそのノウハウを生かして自分たちのところにローカルのお客さんを取っている。それが2006年までの100％の時間差で何とか追いついて、自分たちの競争力を高めようという、こういう穿った見方もできるところがあります。　特にソフト面への移行ということでもう1つ言わせていただければ、我々はソフト産業ですから、確かにハードが必要ですが、いかにうまく限られた狭いハードで回そうかというのが1つの「腕」になります。ところが、先ほど「クラス分けの免許がありますよ」と言いましたが、いい免許を取るには多くのハードがなければいけないというジレンマがあります。我々は、できれば少ないものでたくさん回したい。ところが、彼らの免許は、言う人によっては、「我々が必要とする10倍ぐらいのハードを持て」という持って行き方。やはり数が多いとか、ハード信仰が非常にあるという、そこがまた悩ましいところです　先ほど倉庫というところも申し上げましたが、中国のこのごろの倉庫を見ると非常に多層階のものが多くなっています。特に港湾では土地が高くてしょうがなくやっているわけです。本当は使いやすいのは2階、3階までだと思いますが、彼らは非常に高いのを建てる。そこに付随する車両置き場、出口は非常に狭いものになる。これは逆に言うと、ハード重視の所管官庁とぶつかりまして、我々は認可を受けるのに非常に苦労しているところもあります。　中国の方から見ると、JIFFAの昨年の日中でのサプライチェーン・マネジメントの共同シンポジウムで、自分たちの物流評価を紹介します。　1つは、物流アウトソーシングが未徹底であるということ。そして、まだサービスレベルとしては低い。特に付加価値の高い総合物流的なものはまだです、という言い方をしています。ただ、プラス面として急激にインフラはよくなっている。あと、やはり縦割り行政。産業ごとに自分たちで物流を全部抱えオープンになっていないので、標準化の取り組みが、今後のことを考えると不安という感じです。あとは国有企業がまだまだ強くて物流部門を内部で持っているので、これがなかなかオープンにならないことです。　次が法制度の未整備で、自動車の輸送についての法律が出来たことによってようやく法的な安心感が出てきています。やはりWTOを機にして法制度が、現在でもどんどん新しいものがっくられているという段階です。逆に言うと実態のほうが先にいっているので、彼ら中国側としても法制度が未整備で、新しいビジネスをするときは困っているという段階です。　最後は総合的物流サービス、周辺業務で、今後ここで勝負をしていこうというところです。そういう中で幾つか課題として出ている1つは、やはり教育、人の問題です。ロジスティックという考えが導入されたばかりでOJTをする機会もないところで、どこで教育をすればいいのかということです。大学では物流学科を設ける動きが出ています。ところが、その妻たちがみんな卒業して企業に入ったとしてもまだまだ足りない。これは日本もいま、3Pしの事業をしょうといったときに、人材が足りないというのと共通しているのかもしれませんが、総合的物流というところでは人材の問題が非常にネックになっております。　ということで、先ほどの中国の方から見た物流の評価と、日本の方から見た物流の評価で、問題点の指摘はほとんど一致しています。日本人から「中国はまだ人脈社会じゃない」という指摘があったのを除くと、日中の問題は共有化するレベルにまでなったというところです。中国の中では、先進的な企業だとハイアールの方たちが自分たちの子会社であるハイアール物流をつくりました。彼らはその中で物流拠点として中国の郵政の物流拠点を利用して全国展開をしていく。電機メーカーの華龍というところなどはCOSCOさんと組んで自分たちで物流子会社的なものをつくって、そこにマネジメントをさせてやっていく。そういう意味では非常に我々と近いやり方、また、その華龍さんのところは、日本ではなかなかできていないようなところまでちゃんとデータを取って何割物流費が下がったから、その分の何割いただきますというところまでなさっているというのも出てきているようです。　いいところは確かにそうでしょうが、控え目に見ても、運ぶというレベルの物流はかなり脱却しつつありまして、一段進んだロジスティック・サプライチェーン・マネジメントというのが、今迄中国の方たちは言葉等で上滑りしているところがありましたが、共有できるレベルになったかなとせんぎょう施∂2006麟27いうところです。中国の方たちも、昔は日本の企業の方から「質を上げろ」と言われていたのが、今度は「安くしろ」と、質の闘題からニーズが変わってきたということを非常に多くの方から聞くようになりました。プラス、中国のローカルの方たちのビジネスマーケットというのは非常に大きくなったことで、当然それにつれて良いサービスが出てきたというのが現在の物流かなと思います。ただ、さらに進んだ物流を考えるとベーシックな荷捌きをして在庫管理をして、早くはかせていくという通過型の物流。ストック型ではなくて、通過型の物流施設を生かした物流というものは今後の課題かなと思います。　雑駁ではございましたが、近年の中国の物流事情ということでご紹介をさせていただきました。どうもありがとうございました。【質問�@】1つお伺いしたいのは、共産主義物流と資本主義物流の比較のところで、輸送主体で、中国では自家輸送主体とありますが、要するに各メーカー、特に大手のメーカーさん等はこういう自動車会社を持っている、あるいは専属の運転手も抱えているということなんでしょうか。あるいは、それでも普通で言うサービス事業者を起用する場合もある。まあ両方やっているのかもしれませんが、パーセンテージあるいは地域による特性等ありましたら、ご教示いただきたいと思います。【大出講師】すみません、これは定性的なものということで、そういう数値データは実を言うと、取っておりません。まさに自家輸送というのは、先ほどご理解のとおり、自分たちで輸送手段、人員をもってやっていくというのが中国のいままでの一般的な動きだったということでご理解いただければと思います。【質問�A】中国で外資系の企業で活躍しているとり。幽十十ム．キト汽　　【戸【轟　りのn6⊃　　　　　　塾▲質疑応答の様子翻灘ころはどんなところがあるのか。それから将来的には外資系と中国系でどんな争いになるのかということをお聞．かせいただければと思います。【大出講師】外資については、名だたるところは欧米系にしろ、Fedexさんにしろ、すべて出ています。日本については、日本通運を初めとして、いま倉庫業者さん、要するに、日系でよく言われているのはこ三家という言い方で日通・山九・日新さんが、我々物流フォワーダーのほうでは早くから出ております。　もう1つのお尋ねですが、競合関係というところだと、現在ローカルの企業に対しての日系の価格競争力というのは強いとは言い難いです。どこの日系企業さんでも、例えば、日通だと山九さんが競争相手ではなくて、日通の場合はローカルの方たちが競争相手に変わっていると思います。そういう中で、何とか総合物流で、特に海外と中国との輸送を1つの強みとして残したい。ローカルについては、強いところとなるべく提携でやっていこうというのが1つ見られるのではないかと思います。例えば、佐川さんは、上海からの宅配便的なものをやろうというのを一昨年ぐらいから始められましたが、ここはまさに陸軍の子会社と組んだ。やはり、そこが一番広いネットワークがあるというので、どうしても国内についてはどこかと組もうという形が非常に多くなっているのだと思います。ilil・N。・8　　　　、、　　首　＼／　　　　　＼し＿．名　　称：所在地（本部）：Bagsvardvql　161，2880　Bagsvard，　Denmark　　　　　Tel：＋4544−36−6800　Fax：＋4544−36・6868　　　　　HP：http：／／www．bimco．dk／会長：ML　Knud　Pontoppidan（Maersk　Line，デンマーク〉事務局長：Mr．　Carstenや．　Melchiors加　　盟：！23ヶ国より2，550社超設立：1905年ボルテック国際画趣協議会�p�I一●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　■Baltic　and　International　Maritime　Council（ボルテック国際海運協議会）�梶@　　｝製貯　　　　　　　　蠣　　箋　　　　　　　　　　　§　　　　　　　　譲　　麟　　　　　　　毒轟、．需　　　　　　　鰻　　　湯　　　　　　　1　冗▲Pontoppldan氏　　▲Me【chiors氏　　（BIMCOのHPより：2枚とも）∵細騨細…、・自…cand　W・・t，　Sea　C。，・，，enGe・揃身メ・・H・1船主・蹟義義�f摺旧藩影回よ諜「蕪羅議盆講謡鰐　くおま　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　い　　　　　　　　げ　1ツ八篇」により構成さ参ている。主な活動としては傭船契約等書式の標準！ヒか有名てあるが1こli鍵liの他�@チータの収集や調査r�A各メンバーからの情報等を含めたメンバーへの最新業界庸翻是鑓・・?Bメノソ〜二の立場に立った仲裁・支援�C矢口識向上のためめワニクシヨノブの開催�D1瞭離　の多くの委鼻会に参加しメンバーの立場からの意見開陳等がある。　．　　　　　　　　　鼠　1｝また■C白／［＄F．INTE白TANKO，　INTERCARGOらとともにR・undT・bl・脚催し襲業目堺にあ1ける共逓識や糸諫を醸成してし、る。　　　　．　一　　1鰍：　　　　i　　　．囁　　　　．、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　冒浮’　　　　　＿ト．内』　ず　i〈議決機関〉＊General　Mee廿ng：総会。2年毎に開催。会長・理事選出等＊Board　of　Directors：理事会。年1回開催。　BIMCOの業務を統括。＊Committee，　Sub−committee等　・Execudve　Committee：執行委員会。年3回開催、会長および船主メンバーで構成。　BIMCOの事業　　　　　　　　　　　　を執行する。．・Documentary　Committee：書式委員会。年2回開催。　BIMCOの中核事業である契約書等の標準書式　　　　　　　　　　　　　の改善等について検討。理事メンバー、船主メンバーの代表、各クラブメ　　　　　　　　　　　　　　ンバー代表、国際機関のオブザーバー達から成る。　・Marine　Committee：海務委員会。様々な田畑で実務経験を持つ技術や運航の専門家によって構成さ　　　　　　　　　　　れ、技術的側面等から執行委員会をサポート。〈事務局〉　事務局長の下、文書および法務部（Documentary　and　Lega1）、海田部（Marine）、安全および国際渉外部（Secu魚y　and　Internadonal　a丘airs＞、サービス部（Services）、港湾部（World　ports）などがある。国際海事World〜Webから〜は海運に関係のある国際的な機関・団体等のHPにアクセスし内容をご紹介していくコーナーです。コーナー掲載内容以外の情報につきましては各機関にお問合せください。　　　　　　　　　（コーナー担当：総務部・長嶋）ぜんきょう勲δ2006翻29難甜瀦麟職灘¢燃鱗馬脳鰯諦概騨翻訳言　　　　　　　　轟　　欝響描撒灘一直瓢撚燕　’11「∴纏一尾綴毒蔵：i」：鷲：領：：灘：1弩i誘讐；骸1L�J翻繰硬吻2012年ロンドン夏季五輪に向け物価は上がる…。一疑甕睡藩鱒馨蒙蒙蒙覇奪胤難臨邑魁藤轟桝　この原稿が掲載される頃は、日本は未だトリノ冬季五輪の話題で盛り上がっている頃かと思います。日本では各メディア揃ってこの冬の祭典を大きく取り上げているのに対し、英国ではあまり扱いは大きくありません（通常のサッカーのリーグ戦の方が扱いが大きい）。　ただ前回のソルトレーク五輪は地上波TVでほとんど放映されなかったそうなので、今回は地上波TVの中継もある程度あるだけ注目度も少しは上がっているのだと思われます。　英国にはスコットランドのごく一部を除き、スキーができるような高い山がほとんどありません。そのためか、冬季五輪競技のほとんどが欧州発祥であり、また今回はイタリアでの開催であるにもかかわらず、トリノ五輪はあまり人々の話題には上りません。　しかしながら、英国代表でもカーリングや女子ボブスレーではメダル獲得が期待されており、実際にメダルが獲得されれば、一躍人々の関心も高くなるものと思われます。　さて、五輪といえば、英国は昨年7月に1948年以来64年ぶりとなる2012年夏季五輪の開催地に決定しましたが、6年後の五輪開催に向け、市民にとっては気の重くなるような話も出ています。五輪開催に向けた問題　これまでロンドンでは2度五輪が開催されています。1回目は1908年でしたが、これは当時そもそもの開催予定地だったローマで火山噴火が起こったため、急遽開催地をロンドンに変更して開催されたという経緯がありました。また、2回目は前述の通り1948年に行われたわけですが、第二次世界大戦後の混乱がまだまだ残る中での開催でした。　ロンドンでの過去2回の五輪は上記のような経緯で、万全の体制による開催とはいかなかっただけに、3回目となる2012年大会には並々ならぬ国・市当局の意欲が伺えます。しかしながら、その　臨瓢灘1騨猟聯鱗野嘆i　　　　　　　　奪轟瀬燃鞘鷹購黙騰撫蕩壽鶴瀞α減襯覆｛〜r｝礁ナナA．キ上「　勧み　∫〜r？ρ搾準備においては既にいくつかの議題が見受けら1！します。競技場・コストの問題　まずは競技場建設の問題。2012年まではあと6年ありますが、それまでに全ての五輪開催設備を完成させるのは用地等の問題もあり、簡単なものではありません。選手村やメイン会場は“イースト・エンド”と呼ばれる東部地域に設置が予定されており、開発が遅れている同地域住民からは五輪設備建設に伴う発展が期待されていますが、今後多額の予算を伴う大規模な工事が必要となります。　次に何といってもコストの問題。五輪開催においては、観光関連収入の他、交通網整備や関連施設建設に伴う雇用拡大による効果が見込まれています。（主な収益の予想：　�@TV放映権等メディア関連一　　　　　5億6，000万ポンド〈約1，120億円〉�Aスポンサー契約関連一　　　　　　4億5，000万ポンド〈約900億円〉　�Bチケット販売関連一　　　　　　3億6，006万ポンド〈約720億円〉　�C観光収入一200億ポンド　　〈約4兆円〉）　一方で、施設建設費等に係る事前に必要な費用は40億ポンド（約8，000億円）と見られており、こ墜鯉至欝禰��斜多　　20樫　C《NDIDATE　qTY翻羅鑛▲ロンドン開催決定にブレア首相もにんまり　（ロンドン五輪公式websiteより）の費用捻出のため宝くじ（ロッタリー）の収益をまわす他、必要費用のうち半分の約20億ポンドについてはカウンシルタックスーいわゆる住民税一の値上げにより賄う計画が既に出されており、これが実施される場合、1世帯あたりの同タックスは少なくとも年間20ポンド（約4，000円）値上げさ，れることが確実視されています。　カゥンシルタックスについては、年間4，000円であれば大きな値上げではないように感じられるかもしれませんが、同タックスは各行政区に値上げの裁量が委ねられているため、地域毎に額も値上げlll畠も異なります。2004年度の例で見ると、前年比5割増になったところもあるようです。従ってカウンシルタックスは行政区として必要な上昇分に五輪分が重なるという結果になります。　コストの問題については、過去の五輪開催都市でも関連費用に伴う借金返済に苦労している現実が指摘されています。2004年夏季五輪を開催したアテネでは、実際にかかった資金は予想額の2倍にも及び、納税者に未だ負担を強いる結果となっている他、歴代開催地のシドニー、アトランタ、バルセロナをはじめ、20年以上前の開催地であるモスクワ（1980年開催）、30年前のモントリオール（1976年開催〉も未だに五輪に伴う負債返済が完了していないといわれています。交通網の問題　五輪に伴う観光客を迎え入れるにあたり、一番の問題が交通網の整備です。地下鉄・バスはロンドン観光客の足として非常に便利な存在ですが、日頃から地下鉄は信号故障による度重なる遅延、電気系統の故障で地下鉄の駅が閉鎖、バスは故障で路上に立ち往生、無理な追い越しで乗用車と接触と、圧倒的に悪い評判の方が高い状況にあります。　2005年遅も25％値上げされ、既に世界最高水準にあった地下鉄料金については、2006年1月にも再び40％上昇、とうとう初乗り運賃（第ユ区聞運賃）3ポンド（約610円）となりました。また、バスについては25％値上げされ、1．5ポンドとなりました（ちなみにパリの地下鉄の初乗り運賃は1．4ユーロ（約200円）〉。　ただ、今回の値上げは現金で切符を購入する場合に適用されるものの、プリペイド方式のオイスターカードを利用する場合は初乗り運賃は1．50ポンドと現行より値下げされ、バスについても現行1騨撒鍵灘撒聡�o灘轍薫謙雲叢．義＿騨＿＿灘，譲▲招致成功の瞬間、リヴィングストンロンドン布長（右）　も感激の抱擁。2012年まで続投意欲満々か？（ロンド　ン五輪公式websiteより）運賃据え置きとされています。しかしながら、全ての観光客がオイスターカードを購入するとは考え難いため、観光客を狙い撃ちにしたもの、とも言えることから、観光業界からは「2005年7月のテロ事件以降、観光客の減少が回復基調にあったものを阻害する可能性がある」との懸念が上がっています。　値上げについてリヴィングストンロンドン市長は初乗り運賃3ポンドというのは世界で最も高い地下鉄であろうと認める一方で、プリペイドカード導入促進により、切符購入時の混雑を解消するため、としています。　値上げによる増収は約8，000万ポンド（約162億円）と見られており、2012年夏季五輪も視野に入れ、老朽化された地下鉄・バス設備の整備・拡充にまわされるものと見られています。　五輪に向けた交通網の整備には総費用約70億ポンド（約1兆4，000億円）が必要、との見方もあることから、五輪開催まで更なる地下鉄・バス料金の値上げが行われる可能性は高いと思われます。　五輪の観光客を受け入れるために、交通料金の値上げを行うことで、五輪前に観光客に敬遠されてしまい、観光業に影響を与えるのではないかとの声が多くあ．りますが、ロンドン市長は「ロンドンの魅力」に揺ぎ無い自身を持っているようです。　さて、上記の通り市民、観光客に対し事前の金銭的負担を強いることから、今のところ2012年五輪については、歓迎の声と困惑の声が複雑に錯綜しています。　　　（欧州地区事務局　駐在員　中村　憲吾）※参考資料：Daily　Mai1等英紙五輪関係記事及び地下鉄・　バス値上げ関連記事一藪一髪一華蠣義義譜一5量『憶1現　　　　　　　毒秀薦澱撚鮮糠蝦鶯照一詩華額一．蒙燃膿灘灘�o駄照灘。漁議せんぎようFθδ2006盤31｝類難当協会は、海運クラブにおいて賀詞交換会を騰離した。　　大臣会合」が東京にて開催された。懸縢碧纏舟濃噺要鴨脚妻　　大学教授）の第3回会合を開催した。　　（P．13海運ニュース参照）；隔離磯馴鵬諜瓢緯　　盗に関する報告を発表した。それによると、　　海賊被害件数は計276件（2004年は329件）とな　　り過去6年間で最少となった。◎　k．shikano黛つ鋤廿A．キ♪二〜F〃』〜》nr｝4「日本海運の現状（2006年1月）」の発行　当協会では、各種海運資料を作成しておりますが、今般「日本海運の現状（2006年1月）」を刊行いたしました。　「日本海運の現状」は、グラフや資料を用いながら、項目ごとに簡潔な解説を付し、日本海運の最新の姿を説明したもので、世界海運とわが国海運の輸送活動、海運経営、外航船員、内航海運の4つの柱で構成されております。　ご希望の方は、下記までお問合せ下さい。、．．・日．本毎運の窺状　　　　　　　F〈お問合ぜ先〉（社）日本船主協会　企画部（担当：利岡）　　〒102−8603東京都千代田区平河町2−6−4海運ビル　　　　　　　　TEL：03−3264−7174．FAX：03−3262−4757　　　　　　　　E−MAIL：pln−div＠lsanet．orjp　　職　セド　　　　　　い漏柚鱒能ら『　　　　　亭、�e「日本海運の現状（2006年1月）」掲載項目1，世界海運とわが国海運の輸送活動　1．主要資源の対外依存度2，わが国貿易に占める海上貿易の割合3，世界の海上輸送量と船腹量推移4，わが国商船隊の輸送量推移5．わが国商船隊の船腹量推移6．わが国商船隊の構成7．わが日商船隊の積取比率の推移8．世界の船齢別船腹量．9．世界の商船建造量と竣工予定10．世界の船舶解撤量の推移n，海運経営　1，海運市況　2，わが国商船隊の運賃収入の推移　3．外航海運企業の損益状況　4．外航海運企業の財務内容　5，対米ドルレート為替相場の推移　6．外航海運と他産業の海外売上比率の比較7．アジア／北米航路におけるコンテナ輸送の　　現状8．一船当たりの年間船員費比較9．諸外国の海運強化策一覧10，主要国の海運強化策の概要11．諸外国のトン数標準税制一覧12，El本と欧州主要国の船舶償却制度の比較13．タックスヘイブン対策税制皿．　タも航舟分員　1　外航船員数の推移　2　年齢・階層別の船員数配，内航海運　1，国内輸送機関別にみた貨物輸送の推移　2，内航海運の企業規模　3．内航海運暫定措置事業　4，内航燃料油価格の推移〔付　録］海運年表（企画部．利岡）ぜんきょう1切2006翻33薪ふ詠鰍。，1戯ポ轟禽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　榊、無燃ξ壽�M　危険物の規制に関する政令の一部を改正する　　政令（政令第6号、平成18年1月25日公布、　　平成18年4月1日施行）会議名：ASFシップリサイクリング委員会日　程：3月6日目　所：台北会議名：IMO第10回無線通信・捜索救助小委員会　　　　（COMSAR10）日　程：3月6日〜10日目　所：ロンドン会議名：IMO第54回海洋環境保護委員会（MEPC　　　　54）日　程：3月20日〜24日場　所：ロンドンR達鹸廿Aρ宍よ；〜島h20！）溶東京海洋大学にて海事シンポジウムを開催　当協会は1月19日内、東京海洋大学が越中島キャンパスにおいて開催した海事シンポジウムに協力した。シンポジウムの内容は「大学の教官と船会社との意見交換」および船社による「講演会」で、その目的は就職活動を間近に控えた3年生を中心とする学生に「日本海運の現状」および．「海事技術者の活躍」についてその実態を紹介し、日本の船社に就職する動機付けを与えることである。　講演会に先立ち、同大学の教官と船社の就職担当者との意見交換会が萩原教授司会の下行なわれた。多数の教官ならびに前回より多いユ6船社から23名の就職担当者が出席し、船社が大学に期待する教育等について双方から活発な意見が交わされた。　講演会には約80名の学生が参加し、特に日本海運の現状や海陸で期待される海事技術者像についての講演にそそがれる真剣な眼差しから学生の興味の深さがうかがえた。　講演会終了後、学生寮地区にある学生会館にて船社、大学の教官および学生との懇談会が催され、学生からの船員の生活や会社概要の質問について船社側就職担当者は懇切丁寧に答える場面が印象的であった。　　講演会講師名（順不同）　　　日本郵船�梶@人事グループ　船員人事チーム　佐藤健太郎氏　　　　　『海事技術者の活躍』�鰹､船三井　人事部　人事第ニグループ　　『日本海運の現状』�兼�本船主−協会　当務部（労政担当）　　『日本船主協会の概要』▲日本郵船　佐藤氏宮田　　浩氏山脇　俊介▲商船三井　宮田氏＜講演に聴き入る学生たちぜんきょうF6∂2006磯35。＿＿一一・一一一一一1，わが国貿易額の推移　　　　　　　　　（単位：10億円）　　2．輸　出輸　入前年比・前年同期比（％）年　月（FOB）（CIF）入（▲）出超輸　出輸　入199041145733，8557，6019．616．8199541153031，5489，9822．612．3200051，65440，93810，7158．616．1200148，979．42，4．56，563△5．23．6200252，10942，2289，8816．4△0．4200354，54844，36210，B64．75．1200461，18249，17712，00512．210．92005年1月4，4124，2181943．211．424，8473，7571，0901．711．435，7764，657111196．17．745，5064，5489587．812．854，7964，5032931．41B．765，4784，6098693．6、1．175，5374，6688694．311．785，2215，1081129．121．395，9254，9729538．817．510．5，9105，0928188．017．9115，9155，31959614．716．7126，34D．5，428．91217．527．4（注）財務省貿易統計による。3．不定期船自由市場の成約状況　　　　　．　　録灘熱黛撚蹴茎廼．．ξ，i猟懲撫ミ薦鍵熱総鷺．鑑i灘1鰍羅聯蕪黙蕪瓢舞対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）年　月醐）鞠最高値最安値1990144．81124．3D160．10199594．0680．3D104．252000107．77102．5D114．902001121．53113．85131．692002125．28115．92134．692003115．90107．03120．B12004108．17102．2D114．402005110．16102．15121．352005年2月104．88103．63105．733105．3］104．10107．354107．36105．78lG8．685106．91104．68108．086108．63106．82η0．40711L9411D．95112．998110．72109．33112．409m．06109．15113．1510114．82113．48115．9011118．41116．55119．8312118．64102．15121．352006年1月115．．S5114．10117，．71（単位：千M／T）区分航海用船△シングル（品　目別内　訳）用船年次口　計連続航海航　　海石　炭穀　物砂　糖鉱　石スクラップ肥　料その他丁rlPPeriod2000146，6432，182144，46146，54926147　　脚4，57667，43119818211551170，03245，0212001154，0053，063150，94252，324．斗6，7897，28872，177472978914150，15438，4552002．132，269978131，29143，40615，1825，85365，1054421，D54249184，89050，474200399，6551132098，33530，7226，0973，65757，00124843B172208，69081，72120D483，3982，41480，9843L8755，6217004L39459669D10B25D，38659，906200574，4022，14572，25728，5663，76016239，10524733186289，21653，2342005　5．6，4D706，4071828　，28204，217800019，6841184468，9576708，2873，02632804，874554016，7011，90279，31｝09，3113，596478275，02852130027，4633，05284，359D4，35911870463162，01000023，2634，64694，97704，9771，860332G2，78500026，9975，912107，265707，19511750495144，9250τ1029，4255296　脚117，7951507，6452，200193145，0900148034，B303，494124，46304，463L41529902，663008620，6392，3932006．18，96208，962．3，165．4B9245，27707027，818．4，405（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。突R盤十士A印テ午よ「　夙〃ハgoρβ40D300200100o原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／西欧）べ’レシや湾／日木．1　1q1．　パ　∫か’　．．．．’へ．　’．n　」」瀦．．w．し　1i，！冒．．V1ノ．、A1@、　11，ノ．「　〜　図，ズベルシや湾／欧米レ！〜Q000【�求D　　20012002εoo32004．　　　．2005姻　舘�o2DD100．0806D刺．200．穀物（ガルフ／日本・ガルフ／西欧》之．珈・白木．壷樋．2000〔年｝20P12002「　　　．．2DO3’．2aひ4．．2005：．助oGドー8069．4004，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾／日本ペルシャ湾／欧米月次200320042005200320042005最高最低Eヨ芒「謖最低最高最低最高最低最高最低最高最低116LOO102．50152．5087．0085．0059．50120．0075．OD127．5082．5077．OD62．502132．5067．50159．00102．50167．5075．0011フ．5065．00B2、5087．50140．00112．503160．00105．00τ1フ．5070．75137．5075．00145．0085．00112．5060．00102．5075．004137．5052．50110．0077．5096．0080．0097．0045．0087．5067．5090．0072．505109．5042．00125．00712590．0062．5099．0050．00100．0069．5088．2562．50690．0056．00135．00114．0067．5052．5070．0052．50112．5087．5061．2550．00763．7545．00148．00120．00102．0073．7554．0042．50123．0095．0085．0062．50868．0041．GO121．0097．5072．5056．5057．5040．00102．5087．5067．5060．009135．OD70．GO157．5083．50玉02．5062．501玉5．0050．GO145．DO75．GO102．5065．0G1078．0042．50290．00ユ56．00τ25．0090．0090．0047．50225．00117．50120．0087．5011152．50TO2．50350．00265．00216．00135．00126．5075．OD255．00マ67．50170．00130．00121600013375310008500137509500225009750（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　　�Cグラフの値はいずれも最高値。�A単位はワールドスケールレート。　�Bいずれも20万日目W以上の船舶によるもの。5．穀物（ガルフ／日本・ガルフ／西欧）（単位：ドル／トン）ガルフ／日本ガルフ／西欧月次2004200520042005最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1一60，50　　59，75一一273．0G一一一372．50一一一4一一一一5一一一一637．00一一一750，00　　46，5037，75　　37．50』一853．75一一一9一一一一1059．0047．50一一］162．50一1261．00　（注）�@日本郵船調査グループ資料による。�Aいずれも5万D／W以上8万D／W未溝の　　船舶によるもの。�Bグラフの値はいずれも最高値。獅ｱご@　総総・＝．。慌　　　．、蹴：．　・　・三三ぎ．’せんきょう施δ2006趨37．難懸．串．．　　石炭＝（オーズトラリア／西欧〉・．鉄繊石伊ラジル／中国づラジル／西鴎）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　階　剛．〔P告1．．．504030201D0．．S鉱石（ブラジル／中国）1．．lll　置　　　暫．石炭．D（オーストラリア／西欧）／蝋1’璽門　、　　ひ　1　　　置、、　．9　σ｝ノ響、　■　’吹fﾁ、覇、、’．＼　鉄鉱石（ブラジル／西欧）2伽【年｝　　　　　200｝　　　　　　．2002．2qo3200420055040価。400．35030030　　250201D0蹴1501DO500運賃指数ハンディーNリーンYへHandy｝　　　　　　　LA再C「eaniill撃戟@iレ夢z孝≦＝’A「ra噂監LI　　　　　「P　　　　1P　へ　　　　　［、」’’1’1A　l戟@l@　「uez一’！’／μL　　　l｢、　、　　，　1　　，　l　　　　l’》　　　　　　∫1．1髄、、　�`　　．　　　　「A　　1ｬ型　　1、　’k　’A　’VLCC申！　　　　　、へ　　1　　　　　　　「、　’　　　　　　　　　）、ノド、一’?^　’VLCO2001〔年｝　　　　　　　2002　　　　　　　　船03　　　　　　　　　即口奪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200550945040035030025『20D15D1DO5006，石炭（オーストラリア／西欧）・鉄鉱石（ブラジル／中国・ブラジル／西欧）（単位：ドル／トン）オーストラリア／西欧（石炭）ブラジル／中国（鉄鉱石）ブラジル／西欧（鉄鉱石）月次20042DO52004200520042005最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低139．70　　35．00一46．50　　34，0040，00　　12．5026．00　　22．0019，75　　16．00232．σo一50．00　　35，0036，00　　33．0026．00　　20，ア522．θ0　　1ア．25331．6527．0040．OD　　35，5039，25　　34．7519．00　　η，2516．204一一35．OD　　32．5038，50　　34，0018．00　　］5，2524．25　　22．75518．30一26．5D　　25，0033，40　　21．5014．75　　11．3020．50　　13．256一一28．00　　22．9021．50　　］6．6813．50　　8，251125　　10．OD7一一32．0023，50　　19．0018，90　　16，9011．50　　9．258一13．6034．50　　10，2024，50　　］7，5019．OD　　14，9012．15　　10．309一一37．55　　30，0029，50　　26．0018．25　　14，50一1027．5021．5040．00　　33，2534，0D　　27，63一18．50　　15、801141．0045．80　　40，0032，00　　23，48一14．0012一50．60　　41．8027．10　　22，50（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。�Aいずれもケープサイズ（14万D〆W以上）の船舶によるもの。7，タンカー運賃指数タン力一　　運賃指数月次200320D42005VLOC中型小型H・DH・CVLOGSuezAfraHandyGleanVLCCSuezAfraHandyClean198．6161．9165．6266．3231．31332502893B6287801702103073222133．3180．9186．8267．1245．61321782153553261351651812332673η4．0224．9275．6290．0273．4132，53182238323961621952552894128．6240．2294．0290．0328．2961411402042］085124157212274579．8150．4217．7200．0294．39513716420123575137191271253685．4156．2200．9235．0231．11191491932332566｝126157267253750．6110．5132．9250．0221．012715618724324083108144248243852．81D3．2167．7197．5221．11071551692192］76910713319D21］958．492．1138．2208．9233．11031541632292268212015424435010P11257．9V0．4P25．5120．4P58．4Q78．9153．3P64．0R32．5202．0Q58．3Q9〔｝．01BO．0Q13．3Q88．6195Q76Q16285R42Q40355R74Q6B320S33R78263R90R67109P79P49186Q25Q57149Q69Q57376R58Q86385R］2Q84平均87．9164．．8202．4246．3246．8144．3195．0224．9286．6278．3｝00．3157．3183．1270．6286．9（注）�@2003年までは「Lloyd「s　ShipManager」、2004年からは「Lloyds　Shipping　Economist」による。�Aタンカー運賃はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃指数の5区分については、以下のとおり（〜2003＞�C＞LCC：15万トン以上◎中型：7万〜15万トン�J小型：3万〜7万トン◎H・D＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン未満��H・0＝ハンディ・クリーン：全船型。（2004〜）�FVLCC：20万トン以上◎Suez　l］2〜20万トン�SAfra：7〜12万トン◎Handy：2，5〜7万トン�韻lean：全船型38醗せんきょう掬∂2006〕2QO1100100090D600700600500細30020D100D用船料指数．〜　　1L馬　．f「il1鴇．’1冠1　　　　、P　　印Pτ　旨馳　」」　ヤ1’　「しF　l’’印、　　　rf「　　「．f　　　　亀」ト8，5万以上　　　　　．@しf5万以上W．5万未満P：冒一．　　」3、5万以上T万未満　．ノ　　　　　「り♂’　　、　　　　　「黶f�　　，@2万以上一　　　”@　　’ノ瞳’、‘＼繕含指数．a5未満即ロα隼12001200220σ3200420051200　　　1�o　　　万口酬1100100090080O7006GO500伽3GO．200100．o8006004002000係船船腹’Dへ．　【　　l　l．　、．戸．．　「「’∀．．．』．．．、一、．．．「」・．カ．．（レン　．タ1999〔牢，．Eooo．20012002．290320041Qoo．万�p180O6σo姻20008，貨物船定期用船料指数2002200320042005月次総合指数BDI総合指数BDl総合指数BD［1，2万〜Q万2万〜R，5万3．5万〜@5万5万〜W，5万8，5万〜総合指数BD11898891851，7335534，5396866565778466806774，4712739151561β696135，2908995795317117τ17154，51τ31021，0731511β026155，1224325506507667055654，6854104110852032，0815584，635「5885807606356244，810593110342902，3175333，452一579526．544545552．3，7376951，0353042，1354012，762一4404214223064】22，5867991，0052732，2384783，971噌3753503052883422，30781139922762，3225624，180一2842813002792852，16991251，0632942，4675144，214一3353343853893522，949101141，0633374，4775034，602一3773534194693912，949111401，1633094，0465444，264隠37035436ア4503762，991121541，1633604，5397015，176一326D31．8．36034．4．3322，624出所：　（注）「Lloyd脚s　Shipping　Economist」�@船型区分は重量トンによる。�A用船料指数は1985年＝100。�BBDI（BaltiG　Dry　index）は月央値。9．係船船腹量の推移200820042005月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タ　ン　カ　一隻数千GIT千ロ／W隻数千G／丁干D／W隻数干G／T千D／W隻数千G／T干D／W隻数千G／T千D／W隻数千G／丁干D／W1241　1，859　1．95843　　　905　1，8382G5　1，317　1，35053　　　287　　　489138　　　779　　　83035　　　、35　　　2092236　　1，865　　1、91144　　　741　L488206　1、236　1，27951　　　286　　　490147　　　766　　　81332　　96　1423237　1，770　1，79145　　　485　　　940188　1，156　1，23456　　　300　　　509137　　　733　　　79733　　　　147　　　2294232　1，687　1，72044　　　36］　　　706181　1，101　L23255　　　　τ63　　　256130　　　670　　　76535　　　　148　　　2315224　マ1525　1，55546　　　525　LO16175　11041　1、17854　　　145　　　224128　　　640　　　75236　　　　103　　　1506215　　1，441　1151348　　　527　1，019168　　　935　　1，05755　　　　142　　　218129　　　637　　　75036　　　　103　　　　1507226　　1，556　　1，71948　　　524　11014166　　　902　　1，00652　　　　131　　　204133　　　641　　　75434　　99　1458215　1．477　1，63350　　　786　　1，569159　　　900　1　008　　　　　　　　　　　脚50　　　　130　　　　199132　　　645　　　76634　　99　1459213　］．407　1，53450　　　784　　1，567146　　　802　　　88147　　90　146134　　　668　　　74534　　　170　　　19410203　1，273　1，38353　　　709　L414155　　　882　　　93443　　　103　　　148138　　　676　　　75雇34　　　　103　　　14911209　11320　1，40652　　　706　1．407138　　　813　　　87738　　　　113　　　162139　　　649　　　73134　　　　131　　　173122D7　1，308　1，38651　　　705　1，407138　　　81τ　　　87739　　　　143　　　218141．　　679　　　．7董0．34己　　128　　　　171（注）インフォーマ発行のロイズ・インアクティブベッセルズによる。せんきょう勘う2006働39一…・一一一一一一一一一ﾒ集雑感…一一一一一一一…一一一　平日はテレビを見ることは多くないが、日曜日の夜に某民放局で放送される、住宅のリフォーム番組をすこぶる気に入っていて、毎週欠かさず見る程である。　その番組に登場する住宅の多くは、建築後数十年経ったような古くて使い勝手の悪いもので、ある程度の限られた予算と条件の下で「匠」と称される建築家達の手によって、建物の基本構造は極力残された上でバリアフリーに改良されたり、採光の工夫や風通しを良くするなどの機能性が改善される様子が紹介される。そればかりか、時には古さや狭さの度合いが極端で普通の暮らしには適さないと思われる事例が登場することも有り、（脚色はあるにせよ）そうした家に暮らしてきた方々の表情がリフォームの前後で劇的に変化するのを見て、我が事のように爽快な気分になるのである。一例をあげれば、御自身も住まいと同様に齢を重ねられた方が、急な階段を昇り降りしたり、寒々とした浴室を不自由な様子で使用されたりと、実に痛々しい情景も描かれるのだが、その一方で、彼らの住まいには家族と過ごした想い出の品々、職人としてならして来た頃の使い慣れた道具、かつて繁盛していた店舗の跡など、各人が懸命に生きてきた証が残されている事実も明らかにされる。「匠」はりフォー．ムを依頼した人々のそうした歴史の重みや技に敬意を表し、単に使い勝手の良い家にするだけでは無くて、彼らの生活の支えとなった道具や想い出の残る建具をインテリアや手製の家具にさりげなく転用したりするのである。・　心の琴線に触れるこうした番組もある一方で、テレビのニュースや新聞の紙面では、昨秋以来違法な設計により耐震基準を満たさないマンションやホテルがここ数年全国各地で建設され、マンション住民や一般市民に多大な経済的損失と倒壊の潜在的恐怖を与えたことが連日報道されている。それらを見る限りでは、問題の当事者とされるのが違法な設計を実際に行った者だけでは無く、その発注元であるマンションの施工会社や販売会社、更には、本来違法性を担保するはずの検査機関にまで及んでおり本当に腹立たしい。事件の深層を明らかにするのは、利害関係が複雑に絡み合う為容易なことではなさそうだが、少なくとも私の目には、耐震強度偽装事件の当事者達には、最低限の倫理感や高いプロ意識を持って職務を全うしたとの姿勢は感じられない。　よって先述の番組に登場する「匠」の爪のあかでも煎じて飲ませたいところだが、当のリフォーム番組もアスベスト処理問題等により間もなく放送終了とのことである。寂しいが仕方あるまい。新和海運株式会社　総務グループ総務・法規保険チームリーダー　藤田　正数一一一躍一一一ﾒ集委員名簿一一一一・一一　一…一編集後記一一一第一中央汽船　総務グループ次長飯野海運　総務グループ広報・IR室川崎近海汽船　総務部副部長川崎汽船！R広報グループ情報広報チーム長日本郵船調査グループコンテナ・港湾調査チーム長商船三井　広報室マネージャー三光汽船社長室経営企画課長三洋海運　総務部副部長新和海運　総務グループ総務・法規保険チームリーダー日本船主協会　常務理事　　　　　常務理事　　　　　海務部長　　　　　企画部長　　　　　総務部長　　　　　海務部労政担当副部長加藤和男石川達也廣岡　啓高山　敦細野直也鹿野謙二遠藤秀己荒井正樹藤田正数梅本哲朗植村保雄半田　牧園田裕一井上　晃山脇俊介　巷では日本経済回復基調の明るい話が大分聞かれるようになった。　市場も、昨年夏からの急激な右肩上がりに伴って個人投資家らが増大、いまや市中には株本・投資セミナー・サイトが花盛り。LDショックも吸収した感がある。海運を見れば、上場会社の中の大手3社の株価も調整局面はあるものの数年前は200〜300円程度であったのが、いまや700〜1000円である（1月末時点）。　海運の好景気・株価上昇は素材・資源・エネルギー等とともに経済全体の好況への転換期に先行して現れると以前聞いたことがある。それを思うと2004年の空前の外航海運好況・株価上昇は現在の経済回復の兆しを明確に示していたようだ。咋年は燃料高騰に直面したが業績は比較的堅調、今年は常態に戻るがまだ大丈夫だろう、との声も聞かれる。　ポイントがずれてはいるが投資面において一般の関心もあるそうだ。本来銘柄投資は会社の活動状況等を知って行うのが基本であることだし、業界を知る良い糸口になってくれれば良いのだが。せんきょう2月号　No，547（Vol．46　No，11）発　行轡平成18年2月20日創　二言昭和35年8月10日発行所欝社団法人　日本船主協会〒102−8603東京都干代田区平河町2−6−4（海運ビル）TEL．（D3）3264−7181〔総務部（広幸侵）〕編集・発行人乳梅本哲朗製　作麟株式会社タイヨーグラフィック定　価纏407円（消費税を含む。会員については会費に含めて　　　購読料を徴収している）40轡せんきょう飽δ2006日本の経済を支える海運には、諸外国並みの税制が必要です。屡織　毒ご予控　　“ン　　，塞賦｝解　　　　　繋　　　贈　　　　　【　　　囎〜、実距網構鞘　養｝　　　　　謬懸　　@、糠　　_辮、�`・　難　　ご騒　　　　口髭軍腸　　　　繍　　　ハ設・翫　　　窪　今頃βねf−気・麺　摯叱　　園伽藩麟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しく　　　　　　　　　　　　　　置聯が凄　匝　四方を海に囲まれ、資源小国　貿易立国であるわか国にとって海運は国の存立にかかわる重要産業てすが、わか国海運業は、諸外国との競争において税制の上て大きなハンティキャノブを負っ（いまり。　欧州先進海運国は、船舶のトン数を基準に法人税額を算出するトン数標準税制を相次いで導入し、企業かこれを選択的に採用てきるようにすることにより、海運業所得に対し大幅な減税を行い、自国海運の維持　発展を図っています。例えば、イキリスでは、海運の果たす役割の重要性から、海運業への実効税率は他産業の1／！0程度ときわめて低くなっていましたか、さらにトン数標準税制の導入によって、その半分程度に軽減し、自国海運を強化しています。　産業と国民生活の基礎を支えるわか国海運を維持していくため、税制上の競争条件を諸外国と同一にしていたたきたい、というのか私たちの切なる願いです。　海運税制の充実・改善は、小泉内閣の構造改革か目指すわか国産業　経済の競争力の強化に資するものと、私たちは考えます。トン数標準税制の導入国導入，斉み導入決定，斉オランダ、ノルウェー、トイツ、イキリス、スペイン、キリ／ヤ、デンマーク、フランス、アイルラント、ヘルギー、イント、韓国米国　　　税日i�d魅、ノ　　　　　　’　ノ〃　　船か支える日本の暮らし社団法人日本船主協会http〃www　jsanet　orJP1

